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開会挨拶

法政大学日本統計研究所長森博美

本日は、年度末のご多用な中、また季節が冬に逆戻りしたような寒い中、私ども法政大

学日本統計研究所の大内賞受賞記念シンポジュームのために、かくも多くの方々にお集ま

り下さいまして心より感謝申し上げます。本日の会を開催するに当たりまして、本年度、

研究所長を勤めさせています立場上、日本統計研究所のこれまでの歩みと本日のシンポジ

ュームの内容構成について、ご挨拶を兼ねて簡単にご紹介させていただきます。

日本統計研究所は、昭和２１年に、大内兵衛先生と当時は大蔵大臣をされていた渋沢敬

三さんが協議され、戦時中に日銀に設けられていた国家資力研究所を母体に財団法人とし

て設立されました。大内先生を始め、有澤廣巳、高橋正雄、美濃部亮吉、森田優三といっ

た諸先生方がこの研究所に結集され、統計委員会として「統計法」の制定、統計機構の整

備さらには、国勢調査や事業所統計調査を初めとする各種重要統計の指定統計としての指

定など、わが国の戦後の統計再建の礎を築く上で大きな貢献をされました。統計委員会こ

のような活動については、その後、本研究所から刊行されました『日本統計制度再建史』

として、詳細な記録が残されております。そのようなわが国の戦後統計の再建に際して、

本研究所が統計委員会の下で、事実上統計委員会事務局のような形で委員会の活動を支え

てきたことは、わが国の統計にこれまで長く係ってこられた諸先生方は良くご存知のこと

でございます。

ただ、まとまった記録が残されておらず正確なところは必ずしもはっきりしませんが、

研究所では、統計法が成立した昭和２２年頃、研究員の待遇改善を巡って激しい労使紛争

が発生し、大勢の研究員が研究所を去られたと伺っております。設立当時の研究所の実態

などについては、折を見て所内に所蔵されている記録資料などを調べてみようかとも思っ

ております。

日本統計研究所は、もともと渋谷の隠田というところにあった政経ピルに置かれていた

ようですが、その後水道橋近くの日本発送電の社屋の一部を借りて、日銀からの補助金や

当時の行政管理庁統計基準部や経済安定本部（その後の経済企画庁）等の政府機関からの

委託調査等を行うことで研究を継続していたといわれています。その後、昭和２８年に研

究所は法政大学内に移転してくることになりますが、本日基調講演をお願いしております

中村隆英先生から先日そのいきさつをお伺いしました。

本日のシンポジュームの会場であるボアソナードタワー（通称ＢＴ）と呼ばれる２６階建

てのこの建物が建っている敷地には、かつては大学院・研究棟という６階建ての建物がご

ざいました。この校舎は昭和２８年（1953年）に建てられたことから、学内では５３年館

とも呼ばれてきました。この５３年館が竣工したときに、当時、本学の総長をされていた
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大内先生の研究室として、研究室２つ分のスペースの研究室を大学側でしたところ、先生

はそれをご自分ではお使いにならず、そこに財団法人日本統計研究所を入れた。法政大学

に居を定めるようになった、いきさつは、大要、このようなことであったようです。

研究所が法政大学に来てから以降は、相原茂先生が中心になって研究所を運営され、『日

本経済統計集』や『日本統計発達史』、さらには日本経済分析シリーズ等の刊行物が財団法

人日本統計研究所から刊行されています。その後は、日銀からの財政面でのサポートも途

絶え、政府からの委託研究もなく、主として総評調査部やエコノミスト誌からの委託研究

などを、数人の研究員さらには法政での大内、有澤ゼミの院生などにより、統計あるいは

経済の現状分析といった分野で研究活動が展開されていたようです。昭和４０年代には研

究所財政の更なる逼迫による研究員の相次ぐ転出、さらには折からの大学紛争により、研

究所は－時、完全に閉鎖状態となります。

その後、激しかった大学紛争もようやく峠を越えた昭和５０年に、喜多克己先生と伊藤

陽一先生が中心になって、内外の統計制度研究を中心にして日本統計研究所の研究活動を

再開されました。その頃から、わずかな額ではありますが、研究所は大学から予算補助を

いただけるようになりました。ちなみに、現在３４号まで刊行されている『研究所報」は

昭和５１年３月に創刊され、また本日、お手元の資料として第９５号を同封させていただき

ましたが、『統計研究参考資料』もその年の１１月に創刊されています。その後、昭和５６

年に財団法人を解散して、法政大学の附置研究所になることが認められ、統計研究者、政

府統計関係者その他の方々のご協力をいただきながら、今日に至っております。

統計委員会の下で、日本統計の再建のいわば事務局として活動した時期を日本統計研究

所の第１世代とすれば、その後、研究所の第２世代では、政府機関その他からの委託調査

あるいは『日本経済統計集」等の刊行という形で研究が展開されてまいりました。法政大

学日本統計研究所として昭和５０年に研究活動を再開してから今日に至る時期は、いわば

研究所の第３世代にあたります。今回、この第３世代の研究活動に対して、おかげさまで

大内賞をいただくことができましたことから、今回の受賞させていただいたお披露目と、

大学紛争以前の第１世代、第２世代の日本統計研究所についてよくご存知の先生方に対し

て、その後このような形で研究所が存続していたことのご報告を兼ねて、本日このような

形でのシンポジュームを設定させていただいた次第です。

本日のシンポジュームは、２部構成となっております。まず、第１部では、二本の基調

講演を予定しております。最初は、かって第２世代の日本統計研究所に一時期在籍された

経験もお持ちの中村隆英先生から、「大内先生と日本の統計｣という演題でご報告をいただ

くことにしています。また、日本統計研究所所員の伊藤陽一先生には、「統計品質論から見

た日本の統計」というテーマでお話をいただく予定にしております。

改めてご紹介の必要もないことかとは存じますが、最初の報告をいただく中村先生は、

有澤先生の下で学ばれ、東京大学で教鞭をとられ、退官後は御茶ノ水女子大学、東洋英和
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女学院大学教授を勤められました。その間、統計審議会委員、さらには統計審議会長とし

て長期にわたりわが国の統計行政に中心的に係ってこられました。特に中村先生は、平成

３年（1995年）に出されました統計審議会答申「新中長期構想』をおまとめになられた時

の審議会会長でございます。
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＜第一部＞

基調講演

大内先生と日本の統計 中村隆英(東京大学名誉教授）

統計品質論から見た日本統計

伊藤陽一(法政大学経済学部教授･日本統計研究所所員）



大内先生と曰本の統計

中村隆英（東京大学名誉教授）

最近は、めったに法政大学に来ることはなくなったのですが、私が日本統計研究所に関

わりましたのは、昭和２６年で、大学を卒業する頃でした)、日本統計研究所というものは、

戦後、大変大きな方向を持ってできたもので、所員も数十名おられたという話を聞いてお

ります。聞いているというのは、私が存じ上げない時期のことです。ただし、そういう遠

大な計画を持って研究所は創設されたわけですが、当時は労働運動が盛んでありまして、

あっという間に賃金引上げか何かで大ストライキが発生し、それでたちまち事実上閉鎖と

いうか解散といいますか、とにかく研究所自体は潰れてしまいました。

その時分､研究所の再建ということで大内先,生方が関わられたということだと思います．

それで大内先生が日本統計研究所に縁があるということになっています。実際、日本統計

研究所はその後、非常に細々と小さな組織で続いていたのですが、先ほどお話がありまし

たように、丁度、法政大学が６階建ての研究室棟を作りまして、その６階の隅に大内先生

が２部屋続きの研究室を作って、そこに日本統計研究所が入ったわけです。いわば居候を

させてもらったわけです。とにかく金がなくて家賃が払えない。それでそこに私も行って

いました。

研究所のトップの方々の顔ぶれはたいそう偉い人ばかりで、大内先生が理事でありまた

所長でした。また、理事の顔ぶれは、有澤先生、美濃部先生、森田先生といった、当時の

日本の統計学の大先生ばかりですが、これが全く顔も出さなければお世話もしてくださら

ない。大内先生は法政大学の総長ですから、日本統計研究所の部屋を確保してくださった

わけです。その点で、大内先生にたいそうお世話になったわけです。但し、日本統計研究

所のことで－こと言っておかなければならないのは、実際に取り仕切っておられたのは誰

であったかといいますと、相原茂先生という方でございました。皆さんはご存じないと思

いますが、相原先生は昔の大内先生、有澤先生あたりのお弟子さんで、当時は東大に教養

学部というのができて、その教養学部で経済学の教授になられて、研究所の方は無給でお

世話をしてくださっていました。私が知っているのは、相原先生が取り仕切っておられた

時代の日本統計研究所でございます。

大内先生と日本の統計ということになりますと、大内先生は統計学者であったというこ

とになるのでしょうけれども、ご専門は財政学でありまして、東大でずっと財政学を講義

しておられました。『財政学大綱』という教科書がございました。これは不思議なことに、

上、中と２冊出ていて、下が出ていません。別のところで日本の租税論を書かれましたの

で、それが事実上下巻で完結していたということになるのだと思います。大内先生ご自身

は、大正時代に東大でそれまで法学部の中に法学科と経済学科として存在していたものが

－７－



経済学部という－つの学部として法学部から独立した時に大内先生は財政学を担当される

ことになったわけです。しかし、それ以前から大原社会問題研究所に関係しておられて、

そこで実証的な経済の研究が行われており、大内先生はこの大原社研に兼任のような形で

入っておられました。統計を丁寧にお使いになっていたといういきさつがあったと思いま

す。そういうわけで大内先生は統計に非常に詳しい財政学者であったわけです。

東大の経済学部の初代の統計学の教授は、糸井先生という方でした。この糸井先生がド

イツに留学されていて留学中にお亡くなりになったということがございまして、それで当

時、経済学の助手であった有澤先生が糸井先生の弟子であったということで、急速、経済

学をやめて統計学の担当ということになったわけです。そういうことだったと伺っており

ます。ただ、有澤先生は、統計学の講義は行っておられたのですが、どうも統計をやるの

はあまりお好きではなかったようです。講義の内容は、「大数の法則」というものを哲学的

に基礎づけるというものでした。統計学の講義では、統計のいろいろな細かい問題には触

れられず、統計学説史を中心とした話をされていました。ドイツにコンリングという人が

いたとか、フランスにケトレーという人物がいたといったような話を４月から始めて１１

月頃までやっておられた。その後で、大数法則の哲学的基礎づけをやると大体１年間が終

わる。そういう講義でありました。今の統計学とは随分違った統計学でした。

ただ、有澤先生はご自分ではそういうことをやっておられましたが、近代的な統計学に

不熱心であったわけでは決してなく、増山元三郎先生とか北川敏男先生といったいろいろ

な方を次々に教室に招かれました。やがて、宮沢先生を迎えられまして、それで現在の東

大の統計学ができたといういきさつがあります。

それで大内先生の話になりますが、大内先生はそういうところとの関わりがあったわけ

ですから、大原社会問題研究所時代から、統計とか統計学にも大変熱心であられました。

その門下に若くして亡くなられた糸井先生とか有澤先生がおられました。それで東大の経

済学部で有澤先生が統計を担当しておられた。有潔先生よりも少し若いところで、美濃部

亮吉先生あるいは阿部勇先生という方がおられ、同時にこういった方々が、日本における

統計学ではなく統計の発達というものに相当関わりを持っておられました。それで、美濃

部先生なんかの場合ですと、戦時中までは先生も左翼だということで捕まったりしておら

れたのですが、戦後になりまして現在の統計審議会、最初は統計委員会として戦後アメリ

カのスタイルをまねて常設の行政委員会として出来たときに事務局長になられたのが美濃

部先生で、有澤贋己先生や高橋正雄先生、森田優三先生が委員としてお出でになり、その

上に大内先生が委員長としておられたわけです。それで戦後の日本の統計を再建されたわ

けです。大内先生はそういった意味で、戦後日本の統計の再建に中心的役割を果たされま

した。

統計の再建ということになりますと、従来からの統計を改善するということだけではな

く、新しい統計を作るという話がどんどん出来てくる。昭和２０年代の前半に新しい統計

－８－



がいくつか出来て現在に続いているということになると思います。その代表的なものを挙

げれば可事業所統計調査、あるいは就業構造基本調査というような大規模統計が、大内先

生の統計委員会のところで発足したわけです。そういう時代がございました。

それ以前から昭和初期には労働統計実地調査のような新しい統計が次第に作られてきた

わけですが、国勢調査などにしましても、非常に大規模で全国民を調べるという調査であ

った。その他にサンプリングを付け加えましていろいろ細かいことを調べるようになった

のは、やはり昭和２５年頃からだったと思います。その前に昭和２２年国勢調査というのが

ありますが、これは２０年調査が出来なかった代わりに実施されたものです。昭和２５年の

国勢調査からは、サンプリングを付け加えた詳しい国勢調査が行われることになってきま

す。

それから、大内先生の統計への関わりということでは、大内先生ご自身は統計に非常に

深い関心を持たれていたわけですが、お弟子さんには純粋の統計学者が何人か育ったわけ

でありまして、その筆頭が有澤先生でした。それから美濃部亮吉先生、あるいは阿部勇先

生というような方が大内門下で統計をやられた。もちろんこういった先生方は、数理統計

学をやられたわけではありませんで、統計数字を使って経済分析をするというのが主なお

仕事でした。昭和初期に改造社という本屋があり、経済学全集全６０巻というとんでもな

い本を出したわけです｡さすがにこの頃は古本屋に行っても余り見かけなくなりましたが、

私が大学を出る時分には古本屋に行きましても経済学全集が山積みになっていました。も

のすごく安くて、私も何冊か買って持っていたのですが、この頃はうちでも見かけなくな

りました。

それはともかくとして、今話した大内先生のお弟子さんたちを中心にして、『世界経済図

表」だとか『日本経済図説』というようなものが、その経済学全集の中に何冊も入ってい

ました。これは、グラフでもって数字を挙げて日本と世界の統計を図で示すということが

昭和５年前後の数年の間に行われました。これらは、それまでのより抽象的な経済分析と

は違う新しいものを生み出した－つの例だったと思います.そういう所で有澤先生などの

お弟子さんたちが育ってきて、次第に統計を使った実証分析が行われるようになってきた

わけです。

有澤先生のお弟子さんたちの中からお－人だけ例を挙げますと、向坂正男などを思い出

します。向坂正男さんは向坂逸郎先生の末の弟さんですが、この方は経済安定本部の調査

課に入られて、やがて『経済白書」を中心になって書かれたわけです。『経済白書」という

のは今でもあることはあるのですが、あまり誰も相手にしなくなった。戦後しばらくは、

そういった数字を使って日本や世界の経済を分析するというので大変評価が高かった。

それから、大内先生について是非とも申し上げておかなければならないのは、戦後にな

って現在の統計審議会の前身であります行政委員会としての統計委員会が出来た時に、そ

の委員長になられたのが大内先生です。現在は行政機関ではなく審議機関になったのです
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が、それからずっと統計審議会として継承されています。それの初代が大内先生です。

そういう状況の下で、大内先生ご自身はあまり新しい統計技術に対する知識は深くなか

ったけれども、そういうものを利用して新しい経済統計を作るということについては、大

変ご熱心でした。そこで、例えばサンプリングですとか、あるいは国民経済計算、産業連

関表といった手法を統計機関がどんどん導入してきたわけです。私などが記Ｉ億しているの

は、労働力調査とか就業構造基本調査といった調査が統計局を中心として、昭和２０年代

にいろいろな新しい統計が開発されるようになりました。それから、当時は経済安定本部

と言っておりましたが、経済企画庁が国民所得統計というものを作るようになりました。

また、例えば、労働力調査といったものを開始するに当たってアメリカから統計技術を導

入して、標本理論が実用化されるようになった。そういう意味で昭和２０年代というのは、

大内先生を中心とした統計改革の時代であったわけですが、そこで新しい統計技術が日本

の官庁統計の中にどんどん登用されるようになってきた時代でもあったわけです｡それは、

非常に重要なことではなかったかと思います。

一言で要約するならば、大内先生は統計学者としても非常に重要なお仕事をなさった。

そのお仕事というのは、大正半ば頃からずっと当時の第一線の新しい統計の問題を敏感に

受け入れて、日本の統計を改善してこられた。戦時中、大内先生は捕まったりいろいろな

ことがあって大変でしたが、戦争が終わって一挙に重要な人物として政府の統計をリード

するようになられた。その大内先生のリードの下で、戦後日本の新しい統計が花開いた.

その新しい統計という意味は、これまでなかった統計という意味で新しいと、それから統

計技術の上で標本調査を初めとする新しい手法がどんどん政府統計の中に組み入れられる

ようになっていった。大内先生はそういうきっかけを築かれた｡これが、大内先生の非常

に大きな業績であったといっていいと思います。

私は大内先生をちょっとだけ存じ上げております。大内先生はこの大学で総長をしてお

いでになりました。その時分、大内先生は和服で大学に来ておられていて、羽織袴で総長

室に座っておられたことを記憶しています｡決して体の大きい方ではありませんでしたが、

とにかく風格があり、みんなが先生、先生と尊敬していました。大内先生は、晩年には多

少いろんなものを書き過ぎられたようなところもあり、雑誌『世界」などの論文などを見

ると、昭和３０年代など必ずしも感心するような文章ばかりではありませんが、その一方

で統計という分野では非常に重要な役割を果たされました。
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｢統計品質論｣から見た曰本の統計一ﾖｰﾛｯﾊﾟ統計実践規約を材料に－

伊藤陽一（日本統計研究所所員／経済学部）

はじめに

日本統計研究所の所員の伊藤陽一でございます。本日の統計研究所の大内賞受賞シンポ

ジュームに，日本の統計界一政府統計家と学会一の重鎮や指導的位置にある方々をふくめ

て多数に御参加いただき，心から感謝申し上げる次第です。このような集まりに際して，

統計研究所の側から，折から日本で進められているおよそ６０年来の大きな統計改革を念

頭において，なんらかの新情報を提供できればと考えました。それで，私がここしばらく

注目している，いわゆる「統計の品質」論をめぐる国際動向の中から，特にここほんの２－３

年の間の動きとして目立つ，ヨーロッパ連合における「ヨーロッパ統計実践規約」をとり

あげることにしてみました。当初の予定論題は「統計品質論からみた日本の統計」という，

いささか大きく漠然としたものでした。統計品質論について概略をお伝えした上で，特に

ヨーロッパ統計実践規約にしぼって，内容の概略をお伝えし，これに照らして，日本での

『統計制度改革検討委員会報告」と目下国会で審議中の「新統計法案」をいくらか検討し

てみようというものです。

当日は，以下の構成によって，パワーポイントによるプレゼンテーションで配布資料を

参照しながら説明する形をとった。今回の『所報」の特集号へのこの報告の収録にあたっ

て，内容を，論文形式に変え，当日は省略した幾つかの点を補強した。

報告の構成

１統計の品質論とヨーロッパ統計実践規約

１．１統計品質論の概略

（１）経過

（２）原則一枠組み

（３）品質対象と品質構成要素

１２ヨーロッパ統計実践規約

（１）ヨーロッパ統計実践規約本文

（２）自己評価と調査票

（３）同業者評価一評価点，評価作業日程，評価例

２．日本の現下の統計改革をめぐって

２．１統計原則と統計基本計画

２．２今後の統計改革論議と改革に望まれること－

…・・・資料１

．．…･資料２

・・…･資料３

：ｐｌ

：ｐｐ２－３

：Ｐ４

・・・…資料４

・・・・資料５

．．…・資料６

Ｉｐｐ､５．８

：Ｐｐｌｌ－１８

：ｐｐｌ９－２４

……資料７：ｐｐ,25-26

資料４：pp58工遼,魎
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１統計の品質論とヨーロッパ統計実践規約

１では，まず統計品質論の概略と経過を簡単に紹介して，その中で「ヨーロッパ統計実

践規約」の位置を示し，この実践規約を少々詳しくみることにしたい。

1.1統計の品質論の概略

統計の品質論については，筆者はこれまで幾つかの機会にとりあげてきている1．この統

計の品質論とは，１９６０年代前後までというべきであろうか，過去における「標本誤差十非

標本誤差」といった統計データの狭い属性だけでなく，特に統計利用者のニーズをクロー

ズアップして，その統計の入手可能性他の属`性(品質構成要素あるいは品質基準)を広く問

う論議である。最近の展開をみて，筆者が過去に紹介し論じたある部分については，若干

の補強等が必要とも考える。しかし，ここでは基本的には過去の資料を再褐する形で，経

過，論議の対象，品質評価枠組みと品質構成要素，品質評価と結果の公表，の順に，概略

を説明するにとどめる。

1.1.1経過統計品質論の経過に関して表ｌを示したい。

この論議が盛り上がっている背景として，筆者は２０００年に（伊藤：2002)以下のように

書いた.

「この論議が盛んになった背景や要因としては次の点があろう。①社会･経済変化_特

にアジアの経済危機一の中での統計データの立ち遅れが，ここ２０年間ほど継続したこと

への不信の拡大，②mheZbonomjSt誌による１９９０年代初頭における各国統計制度の評価

ランキング付け（92/9/7,93/9/11）２のショック，③統計利用者本位という考え方の拡大・

深化，④統計活動をめぐる環境諸条件の変化一予算削減，（生活諸条件の変化に－部起因し

ながらの)統計活動への国民的協力の低下，⑤「政府統計活動の原則｣，「統計家の倫理」等

の原則や綱領の１９８０年代後半以降の樹立･確認・重視，⑥政府情報の公開思想の拡大，⑦

評価･点検･格付け思考の拡大，⑧ＩＴ活用の拡大：インターネットの普及，⑨1980年代後

半からの国際統計界での相互交流の加速・強化_特に，ＥＣＥ/Eurosat/ＯＥＣＤ/ＵＮ，世界銀

行グループ間，多国間および２国間交流一【全体として西欧先進国主導であり，問題によ

っては注意を要するし，日本からのかかわり方が問われる】・・・・

．…統計の品質論議は部分的には常にあった。現在の品質論議に関わってさかのぼって

引用される文献には1950,60年代のものもある。①しかし，統計利用者サービス（顧客サ

l伊藤陽一1999，伊藤陽一2000，伊藤陽一2005。この他に水野谷(2006ｂ)があり，水野谷
（2006a）とともに統計品質論の文献サーベイをした上での論評である。２００６ｂ所収の水野

谷論文がより詳しい。伊藤陽一の上記３冊と水野谷2006ａの目次を本報告の最後に付録と

して示した。

２伊藤陽一2002,ｐｌ２４
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_ビス)，利用者への統計データやその品質情報を公開する思想の拡大は１９８０年代，特に

1990年代以降のものであり，１９９０年代に論議は加速している。②国別には，カナダ，オ

ランダ，オーストラリア，北欧，イギリス，合衆国等が先導しており，これに各国が呼応

している。」

筆者としては，現時点でこれに三点を付記したい。第一は，重要な要因として，１９９０

年代に環境，人口，貧困撲滅，女性，人権などに関する国連の世界会議（ここにはＮＧＯ

が参加した）が開かれ，各国が目標をふくめた行動計画に約束・署名をし，その後には国

連の対応する担当機関が進捗状況を絶えず評価するという形が，広がりを持ったことがあ

る｡その後の推移を観察していて,特にそういえる｡2000年のＩＡＯＳ－モントレー会議3は，

人権・こども・開発の諸問題に関する統計へのニーズに国際統計界がどう対応するかが問わ

れ，ＩＳＩ－ＩＡＯＳが，世界規模の社会･経済問題に統計の側から真面目で本格的な取組みをは

じめた会議であった｡そして１９９０年代の国連諸会議の目標を集約した２０００年の国連ミレ

ニアム総会一サミットを経て掲げられた２００１年の「ミレニアム開発目標」４は，数値目標

と進捗状況を統計によって確認しようとして，特に開発途上国における統計の充実一統計

能力の建設：StatisticalCapacityBuilding-を求め，国際比較統計の重要性をアピールし

ている。世界的取り組みには，各国の統計とともに，国際比較が必要になっている点で代

表的なケースであり，特に貧困削減に関して世界銀行による途上国統計の支援･強化の動き

が目立った。

第二に，これらの統計の品質改革に向けての論議と運動では，様々な機関が時期ごとに

リーダシップの一角に現れているように思える。国別ではカナダ，オーストラリアや合衆

国（の一部統計部署）や北欧諸国が先進的であった。１９９０年代の後半にEuro8tatが独自

に取組みを強化し，さらにヨーロッパ統計システムの下でのＥＵ加盟諸国の連携が，２００１

年にはじまる統計品質のヨーロッパ会議を開催し，ＥＵ諸国の統計の充実･強化と新加盟候

補国への条件付け等で速い動きを重ねている。この間，国際機関としてのＩＭＦが，次いで

ＯＥＣＤが独自の統計品質ウエブサイトを提示し,ＩＭＦは経済統計の一部の充実を後押しし

ている。このうちＩＭＦが統計品質サイトを開設して，これが国際的基準を示すウエブサイ

トの役割を果たした。ＩＭＦはその基準・規約を修正･具体化して，その加盟国の大半にお

いて国際収支・金融・物価等の各統計について検討報告書を公表してきている。とはいえ，

国際統計レベルではＱ2004サテライト会議以降ＣCSA(統計活動調整委員会)が全体として

の調整を担当し，地域国際機関・各国統計機関に関しては、やはりEurostatがその急速

な論議と活動によって先導しており，ここでカナダ他の経験が照合され，経験交流されて

いるという構図のように見うけられる。

第三に，この統計品質論の経過に関してはQ20065の冒頭でKeynoteSpeechを担当した

３伊藤陽一2001ａ

４伊藤陽一２００３

５２００１年以降のヨーロッパでの統計品質会議を，開催年次を付してQ200LQ2004，Q2006
と呼んでいる。LarsLybergの報告は近刊の「統計研究参考資料』の統計品質(5)で訳出.紹
介する予定である。
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スウェーデン統計局のLarsLybergが品質概念の経過を振りかえり，また各国の状況を端

的にまとめている。これについては近い機会に紹介する，

表１統計品質論関連年表

-155百’

…

２００１

１

－１４－

年次 品質への取り組み事項 背景 文献（世界・日本）

1970年代から例えば，合衆国統計では，Integrityその他統計品質の広い次元が個別的には論議さ

れてきた。

1９８５ ８ＩＳＩ専門家の倫理宣言

１９９１ ｍｅＥｂｏ"o、応t国別統計制度評価ランキング

1９９２ ４ＥＣＥ政府統計の原則 国連環境開発会議

１９９３ １１ＥＳＣＡＰ統計委員会-基本原則検討

統計専門家ＷＧ:ヨーロッパ原則の国際

的採用を強調

▼ｍｅＥ七onomおけ国別統計制度評価ランキング

▼国連世界人権会議

▼９合衆国大統領実行令12862(政府活動の顧客重視）

１９９４ ４国運統計委員会が「政府統計の原

貝'1」を採択

▼国連人口開発会議

▼94-95国際金融危機‐

ＩＭＦでの統計重視

Eurostat，統計品質研究

に着手

1９９５ １０１ＭＦの委員会２層の基準の設置

を承認

▼国連社会開発サミット

▼国連第４回世界女性会

議

Statistics C円ｎ分。、

Qua〃ぴcudbZme,１s‘

eｄ

１９９６ ３１ＭＦ：ＳＤＤＳ立ち上げ

1９９７ １２１ＭＦ：ＧＤＤＳ立ち上げ

1９９８ ９．１ＡＯＳ「統計の品質｣セッション（ア

グアスカリエンティス,メキシコ）

６．１ＭＦ：cLljdb〃ＧＤＤＳ予備版作成・配

布Eurostat：SUandardQua"ZiyHeport

1９９９ ｌ１ＰＡＲＩＳ２１設

立

12.伊藤陽一「『統計の品質』をめぐっ

て－翻訳と論文」『統計研究参考資料』

No.６１

２０００ ▼５１ＭＦ:ＧＤＤＳウエプサイト開設

▼カナダ統計家によるスイス連邦統計

制度のＰｅｅｒReview

▼126.8統計の品質セミナー，ＩＭＦ／

勧告統計局共催，済州島

▼国連総会・サミット：ミ

レニアム開発目標

▼IAOS：『統計，開発と人

権』

ＯＥＣＤ統計の品質ガイド

ライン

２００１ .▼5.14-15「政府統計の品質の関する国際会議」（Ｑ2001）ストックホルム

▼カナダ統計家によるハンガリー統計制度のＰｅｅｒReview

▼1017.19データ品質の達成に関する会議，オッタワ

２００２ ▼９．統計活動調整委員会

(ＣＣＳＡ）発足。国際統

計の調整

▼3.1ＭＦ.､Ｃｕｊｄｂ２ｏＧＤＤＳ

▼１０ＳＩＡＰ/ＵＮＤＰ：Regional

SeminaronStatisticsfor

９．伊藤陽一「『統計の品質』

をめぐって－翻訳と論文

(2)」『統計研究参考資料」



２００３

２００５

注この表は２００５年に作成した(伊藤2005)ものに2006,2007年の出来事を書き加えた。

1.12統計品質検討のための原則，対象，枠組み，統計品質要素

筆者の理解では，統計の品質論では，統計活動の在り方全体をふくめて，政府統計の原

則が，統計機関や統計家の明白なあるいは暗黙の前提になっていることは確かである。し

かし，統計品質論が展開されはじめた当初は，この政府統計の原則から品質基準等が論じ

られることは比較的薄かったように`思われる。しかし，統計品質を判断する数々の基準（統

計品質要素）が多様に論じられ，単にデータの正確`性のみでなく，利用者サービスをも品

質要素として語られる中で，これら諸要素をまとめつつ，全体の基礎になる原則として，

改めて(i)政府統計の原則（FPOS:FundamentalPrinciplesofOfficialStatistics）が出発

点におかれ，（､)次いで品質評価枠組み（ＤＱＡＦ:DataQualityAssessmentFramework）

が整えられ，（iii)品質構成要素がとりあげられる形になってきている。

図１は，国際統計の品質の検討の基準をうちたてようとする試みの中で，政府統計の原

則等を基礎にしようとする考えを示したものである6.

６１voHavinga,GiseleKamnou,StefanSchweinfbstandWillemdeVries(ＵＮＳＤ)(2004）

－１５－

▼ＳＤＭＸタスクチーム殻

置

ＮＨＤＲｓ

▼第１３回ＥＳＣＡＰ統計委員会

No.７９

２００３ ▼１０ＯＥＣＤ：QuaIjIﾘ′Ｅｒ９ａｍｅ〃o欲

a〃dCujdeZjjTesんｒＯＥＯＤＳＺａｔおtjbaノ

Acti”"es(Vbrsion2003/1）

▼３．国連統計委員会「政府統計の基

本原則の実施状況」ＥＣＮ､3/2004/2１

▼ＵＮＳＤ：ＨｄｂｏｆＳｔ､０ｒｇａｎｌｚａｕｌｏｎ

２００４ ▼5.24.26「政府統計における品質と方法に

関するヨーロッパ会議一Q2004｣，マインツ

ドイツ

▼5.27-28｢国際機関のデータ品質に関する会

議」（Ｑ2004サテライト会議）ドイツ

_デン

ウイスバ

▼９．カナダ統計家によるポルトガル統計制

度のPeelPReview

▼ＯＥＣＤ第１回統計委員

会

▼１０１ＭＦ：Ｇｕｉｄｅｔｏ

ＧＤＤＳ更新

▼ＯＥＣＤ:ＷＯｒｌｄＦｏｒｕｍｏｎ

Ｋｅｙ Umdicators

７０ＮＳ－ＵＫ：７１ｂｅ

ＧｕｊｄＰＺｍｅ /bJ．

」Ｖｂａｓｕｍｎ９

SZanStjca／

Qua〃tp(Version1.1）

２００５ ▼２２４Ｅｕｒｏｐｅａｎ

ＣｏｄｅＳｔａｔｉｓｔｉｃｓｏｆ

Practice

▼伊藤陽一「｢統計の品質一国際統計機関における統計の品質一

Q2004サテライト会議を中心に－翻訳と論文(3)』「統計研究参考

資料』Ｎｏ８９

２００６ ▼4.24-26「調査統計における品質についてのヨ

－口シバ会議」カーディフロ英国

▼ヨーロッパ統計システム，ＰｅｅｒReview進行

▼水野谷「『統計の品質(4)－１ＭＦ品質サイト

とQ2004を中心に－翻訳と論文』「統計研究

参考資料』No.9３

２００７ ▼１．同上ＰｅｅｒReview：ＩＮＳＥＥを公

表

５(予定)．伊藤・水野谷「統計の品質(5)-Q2006とサテ

ライト会議を中心に－翻訳と論文」『統計研究参考資

料』No.9６



図１政府統計原則一枠組み－品質諸要素の関係

(1)政府統計の原則この原則は１０条からなり，１９９２年のヨーロッパでの決定を１９９４

年に国連が採用した。日本の統計局のウエブサイトのトップページにも掲載されている。

とはいえ，国際統計の品質評価基準をうちたてるために国連統計部を中心にした作業にお

いては，この原則を単に国際的に転換する作業以上の検討があった。それは，政府統計の

基本原則は「必ずしも簡潔ではなく，ありうるべき適切さを持たない」７という理解があっ

たからだという。確かに政府統計の基本原則はあいまい'性を残す。統計品質論の展開とと

もに，この政府統計基本原則の何らかの発展形態が要請される。そのひとつが，「国際政府

統計の基本原則」であり，また２でとりあげる「ヨーロッパ統計実践規約」である。

(2)品質評価対象と評価基準（品質要素）と品質評価枠組み統計品質論が広がり

はじめた１９９０年代初頭以降，その品質評価の対象は，統計データから統計基準等に，さ

らに統制制度に広がり，多くの統計品質構成要素が多様にまた並列的に語られていた。筆

者は１９９９年に，品質評価対象を図２のようにまとめ，また，品質構成要素に関する論議

においては，要素の並列的列挙になっている点を批判的にとらえながら，品質構成要素を

外的，内的と区分した表２によって一定の整理を試みた。さらに参考のためにQ2006の基

調報告で示されたLarsLybergの図8も付録１としてかかげておこう。品質問題･概念の多

様な脈絡を示すものである。

７１voHavinga,GiseleKamnou,StefanSchweinfbstandWillemdeVries(ＵＮＳＤ)(2004)邦訳

伊藤(2005）ｐ13,ｐ,1８

８LarsLyberg(2006）

－１６－



図２統計品質論の対象図
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表２統計品質の評価要素(基準）

－１８－

統:}生産物（皿継）

国内統:} 国照統 :Ｉ

統計生産物

(中間）

品質猶成要素 －次

枕:ｆ

デー

夕

計
折
果
一

域
分
轄
デ
夕

次
計
一

｜
城
デ
タ

設
析
奥
一

統
分
結
デ
夕

銃:卜

方法

銃:＋

基地

銃:}

制度

内在的（認瓢論的）要繁

適合性(Ｒｅｌｅｖ孔、Ｃｅ）：階級．
階層分析視角、ジェンダー分

折視角の重要性

○ ○ ○ ○ ○ ）

２ 正確性(Ａｃｃｕｍｃｙ） ○ ○ ○ ○ ○ ○
３ 一貫性(Cohercnce） ○ ○ ○ ○ ○ ○
４ 比較可能性（Compar3bilily） ○ ○ ○ ○ ○ ○
５ 明確'陸(Ｃｌａ｢i【ｙ） ○ ○ ○ ○ ○ ○
６ 公平性(lml〕arliali(ｙ） ○ ○ ○
７ 速報性と時間厳守性

(Ｔ；ｍｅｌｉｍとｓｓｍｎｄＰｕｎｃＩｕａｌｉＩ

○ ○ ○ ○ ○

８ 外在的（制度的）要緊

入手可能'Ｍｋ，容易Ⅱ性

(ＡＶ国ｊｌｎｂｉＩｉＩｙ。、。

ＡｃｃＥｓｓｉｂｉｌｉＩｙ）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

９ 説明の-i-分性と品質表示

(Ｓｕ｢【iｃｉｃｎｌ ＣＸｎ
６
Iａｎａｔｉｏｎａｎｄ

QualilyP｢esei1lalion）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1０ 透明性（Ｔｒ３１１Ｓｐａ｢ｅｎｃｙ） ○ ○ ○ ○ ○

11 費用と経済効率(Ｃｏｓ１別,,。
ＥｃｏｎｏｍｉｃＥｌＩｉｃ１ＥｎＣｙ）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ｌＺ 普遍'住/安定性
(ＵｎｉｖＥ「ｓｉ１Ｙ/Ｓ旧ｂｉｌｉｌｖ）

○

］ 検証可能性(Ｖｅｒ fiabili【y） ○ ○

４ 収集可能性（ＣＯ 1上cIahilily） ○ ○

５ 倹約性（Ｐ３｢Ｒｉｍｏｎｙ） ○ ○

６ 完全'性（Ｃｏｍｐｌｅｌｅｎｅｓｓ） ○ ○

７ 情報技術の導入・活用 ○ ○ ○

８ (地球）頂境問題への配慮 ○

1９ 統計生産，貯蔵・配布分析の

体系性（重複、空白の排除）

○ ○

ＺＯ 職員教育 ○

Ｚ１ 以上をふくむ統局|革新を遂行

する|麹111や法規、必要な資源
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○

ユユ 統計生産の企画・実施・薦

積・配布における民主IIjIl
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ＳＥ「ｖｉｃｅＳ）

○



さて，その後の経過の中でそして，これら品質構成要素を何らかの形で配列あるいは区

分した品質評価枠組み，が幾つか提起された。ＩＭＦによる「データ品質評価枠組」

(DQAFDataQualityAssessmentFramework)み，Eurostatにおける枠組み，ＯＥＣＤの

枠組みの他，：幾つかの国の枠組みあがる、これら枠組みには，品質基準を配列したに過ぎ

ないEurostatの枠組みと，品質構成要素に区分をつけたより包括的なＩＭＦの枠組み等が

ある。ここでＩＭＦのＤＱＡＦを紹介すると表３のとおりである。

表３１ＭＦのＤＱＡＦ（データ品質評価枠組み：DataQualityAssessmentFramework）

原出所ＩＭＦのDataQualityRefbrenceSiteのDataQualityAssessmentFramework

注この枠組みと指標各各項目をふくむ翻訳は，水野谷(2006）

－１９－

品質次元 要素 指標

0

品質の前提条件

0.1法律的･制度的環境

０２資源

0.3適合性

Ｏ４他の品質管理

０１１統計の収集，処理，配布の

責任が明確に規定されている。

０．１２－０．１４

0２１－０．２２

0.3.1

0．４１－０４．３

１高潔性の確保 1.1専門`性

1２透明性

1.3倫理的基準

1.11-1.13

1２．１－１．２．４

1３．１

２．方法論的堅実性 2.1概念と定義

2２範囲

2.3分類/部門化

２４記録づくり基礎

211

2.2.1

2．３１

2．４．１－２４３

３．正確性と信頼性 3.1源泉データ

3.2源泉データの評価

3.3統計技法

3.4中間データと統計生産物の

検証

3.5改訂の研究

3．１．１－３１．３

3.2.1

3．３．１－３．３．２

3．４１－３．４３

3.5.1

４利便性 ４１周期性と適時性

4.2一貫性

4.3改訂政策と実践

4.11-4.12

4．２．１－４２．３

4.ａ1-4.3.3

５．アクセス可能』性 5.1データのアクセス可能性

5.2メタデータのアクセス可能

性

5.3利用者の支援

5．１１－５．１５

5．２１－５．２２

5．３１－５３２



これを，国連統計部のIvoHavinga他は以下のように叙述している,。「ＤＱＡＦが，（i)デ

ータの品質の意味と理解を明確にし，（ii)自己評価と外部評価のいずれを通じてであれ，デ

ータ品質の評価と対話に向けて共通の構造と言語を提供したことについては一般的同意が

ある。DOAＦに対する対称的な構造を選びながら,ＱＦＩｓは３つの主な基礎的要素一すなわ

ち，（i）統計システムの統治，組織的，制度的調整，（ii）収集，処理，配布という中核的

統計過程，および（iii）統計生産物の観察可能な特徴一を構成する。さらに，提案された

包括的ＱFISは包括的ＤＱＡＦの直列的枠組みを仮定している。このＤＱＡＦは，５つの広い

次元とデータ品質評価の最初のレベルでの一連の前提からなる。すなわち，品質の前提(o)，

高潔性の保証(1)，方法論的堅実性(mcthodologicalsoundncss)(2)，正確性と信頼性(3)，便

利,性（serviceability）(4)，そしてアクセス可能』性(5)，である。この前提と各次元は，第三

のレベルでの十分に定義された指標によって測定できる第二のレベルでの構成要素によっ

て記述される。ＤＱＡＦの包括的枠組みは，これまで特定データ集合向けにさらに応用され

具体化される中で，柔軟`性を持つことが証明されている」。

とはいえ，この品質枠組みをもってしても，品質論議の基礎から，品質改善や評価実践

の細部までを包含したものとはいえない。例えば，ここでの指標はまだ抽象的である。政

府統計原則との対応も付け加えておくとよい｡これらを十分にふくんだ品質枠組みづくり，

さらに構成要素についても論議の余地があるが，これ以上は立ち入らない。

1.1.3統計品質の道具だての実践への導入，品質評価結果の公表，統計過程の改善等

統計の基本原則にさかのぼって原点を確かめながら，品質評価枠組みを整え，品質評価

要素ごとに評価を行う，というこれまで述べてきた点はいわば道具立ての紹介であった。

問題は，この品質評価の仕組みによって統計活動の諸領域がどう評価され，評価結果はど

うか,またこれによって各国あるいは国際機関の統計の内容はどう改善されたか,である。

統計品質論の推進委おいて大きなＩＭＦのＤＱＡＦは，経済統計を中心としてデータの配

布状況などをもふくむ１２分野について，国ごとにはとりあげた分野の数（更新版をふく

めて）は違うが，ＲＯＳＣｓ(ReportontheObservanceofStandardsandCode)を精力的に

発行してきた。これは２００７年３月の時点では，１２０カ国にわたっている。日本について

は９報告が出ている。ＩＭＦのこの評価報告書も世界的に大きな影響を与えてきたい

カナダ統計局による２０００年のスイス連邦統計制度，２００１年のハンガリー統計制度，

2004年のポルトガル統計制度の同業者評価の公表も大きなインパクトを統計品質にとり

くむ国際統計界に与えた。これらが，２で見るヨーロッパ統計実践規約のもとでの自己評

価あるいは同業者評価の手続きの具体化と実践に影響を与えていることは確かだろう。

その他の幾つかの動向については，筆者によるこれまでの論文においてとりあげている

ので，たちいらない。

g1voHavinga,GiseleKamnou,StefanSchwbinfestandWiIlemdeVries(ＵＮＳＤ)(2004）邦訳

伊藤(2005）ｐｌ３

－２０－



1２ヨーロッパ統計実践規約一新たな展開

１．１で概略を示した統計品質論議と実践の経過の中で，ヨーロッパ統計システムに関わ

って「ヨーロッパ統計実践規約」（EuropanStatisticsCodeofPractice)１０が，ヨーロッパ

評議会で２００５年２月に採択された。これは統計品質論議を一段と進めた新しい展開と見

てよいと考える。それは，上記の従来の統計品質論議をふまえて枠組みや評価要素を整理

し，評価を実際に進める操作性を織り込み，統計品質の評価が実際に精力的に進められて

いるからである。これを紹介し若干の特徴づけをし，後に日本の現状を論じる手段とした

い。

1.2.１ヨーロッパ統計実践規約そのもの

まずは，この規約そのものの全文は付録２に示した。この規約の概略と特徴をみておく。

(1)概略

①前文の後に，１５条の原則からなっている。政府統計の基本原則が１０個だったのに対

して，より詳細化した。この１５条が，制度的環境，統計過程，統計生産物という三大

項目に区分されている。対応は以下のとおりである。

制度的環境原則１：専門的独立性，原則２：データ収集の義務，原則３：十分な資源，

原則４：品質公約，原則５：統計的秘匿性，原則６：公平性と客観性，

統計的過程原則７：堅実な方法論，原則８：適切な統計手続き，原則９：過重でない

回答者負担，原則１０：費用効率`性

統計生産物原則１１：適合`性，原則１２：正確`性と信頼`性，原則１３：適時性と時間厳守

性，原則１４：適時性と時間厳守`性，原則１５：整合性と比較可能性

②１５原則の各々について，より具体化した指標が与えられている．これは，優良な実践

の指標(IndicatorsofGoodPractice)を使って，定期的に，実施状態を検討することをめ

ざした。

③目的

「この実践規約は二重の目的をもつ。すなわち，

－国家統計局とEurostatの両方の独立性，高潔性，説明責任，及びそれらが作成・配布

する統計の信用(credibility)と品質，への信頼と確信を改善すること(外部的重点)。

－ヨーロッパ統計のすべての生産者による最善の国際統計原則，方法および実践の適用

を促進して，統計の品質を向上させること（内部的重点)」

④実施の狙い

「この規約は以下の実施のために提出されている：

管理機関（すなわち，政府，省庁，委員会，協議会）に対して。その統計活動が，独

立`性，高潔性，説明責任を保証する形で，信頼できるヨーロッパ統計を生産するた

めに，専門的に組織し，資源を付与することを確保するためのガイドラインを提供

loMartinaHahn(2006）がQ2006に続く国際機関のデータ品質会議で概略の報告をしている。

－２１



するため；

－統計機関とその職員に対して。高い品質の，調整されたヨーロッパ統計を生産し，配

布する際の助けとなる統計諸原則，価値及び最善の実践についてのベンチマークを提

供するため。

この規約は以下に対する情報のために提出されている：

－利用者に対して。ヨーロッパ統計と各国統計機関は偏りを持たず，生産･配布される

統計は信頼に値し(trustworthy)，客観的で信頼できる(reliable)ことを示すため；

－データ提供者に対して，彼らが提供する情報の秘匿'性は守られ，彼らに対して過大な

要求を課しはしないことを示すためＪ

（２）特徴一他の枠組みとの比較において－

Eurostatは，この規約の制定に向けては，多面的な検討をしており，国連の統計基本

原則，国連国際統計活動の原理，ＬＥＧの勧告，ＩＭＦのＤＱＡＦとを比較･検討した文書も出さ

れている'1.諸文書に指摘されている事項は必ずしもすべては取り上げられず，また大項

目ではなく指標に組み込まれ，また分野区分を移されるなどの変化がある。例えば，本稿

の1.1で紹介したIMFのＳＮＡ向けＤＱＡＦとの比較に注目してみると，ＤＱＲＦにあった高潔性

の保証における，「統計の収集・処理・配布の委託事項と条件を公衆が入手できる(1.2.1-

以下の番号はＩＭＦの細項目番号)｣，及び｢スタッフの行動のためのガイドラインが存在し，

スタッフが良く知っている(1.3.1)」方法的堅実`性において，ＩＭＦはＳＮＡに特化している

からであるが，「市場価格はフローとストックを評価するために使用される(2.4.1)｣，「記録

は時下ベースで行われる（2.4.2)｣，利便`性における「周期性は配布基準に従う(4.1.1)」や

「訂正の研究と分析は公表される(4.3.3.)｣，アクセス可能性における「詳細さのレベルは

意図した聴衆のニーズに対応ＳＡＳＥＲＵ(5.2.2)」と「各主題分野の連絡先が公表されている

(5.3.1)」は含められなかった。

他方で，ＩＭＦのＳＮＡのＤＱＡＦには無いもので実践規約にもりこまれたものがある。原則

２の「収集義務｣，「行政記録を統計目的に使うことの法的参照」（指標2.2－これは実践規

約の指標番号。以下同じ)，原則３の十分な資源の中の，「費用と優先度設定に対して必要

性を評価し正当化する手続きの存在(指標3.3.3.4)」が独自に挿入されている。原則７の堅

実な方法に関して，実践規約の原則は統計的概念と編集実践:の両方をふくめているが，

ＩＭＦの方は，概念を｢方法論的堅実性｣(次元２)に，出所データ，編集実践（統計技法）お

よび評価を「正確`性と信頼性：」（次元３）に区分している。著者は｢手続き」は評価されず，

「手続き」の結果が評価されているからだととらえている。更に原則９の回答者への過重

な負担，「データ報告を促進するための電子的手段の利用への言及｣，原則12の定時性と時

間厳守性の「予備的データを使用することを勧告(指標13.5)」も新たであるという。

ＩＭＦとの比較だけであるが，実践規約が正当であると直ちに言えるかどうか。これら品

質水準の向上の度合いを背景にして，何を大項目に提出して強調すべきかの検討も必要に

なってくる。

l1Eurostat(2005ｂｌ(2006b)i(2006c),DanielDefaysandLucieLaliberte(2006)
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これら諸点は日本においてこういった品質枠組みを用意する上で，検討すべき興味ある

事項であるが，これ以上たち入らず，これら実践規約が，実際の評価として展開している

点に注目する。

1.2.2評価の方法と実際の評価

筆者がこの実践規約に注目したのは，品質要件をヨーロッパ統計システム傘下の各国統

計に要求するにとどまらず，各国が実際にこれを遵守しているのかについて自己評価と同

業者評価を実施するところまで進んでいるからであった。実践規約が持つ各原則について

指標を付していたのも,実際の評価･審査に進むという実践的狙いを持ってのことであった”

この指標とその具体化の中で，各統計機関が求められている点も明確になってくるからで

ある。以下，自己評価と同業者評価について，評価方法と評価結果を中心にみておこう。

(1)自己評価とその方法及び結果

く自己評価の方法＞２００５年に実践規約を採択した後に，ヨーロッパ委員会は，規約の実

施の第一年に，最初の自己評価報告を作成することを声明し，統計プログラム委員会のタ

スクフオースが２００５年５月２５日に設置されて，自己評価のための共通枠組みを作成する

こととなり，原則と指標を共通の調査票に具体化した｡これは規約についての共同の読み，

自己評価結果の一層の処理，そして規約の実施を監視する同業者評価への準備になるもの

とみなされた。調査票12は，規約の指標について，さらに質問項目として詳細化し，自由

記入欄も一部に含んでいる。調査票の冒頭の解説部分と７５ページにわたる質問部分の一

部を示した例を付録３として収録した。

＜自己評価の結果＞この調査票に基づいて２００５年１０．１２月に，各国統計局とEurostat

の自己評価が行われた。Eurostatの自己評価は，その国の特殊`性にそくした形で，調査票

を超えて行われた｡自己評価結果全体の結果は，２００６年４月２４日の７ページの文書に簡

単にまとめられ13,その後，２００６年５月１９日にEurostatによる２５ページの評価報告書

として公表された'4.

報告書の要約部分を抜粋してみる。

「自己評価の予備的分析はＥＳＳが実践規約の次の原則が及ぶ領域において強い側面を

持つことを示している。

・原則１専門的独立性（現実のより完全な評価を必要とする諸問題に関しては幾つかの保

留をもって）

・原則２データ収集義務

・原則５統計的秘匿性

・原則６公平`性と客観』性

・原則７堅実な方法

Eurostat（2005a）

Eurostat(2006a）
Eurostat(2006.）

２
３
４

１
１
１
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・部分的に原則１３適時性と時間厳守,性(配布実践と手続きに関する限りである。しかし，

幾つかの領域のデータの定時性に関しての留保はあり，これについてはより多くの

情報と分析が必要である）

大半の統計機関が，これらの領域で高い基準を報告しているが，改善は明確に可能であ

り，必要である。しかし，それらは，ＥＳＳ全体にわたってではなく，ひとつの統計機関

にそして/あるいは特定の問題や統計分野に向けられるべきである。

規約の完全な遵守についてより大規模な行動が必要な領域には，原則４品質公約，と

原則８適切な統計手続き，の－部と，原則１２正確』性と信頼性，がある｡」（Ｐ３）

ここに示した要約はごく簡単である。予備的まとめは，制度的環境，統計過程，そして

統計生産物の三分野に関して，長所と短所を列挙しており，本報告の本文は整理した形で

詳細である。個々では，以上の紹介にとどめるが，全体にわたってより詳細に検討してみ

る必要がある。

(2)同業者評価(PeerReview)'5，その方法と結果

国家統計機関およびEurostatによる自己評価を行うために，ヨーロッパ統計システム

は一連の同業者評価を開始した。

＜狙い＞同業者評価者へのガイドは以下のように語っている。「国家統計局の自己評価が

基礎になるが，同業者評価は，この最初の試行からさらに進んで，同業者の見地からの

諸問題を指摘し，必要な場合にはより詳細に立ち入り，国家統計局の状況をその国の脈

絡の下に評価することによって価値をつけ加えることが，期待されている。自己評価で

認定された改善および関連する行動の必要な分野が確認され，より具体的な方向づけを

与えられ，同業者は必要な場合には優先度の付与に貢献する。

同時に，同業者から援助を受けた諸国は，規約の諸原則を遵守する程度や方法に関し

て，ヨーロッパ統計システムの中で自国を位置づけるこの最初のヨーロッパ統計システ

ムの自己評価のより詳細な結果から，利益を受ける。この同業者評価は，このようにし

て，関連するすべての利害関係者がベンチマークを確認し，最善の行為を共有すること

によって利益をうることのできる，知識の移転を刺激することができる｡したがって，

同業の評価者と参加する国家統計局は，ヨーロッパ統計システムの注意をひく優良な行

為を強調することを求められている。この結果として，同業者評価は，評価された原則

に焦点をおいた国レベルの報告をもたらす。この報告はまた，ヨーロッパ統計システム

において規約の実施を監視する過程を進めるために用いられている規約のすべての諸

原則をふくむ洗練された一連の改善行為をふくんでいる。同業者評価は，ヨーロッパ統

計システムのレベルで規約の遵守について，規約の遵守におけるすべての共通の困難や

１５Eurostat(2006DPeerReviewに｢同業者評価｣の訳語をあてた。すでに説明した自己評価

はSelf-assessmentが原語であり，「自己評価」で良かろう。Reviewには「再調査｣，「論評｣，

「検査｣，「審査」の訳語をあてることができるが，このreviewの内容は，今日の日本でいう

自己評価一同業者評価一第三者評価に該当するので，「同業者評価」とした。

－２４－



格差を認定して，そのより完全な姿に貢献する。これらの問題は統計プログラム委員会

レベルでとりあげられることになる。」

＜評価の範囲＞同業者評価の受け持ち範囲は，原則の１～６と１５に限られている。

＜評価･チーム＞チームは，国家統計局からの２人とEurostatからの１人による３人の

チームから構成される。

＜評価の日程＞これも表４のように３日間にわたり詳細に定められている

く評価レベル＞は，表５のように，４段階：すなわち，「完全に満たしている」（Fullymet)，

「かなり満たしている」（Largelymet)，「部分的に満たしている」（Partlymet)，「満

たしていない」（Ｎｏｔmet)，からなる。

＜同業者評価の報告書の構成＞これも，表６のように定められている。

＜ガイドブック＞同業の評価者向け（バージョン1.1：３１ページ）と評価を受ける国家統

計機関向け（バージョン２．１：１８ページ）がそれぞれ用意されている。目次を付録４に

示しておいた。

表４同業者評価の日程
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表５同業者評価における評価レベル
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表６同業者評価の報告書構成
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く評価結果＞評価は，２００６年３月のチェコ統計局，４月のオランダ統計局に対する試験的

評価の後，２００６年１０月に本評価がイタリアをはじめとして取り組まれ，以後，オース

トリア，エストアニア，キプロス，アイルランド，フランスについて行われ結果がウエ

プサイトに公表されている。

２００７年３月時点で公表されている各国の評価報告書の要約部分を，付録５に収録し

た。これは，あくまで２０から３０ページに及ぶ報告書のあくまで１ページ前後の要約で

ある。最初のチェコとオランダに関しては，なお試験段階の報告書として，評価の手続

きや過程の説明部分が大きかったりしているが，時期がたつにつれて，内容的な指摘も

増えている。とはいえ，要約部分は，厳しい表現は回避されており，本文での指摘にま

で立ち入る必要がある。

さて，以上，ヨーロッパ統計実践規約の実施を促進するための自己評価調査票と評価

の全体，そして同業者評価の諸道具と実際の評価結果をみてきた。一般に自己(点検)評

価は，自己に甘くなる傾向がある。しかし，Eurostatでのこの作業では，実践規約の各

原則の実施に関するチェック事項にあたる指標が添えられており，自己評価調査票では，

これら指標をさらに具体的な質問の形で詳細化して，各国機関がこの調査票を使うこと

になっている。さらに，この調査結果は評価の次の段階の同業者評価員が資料として利

用する。これらをふりかえると自己評価として一方的に自らに甘い評価に陥ることへの

歯止めは，ある程度効いているといえよう。次のステップの同業者評価に関しても，

Eurostatメンバー１名をふくむ３人のチームであること，その日程，会見すべき利害関

係者，評価レベル等々が詳細に規定されている。したがって，評価チームが一面的に評

価を甘く，あるいは辛くすることへの一定の歯止めもあるといえるだろう。問題は，自

己評価結果と調査される統計機関からの提出文書を事前に獲得してのことであるが，３

日間という短期間に深い評価を行いうるかである。ここで利害関係者へのインタビュー

が重要な意味をもとう。この代表者，例えば利用者からの代表者がどの機関からどう選

出されているのか，という問題もあるが，評価結果においてはほどほど少数意見も汲み

上げられている｡そして，そもそもＥＵ内外では国際的統計会議がひんぱんに開かれて

いて，上級職員は顔見知りになっており，さらにお互いの統計事情も一定程度知ってい

ることが，偏った評価を避ける条件になっていると思われる.

さらに，これら自己評価であれ同業者評価であれ，これらが実施されるのは，当該国

家統計制度自体が，統計実践規約をふくめて統計の品質を向上させる気概を持って改善

に取り組む姿勢に立っているかである。ヨーロッパ実践規約は，これらを刺激する上で

大きな道具になっているとみうる。さらに問題の検討を深めるとすれば，この実践規約

の基礎にある原則を十全なものとみるかどうかであろう。しかし、ここではそこまで立

ち入らない。

ヨーロッパの統計システムにおける統計品質の向上をめざすこういった取り組みに

照らして日本の現状をみるために，これらの動向を紹介し部分的にコメントしたのであ

った．
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２日本の現下の統計改革に寄せて－ヨーロッパ統計実践規約を材料に－

日本の政府統計に関しては，第二次世界大戦後の「統計制度再建過程｣以来，約６０年の

間をおいて，現在大きな改革が進行中である。詳細には立ち入らないが，２００５年９月に

発足した後，２００６年３月の「中間整理」を経ての統計制度改革検討委員会の『統計制度

改革検討委員会報告』（2006年６月５日）に基づいて16,統計法の大改訂が目下，国会で

審議中である'7。

ほぼ，法案の示す方向で新統計法が成立することが見込まれる状況の現在，国際的な統

計品質論での論議の中から日本としてとるべきものがあるとすれば，この新統計法の基礎

を確認し，不足点を統計法の具体的適用の中で生かしていくことであろう。

2.1統計制度評価ランキング

まず，余談めいているが，国際的な統計品質論への刺激のひとつとなった英国の雑誌

Economistのランキングをふりかえってみる。１９９１年９月号での順位は，（i)カナダ，（ii）

オーストラリア，（iii)スウェーデン，（iv)オランダ，（v)フランス，（vi)ドイツ，（vii)合衆国，

(viii)日本，（ix)英国，（x)イタリア，であった。これに応えて英国が幾つかの改善をはかっ

た形跡がある。１９９３年９月号では，（i)カナダ，（ii)オーストラリア，（iii)オランダ，（iv)フ

ランス，（v)スウェーデン，（vi)英国，（vii)ドイツ，（viii)合衆国，（ix）日本，（x)スイス，（xi）

イタリア，（xii)スペイン，（xiii)ベルギーであった。

このランキングは，この雑誌が依頼した統計専門家の意見を集約したもので，統計家の

間にこの評価は表面的であるとの意見の一致があるとされる代物ではある'8．今日流行の

多くの国際的その他のランキングと同じように，各国事情をふまえてはおらず，客観的と

はいえない点が多々ある。とはいえ，これをひとつの刺激にして－国の統計制度を評価す

る基準はどうあるべきかの論議が始まっており，統計品質論と実践規約もそういった刺激

をふくんでのものである。

全く仮の話であるが，統計品質への取り組み等をもふくむより客観的な評価基準によっ

て，２０００年代に入った数年前に改めて行ったとすると，どういうことになるだろうか。日

本は何位になっただろうか。ヨーロッパを中心とする継続的な品質向上の努力があるので，

順位をかなり落としていた可能性がある。

そして日本では現在大きな統計改革が進行中である。この統計制度改革は，もし行われ

たとするなら低位にあったであろう日本の位置を回復する機会でもあり，改革への多くの

契機をふくんでいる。筆者は統計関係者の研究や実践の蓄積を活用し，努力を集中すれば

１６統計制度改革検討委員会(2006）「統計制度改革検討委員会報告』６月１５日。関連文献とし

て(2006)｢特集統計制度改革」『統計」（日本統計協会)８月号

１７統計法制度に関する研究会（2006）『統計法制度に関する研究会報告書』６月１５日。上

記『統計」に特集号に概要が示されている。総務省(2007）『統計法案関係資料一第百六十六

国会』

１８上記Economist記事とランキング，および統計制度評価論議は，伊藤（2002）で紹介した。
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地位を回復し，更に先へ進むことも可能だろうと考える。

2.2民間開放をめぐって

これも本稿の流れからいささか脱線するかと思うが，統計改革をめぐる論議の中での将

来に向けての筆者の大きな危倶についてはこの際，一言せざるをえない『,それは，「統計調

査の民間開放」である'9．

制度改革検討委員会報告では「統計調査を受託した民間事業者に関して，秘密の保護，

調査票等の適正管理等に係る統計法制上の規律が適切に適用されるように関係規定を整備

すること」とあり，これは規制改革・民間開放推進の政府方針に基づいてのことだという。

民間業者による公的統計(?)に，国民･世帯・企業は協力するのだろうか。秘密の保護や適

正管理が危倶されるから，関係規定の整備が語られているのは当然である。何故あえて危

倶されることを行うのか。法的規定の強化があっても，この点を補うことはできず，国民

の協力は低下する可能性は高い。協力低下を前提すると，回収率の低い標本調査なり，何

らかの代替的推定に依存することになって，統計の品質の悪化は不可避であろう。そもそ

も統計機関の管理者（上級の担当者）は，豊富な統計実践，国内外の統計学会や会議を長

期的に経験して，統計について高い見識を持っていることがますます必要になってくる。

民間機関にそういった人材の組織的養成を求めうるのか。

諸国の統計機関が，費用効率`性をも品質の基準として，統計の品質の向上に集中し，こ

れらが国際的に持ち寄られて統計品質に関わる国際的機運が高まっているときに，日本は，

統計調査という基幹部分を民間に明け渡すのか？行政データの使用を委託先民間事業者

に許すのか？委託先をどう選択するのか？入札は「安かろう，悪かろう」にならない

か？談合？癒着？開放を広げる道をとるとすれば，進行中の統計改革の根本をも崩

しかねず，ランキングがあるとすれば，日本の地位低下をもたらすだろうというのが筆者

の危倶なのである。

2.3地方統計の強化

これは，パネル･デスカッションの際に菊地進氏が指摘した点である。細々とではある

が，折に触れて地方統計関係機関に接触してきた筆者であるが，統計改革にとって地方統

計の在り方は重要な点だと考えるので一言しておきたい。日本の地方統計組織は，歴史的

に中央統計組織の「下請け機関」として経過してきており,実態は今もそうだといえるだろ

う。地方統計機関は，調査に当たって調査員とともに調査の現場を担い，住民や地方行政

と統計の活用において接触する場をとりもち,統計に対する国民的な理解を広げる上で戦

略的にも重要な位置にある。これまで－部地方自治体が独自の統計活動をしたり，また優

れた地方統計家も一部には登場した。しかし，全体的に見るなら，地方の統計組織は，市

区は都道府県を，都道府県は中央統計機関とのつながりを，重視し（これは現在の仕組み

からして当然のことだが)，行政諸部署や住民に対して開かれているようには見えない。地

l,大友篤(2005）
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方統計データは，一方に中央統計機関が全国統計の中に小地域区分を入れて提供すること

で，かなりが満たされる型（アメリカ合衆国）と地方統計機関が大きな力を持っている

型（ドイツ。ヨーロッパでは自治都市の歴史を継承して「都市統計家」が活躍しており，

これがＩＳＩ－ＩＡＯＳのＳＣＯＲＵＳの中心メンバーになっている）がある．日本は前者に近いと

いえよう。人口減少社会に入って，地域格差が問題視され，これに重なって「地方分権化」

が語られている。ＩＣＴの発展と日本の現在の体制，そして統計の特殊`性からみて，直ちに

「統計の地方分権」を語るわけにいかないだろう。しかし，地方統計活動の充実の方向を

何らかの形で示さなければ，国の統計の根本が弱体化し，これが統計の品質をおとしめ，

国民の統計への理解を低下させるという悪循環に陥るのではないか，との危倶をいだく。

男女共同参画に関わる担当部署や住民は地方統計に熱い視線を投げかけて研修・学習活動

が広まる気配がある。地方においても政策評価に数値目標が導入され，地方分権の方向の

下で地方の独自性の発揮が求められるという状況は，地方統計の充実が望まれる事態でも

ある。筆者は統計改革の中で地方統計を充実させる問題は重要であると考える。

2.4統計の基本原則と日本との対比

本論に戻って，日本の現在の統計改革における統計原則のとりあげはどうなのか，制度

検討報告委員会報告と新統計法案でみると，表７のとおりである。

表７統計原則の取り上げ

－３１－

制度改革検討委員会

報告第２の３：基本原則

新統計法案 (参考)ヨーロッパ統計実践規約

１

２

３

４

５

６

中立性の原則。特定の利

益や立場に偏ることな

<、客観的に作成され、

公表される

信頼性の原則。現実を可

能な限り忠実に反映させ

た、利用者に信頼される

もの

比較可能性の原則。

秘密保護の原則。個々の

データ主体に関する秘密

の保護

透明性の原則。情報源、

作成方法、公表時期等に

関する情報の明示

適時性の原則。必要な品

第一章総則

(基本理念)第三条公的統計は、

Ｌ体系的に整備されなければならな

い

２適切かつ合理的な方法により、か

つ中立性及び信頼性が確保される

３広く国民が容易に入手し、効果的

に利用できるものとして提供

４秘密保護

(基本計画)第四条

第二章公的統計の作成

基幹的調査の統計委員会による承認

(基幹的統計調査の承認）

九条二項

八調査結果の公表の方法及び期日

原則１専門的独立性(1)

原則２データ収集のための義

務

原則３資源の十分性一統計機

関が利用可能な資源は，ヨーロ

シバ統計の要請に見合う十分

なものでなければならない

原則４品質公約一すべてのヨ

－ロッパ統計システムへの参

加国は，ヨーロッパ統計システ

ムの品質宣言に定められた原

則に従って自ら活動し，協力す

る公約をしている

原則５統計的秘匿性(4)

原則６公平性(Impartiality)と

客観性



ここでは，（i)制度検討委員会がとりあげた原則は十全なのか，（ii)検討委員会が掲げた原

則が「新統計法」にどう組み込まれたのか，が検討されるべきである。その上で，（iii)国

際的論議における妥当な原則等で新統計法に組み込まれなかったものを，統計法の執行の

具体化や次項でふれる統計の基本計画の中に取り入れることが必要だろう。ここでは，こ

れらは今後の検討事項として，表７に，統計品質に関わる国際論議として，既に見てきた

ように最も先に進んでいると思われるヨーロッパ統計実践規約との対比した欄を設けた。

この表に基づいて，またそれら原則の指標にも立ち入って，筆者なりに暫定的に対比し

つつ，コメントを付すと以下のようになる。

Ａ：とりあげられていない原則

①原則３(資源の十分`性)，

②原則４（品質公約）である。

原則３は従来の国際的な論議の中の原則にはなかったものだと思われる。この数30年間

ほどというべきであろうか，各国統計機関や国際統計機関の多くは，統計へのニーズが拡

大し多様化する中で，さらに統計調査環境が悪化しているにもかかわらず，一方にＩＣＴの

性能高度化・普及があることもひとつの口実になって，厳しい予算削減に直面してきたご’

資源削減によって，統計の品質への悪影響が危倶されるケースもある。そこで，優れた統

計の提供をふくむ統計活動に十分な資源を必要とすること－もちろん，ニーズとこれに対

応する資源量を評価し,あるいは予算削減の可能性等についても検討･評価する手続きを備

えてのことであるが－を原則にうたいヨーロッパ委員会がこの原則を認めていることは，

重要である。これは統計機関の専門的独立』性に基盤を与えて保証することでもあるからで

ある。

原則４，すなわち品質に関する言明は，日本では従来大きく不足していた。自らの生産

する統計の品質に一定の自信を持っていたからし，現に持っているからであろうか。しか

し，国際的論議と実践が現在のレベルにまで至っている中では、品質に関わるガイドライ
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８

質を確保した上で、連や

かに公表

効率性の原則。品質、適

時性、費用及び報告者負

担の観点から最も適切な

情報源･作成方法

統計への容易なアクセス

の原則｡基本情報含めて、

利用者の需要に応じた形

で容易に入手･利用でき

る

(承認の基準)第十条

１．当該統計の作成目的に照らして必

要かつ十分

２．統計技術的に合理的かつ妥当

３．重複排除

(報告義務）第十四条

第三章調査票情報等の利用及び提

供

第四章調査票情報等の保護

原則７堅実な方法

原則８適切な統計手続き(5)

原則９過重でない回答者負担

原則１０費用効率性(7)

原則１２正確性と信頼性（２）

原則１３適時性と時間厳守性(6)

原則１４整合性と比較可能性(3)

原則１５アクセス可能性と明瞭

性(8)



ン等を作成し，統計の品質や背景情報を利用者に分かりや．すぐ明示するべきことは論を待

たない。

Ｂ：新統計法での明文化では不十分な原則・指標，

③原則１（専門的独立,性）である。ここでは指標1.1「統計の生産および配布における政治

的その他の外部的介入からの統計機関の独立性が法律に明記されている｣，指標1.2「統

計機関の長は，政策機関や行政的公的機関への上級レベルのアクセスを保証する十分に

高い位階的地位を持つ。彼/彼女は最高の専門的能力（calibre）を持つべきである」が弱

い。

④原則５（統計的秘匿性）は，これまでの日本では厳重すぎるといわれるほど守られ

てきてマイクロデータの使用の途を閉ざす硬直性を持っていた。その上で，－部の研

究者に対しては利用の途があった。このマイクロデータ使用の途を開く手続きの具体

化と，指標5.1にうたわれている「生産・配布過程での統計的秘匿性の保護についての

指示とガイドラインが用意されている。それらのガイドラインは，文書に詳細に説明

されており，公衆が知るところになっている。」はこれからのことである。

⑤原則６(公平`性と客観性)は，基本的に確保されていると考えられるが，指標6.7「す

べての利用者が統計の公表に同時に等しくアクセスでき，いかなる外部利用者に対す

る公表前の優先的アクセスも制限され，管理され，公表される。リークが発生したと

きには，公平性を保証するために，事前の告知体制が改定される。」には弱さがある。

⑥原則７（堅実な方法）はかなり維持されているが，「指標7.2スタッフは，最善の

ものから学び，その専門性を改善するために，国際的な適切な訓練課程や会議に出席

し，国際的レベルでの統計の同僚と連絡をとる。」「7.3方法を改善するために科学界

との協力が組織され，外部的評価が，採用されている方法の品質と有効性を評価し，

実施可能なときには，より優れた道具を奨励している｡」は不十分だろう。

⑦原則８（適切な統計手続き）はほぼ確保されているが，「指標8.3調査企画，標本選

択，標本のウエイトは，十分な基礎に立ち，必要なときには，定期的に評価され，

改訂され，更新されている。」はどうであろうか。

③原則1０（費用効率`性）での指標「10.1内部的と，独立した外部的手段が，統計機

関による資源の利用を監視しているご」はなお十分といえるか。「指標10.3積極的

努力によって，行政記録の統計的な潜在的可能性を改善し，費用のかかる直接調査

を避けている」は，今回の統計改革で大きく前進しようとしている点である。

⑨原則11(適合`性)では，「指標11.1利用者と協議し，既存の統計が利用者のニーズに

対応する点での適合性と実際的効用を監視し，利用者の新たなニーズと優先度につ

いて助言する過程が整っている｡」「指標１１．２優先度のニーズが満たされ，活動プロ

グラムに反映されている。」，「指標11.3利用者満足度調査が定期的に行われている」

には不足しているだろう。

⑩原則1２（正確性と信頼性）では，日本はしっかり行ってきているとも受け取りうる

が，指標「12.1原データ，中間的結果および統計的生産物が評価され，確認され

ている。１２．２標本誤差と非標本誤差が，ヨーロッパ統計システムの品質構成要素
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の枠組みに応じて測定され，体系的に文書化されている。１２．３改訂の研究と分析

が定型的に遂行され，統計過程を通知するために内部的に使用されている」では，

まだ改善の余地があろう。

⑪原則1５（アクセス可能性と明瞭性）では，「指標15.1統計は，適切な解釈や意味

のある比較を促進する形で提供されている。」，「15.3実行可能な場合には，顧客の

企画した分析が提供され，公表される。」，「１５．４研究目的のためにミクロデータヘの

アクセスが許されることがある。このアクセスは厳しいプロトコルに従っている。」，

「15.4メタデータが標準化されたメタデータシステムにしたがって文書化されてい

る｡」，「15.5利用者は統計的過程の方法とヨーロッパ統計システムの品質基準に関し

て統計的生産物の品質について常に知らされている。」において不十分である。１５．５

は，もちろん日本の品質基準に関して，と読んでのことであるが，日本には品質基準

がないことを含めての不十分`性である。

ｃ：これまで維持されていたし、新統計法に持ち込まれている原則

⑫原則２（データ収集のための義務原則)，

⑬原則９（過重でない回答者負担)，

⑭原則1３（適時性と時間厳守性)，

⑮原則1４（整合性と比較可能性）である。

以上は，統計改革の現在の論議と今後の具体化の中でどう扱われることになるか。新統

計法の実施規則等，そして（統計）基本計画の中で具体化されることになると考える。そ

こで基本計画にふれておこう。

2.5基本計画

(1)基本計画はどうとらえられているか。制度改革検討委員会報告はその第２の５で以下

のように述ぺていた。

「(1)政府は、公的統計の整備に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、公的

統計の整備に関する基本的な計画（以下この条において「基本計画」という。）を定め

なければならない。

(2)基本計画は、以下に掲げる事項について定めるものとすること。

①計画期間

②~④【下記の法案の２の－～三と同じなので略】

(3)制度所管大臣は、第三者機関の意見を聴いて、基本計画の案を作成し、閣議の決定を求

めるものとすること。基本の案を作成するに当たって制度所管大臣は、広く国民の意見

を求めるための措置を講ずるものとすること。

(4)基本計画は制度所管大臣がフォローアップ（計画の進捗状況の把握･評価）を行い、そ

の結果を第三者機関に報告するものとすること。また、第三者機関は、制度所管大臣に

対する計画の改定の勧告も含め、当該のフオローアップに対して意見を述べることがで

きるものとすること。」
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(2)これが｢新統計法案｣では以下のものとなった。

「第四条政府は、公的統計の整備に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

公的統計の整備に関する基本的な計画（以下この条において「基本計画」という。）を

定めなければならない．

２基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

－公的統計の整備に関する施策についての基本的な方針

二公的統計を整備するために政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

三その他公的統計の整備を推進するために必要な事項

３基本計画を定めるに当たっては、公的統計について、基幹統計に係る事項とその他の

公的統計に係る事項とを区分して記載しなければならない。

４総務大臣は、統計委員会の意見を聴いて、基本計画の案を作成し、閣議の決定を求め

なければならない。

５総務大臣は､前項の規定により基本計画の案を作成しようとするときは､あらかじめ、

総務省令で定めるところにより、国民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるも

のとする。

６政府は、統計をめぐる社会経済情勢の変化を勘案し、及び公的統計の整備に関する施

策の効果に関する評価を踏まえ、おおむね五年ごとに、基本計画を変更するものとする。

この場合においては、前二項の規定を準用する｡」

すなわち，制度改革検討委報告書の(2)の①で定めるべき項目とされていた①が，法案四

条の独自の第６項とされ，法案では，第３項が新設されて，計画において基幹統計とその

他統計を区分すべきことが明記された。

内容的には，（i)基本計画を定めるべき，（ii)基本計画は公的統計の整備に関する基本的な

方針，施策と必要事項を定める，（iii)計画は統計委員会の意見をきく，（iv)また，計画策定

時には，国民の意見を反映させる措置を講ずる，（v)計画は施策効果の評価をも踏まえて五

年ごとに変更することがうたわれ，決定されようとしている。

国民の意見を反映すると法的に規定されているからには，インフォーマルではなくフォ

ーマルな形で，当然公開の論議によってのことになるだろう。このルート･措置が十分に施

され，施策の効果の評価が組み入れられ，五年をめどとして計画が更新されるという方式

は，日本においては新しいものである。

繰り返しになるが，統計法の規定には明確には定められるに至らなかった先に見た統計

の諸原則，特にヨーロッパ統計実践規約の諸原則や指標等で，適切なものを積極的に取り

入れることが今後強く期待される。今後の動向に注目したい．

2.6その他の新しい動向への注目

日本の統計が大きな改革をとげようとしている中で，

している者として，ヨーロッパ統計実践規約を紹介レ

は考慮すべきことを述べてきた。

国際的な統計の品質論をウオッチ

日本での改革の中で，採るべき点
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しかし，日本の統計改革は，国内的な諸懸案に対応するだけではなく，また国際的論議

や実践水準（goodpracticeやｂｅｓｔpractice）をふまえるだけでなく，アジアの統計先

進国として，アジアをふくむ世界の統計の前進に寄与することを展望しながらであるべき

ことはいうまでもない。この見地からいくつかの点への注目があって良い。

(1)男女共同参画（ジェンダー）統計この充実をめざし，アジアその他に範を示すこと

がある。この点では，国連統計部(2005)日本統計協会翻訳(2006)『世界の女性-2005-統

計における進展」日本統計協会が，重要である。そのまとめで以下を指摘している。

「(1)国家統計システムの強化。

(2)統計作成のあらゆる側面でのジェンダー主流化：

戦略５－政府統計の法的枠組み内にジェンダー統計の開発を規定する。

戦略６－ジェンダー統計単位を支援・強化する，

戦略７－統計局と女`性団体を含む利害関係者との対話を育成する。

戦略８－統計作成者に対してジェンダー視点を仕事に組み入れるように訓練する。

戦略９－現存するデータ出所を使い，ジェンダー統計作成のための有用性を高める。

戦略10-国別政府統計を国際的な報告システムに必要な構成要素とする。

(3)概念と定義の開発と改良：

戦略１１－国際・地域的な組織・機関，国家統計局，及び学術･研究機関の間の協働の

推進」

日本においては，中央レベルから更に地方自治体の男女共同参画部署で，住民を交えた

参画統計の学習が言っての広がりをみせているし，ＪＩＣＡが関与しての途上国の共同参画

統計研修も継続している。中国での共同参画統計の研修・研究も活発化しており，筆者を

ふくめて交流や研修会講師活動が進行中である。

(2)地球環境問題に関わる統計地球環境問題はますます抜き差しならない第一級の緊

急な問題になっている。この問題を政府統計がどうとりあげるかは，単純ではないかも知

れない。しかし，かって「省エネ」で目覚しい成果をあげ，国民の意識も高く，京都議定

書に舞台を提供した日本である。日本と深い関係にあるアメリカ合衆国，中国そしてイン

ドが,好余曲折をはらみつつこの先を阻んでいるかに見える｡個別問題別の調査･分析の他，

経済環境勘定や環境問題の産業連関分析等，研究交流等必要と可能性はあると思われる。．

(3)ミレニアム開発目標と社会的諸問題に関する統計世界が結集して２０００年の国連総

会とサミットで，「ミレニアム開発宣言」を採択し，２００１年に指標や数値目標が具体的に

挿入された「ミレニアム開発目標」は，国際社会の合言葉になっている20．国際機関．国

際統計機関はウエブサイトのトップページに掲げ，専門機関は，これに対応する担当分野

についてより問題を詳細にとりあげ，統計指標を開発し，進捗度を評価しているコミレニ

アム開発宣言や開発目標自体は，１９９０年代の国連を中心とする重要な会議一環境，人口，

人権，女性、貧困等一での課題・目標を集大成したものなので，オリジナルの会議での重要

事項が捨象されていたり，数値目標導入において指標選択等で不十分な点があったりして

2o伊藤陽一(翻訳･論評）（2003）
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いる。とはいえ，地球･世界を考えるときの第一の文書であることに変わりはない。このミ

レニアム開発目標とさかのぼってのあるいは２Coo年代に入っての諸会議での諸テーマ(人

権．こども21.障害者問題・ＩＣＴ他）は，統計作成や分析と深く関わっている。

しかし，筆者のみるところ，日本社会における関心は非常に低調である．統計界がこれ

らに敏感になって，国民を啓発すること，外国と連携することが必要である、統計機関で

はどうなのだろうか。今後の統計界におけるこれら諸問題のとりあげにも注目していきた

い。
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付録２

（07年３月：伊藤仮訳。指標の番号は，自己評価調査票で使われているもの）

ヨーロッパ統計実践規約(EuropeanStatisticsCodeofPractice）

2005年２月２４日統計プログラム委員会によって採択

前文

定義この文書の目的のために

ヨーロッパ統計（EuropeanStatistics）とは，条約285(2)条にしたがって，国家統計

局と共同体の統計機関（Eurostat）によって生産・配布される共同体統計に関する１９９７

年２月１７日の協議会規約（ＥＣ）No.322/971に定義される共同体統計を意味する。

ヨーロッパ統計システム（EuropeanStatisticalSystem）とは，以下ではＥＳＳとする

が，Eurostat，国家統計局，そして加盟各国においてヨーロッパ統計を生産し、配布す

る責任を持つ他の国家統計機関から構成されている共同を意味する。

ヨーロッパ共同体を設立した条約，特に共同体統計に関する1997年２月１７日の協議会

規約（ＥＣ）No.322/971,および1994年４月１４日に国連統計委員会が採択した政府統計の

基本原則にしたがって，この実践規約は二重の目的をもつ。すなわち，

－国家統計局とEuroStatの両方の独立性，高潔性，説明責任，及びそれらが作成・配

布する統計の信用(credibility)と品質，への信頼と確信を改善すること(外部的重点)。

－ヨーロッパ統計のすべての生産者による最善の国際統計原則，方法および実践の適

用を促進して，統計の品質を向上させること（内部的重点)。

この規約は以下の実施のために提出されている：

管理機関（すなわち，政府，省庁，委員会，協議会）に対して。その統計活動が，独

立`性，高潔性，説明責任を保証する形で，信頼できるヨーロッパ統計を生産するために，

専門的に組織し，資源を付与することを確保するためのガイドラインを提供するため；

－統計機関とその職員に対して。高い品質の，調整されたヨーロッパ統計を生産し，配

布する際の助けとなる統計諸原則，価値及び最善の実践についてのベンチマークを提供

するため。

この規約は以下に対する情報のために提出されている：

－利用者に対して。ヨーロッパ統計と各国統計機関は偏りを持たず，生産･配布される統

計は信頼に値し(trustworthy)，客観的で信頼できる(reliable)ことを示すため；

－データ提供者に対して，彼らが提供する情報の秘匿性は守られ，彼らに対して過大な

要求を課しはしないことを示すため。
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この実践規約は，１５の原則からなる。ヨーロッパ連合の管理機関と統計機関は，この

規約に定められた原則を自ら厳守し，－参照として使われる－１５原則の各々について)の

優良な実践の指標(IndicatorsofGoodPractice)を使って，定期的に，実施状態を検討す

ることを言明する。

1989年６月１９日に協議会決.定89/382/ＥＥＣによって設立された統計プログラム委員会

は，この規約の実施を監視する同業者評価を定期的に遂行するものとする。

制度的環境

制度的・組織的要因は，ヨーロッパ統計を生産･配布する統計機関の効率と信頼性に大

きな影響を与える。関連する問題は，専門的独立`性，データ収集義務，資源の十分性，

品質約束，統計的秘匿性，公平`性および客観性である。

原則１専門的独立性一統計機関が他の政策，規制，行政部門や機関から，また民間部

門の取扱者からの専門的独立性は，ヨーロッパ統計の信用を保証する

指標

1.1統計の生産および配布における政治的その他の外部的介入からの統計機関の独立

‘性が法律に明記されている

1.2統計機関の長は，政策機関や行政的公的機関への上級レベルのアクセスを保証する

十分に高い位階的地位を持つ。彼/彼女は最高の専門的能力（calibre）を持つべきであ

る。

1.3統計機関の長，そして適当な場合には，統計諸部門（statisticalbodies）の長は，

ヨーロッパ統計が独立した形で生産され配布されることを保証する責任を持つ。

1.4統計機関の長，そして適当な場合には，統計諸部門の長は，統計方法，基準，手続

き，統計公表の内容と時期の決定について唯一の責任者である。

1.5統計活動プログラムが公表され，定期的報告がその進捗状態を叙述している。

1.6統計の公表は，政治的/政策的声明とは明確に区分されて，別個に発表される。

1.7統計行政は，適用な場合には，政府統計の批判や誤用をふくめて統計問題に公的に

コメントする。

原則２データ収集のための義務一統計機関は，ヨーロッパ統計目的のための情報の収

集のための明確な指令(mandate)を持たなければならない。行政，企業，世帯および

一般公衆は，統計機関の要請によって，ヨーロッパ統計目的のためのデータへのアク

セスあるいは配布を許すことを法律によって強制されることがありうる。

指標

2.1政府統計の生産と配布のための情報の収集の指令が法律に明記されている

2２統計機関は行政記録を統計目的に使うことを国家的立法によって許されている。

2.3法律に基づいて，統計機関は，統計調査への回答を強制することがある。

、
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原則３資源の十分性一統計機関が利用可能な資源は，ヨーロッパ統計の要請に見合う

十分なものでなければならない。

指標

3.lヨーロッパ統計のニーズに見合う量と質の両方において，十分なスタッフ，資金お

よびコンピュータ資源が獲得可能である。

3２ヨーロッパ統計の範囲，詳細および費用がニーズに対応している。

3.3新しいヨーロッパ統計に対する需要を，その費用に照らして評価し，正当化する手

続きが存在する。

3.4すべてのヨーロッパ統計に対する継続的なニーズを評価し，いずれかを停止しある

いは資源を解放するために縮小することができるかを検討する手続きが存在する。

原則４品質公約一すべてのヨーロッパ統計システムへの参加国は，ヨーロッパ統計シ

ステムの品質宣言に定められた原則に従って自ら活動し，協力する公約をしている。

指標

4.1生産物の品質は，ヨーロッパ統計システムの品質構成要素にしたがって定期的に監

視

されている。

4.2統計の収集，処理，配布の品質を監視する手続きが整えられている。

4.3品質内部のトレードオフをふくめて品質の検討を扱い，既存のおよび新しい調査の

計画をガイドする手続きが整えられている。

4.3品質ガイドラインが文書化されており，スタッフは十分訓練されている。これらの

ガイドラインは，文書に詳細に説明されており，公衆が知るところとなっている。

4.4適当な場合には外部の専門家を使った主要な統計生産物の定期的で全面的な評価

が行われている。

原則５統計的秘匿性一データ提供者(世帯，企業，行政その他の回答者)のプライバシ

ー，彼らが提供する情報の秘匿性，統計目的のためだけの使用は，絶対的に保証され

なければならない

指標

5.1統計的秘匿性は法律によって保証されている。

5.2統計行政のスタッフは就任に際して，法に定められた秘匿性の誓約に署名･する。

5.3統計的秘匿U性のいかなる意識的な不履行に対しても，重い刑罰が課せられる。

5.4生産・配布過程での統計的秘匿性の保護についての指示とガイドラインが用意され

ている。それらのガイドラインは，文書に詳細に説明されており，公衆が知るとこ

ろになっている。

5.5統計データベースの安全性と高潔性を保護するための物理的･技術的装置が整えら

れている。
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５６研究目的で統計的ミクロデータにアクセスする外部利用者に対しては厳重な議定

書(protocols)が適用される。

原則６公平性(Impartiality)と客観性一統計機関は，ヨーロッパ統計を,科学的独立性，

客観的，専門的，かつすべての利用者が同等に扱われる透明な方法で，生産され，配

布されなければならない。

指標

6.1統計は，統計的配慮によって決定される客観的基準にたって作成される。

6.2出所と統計的技法の選択は，統計的配慮によって通知される、

6.3公表された統計において発見された誤差は，最大限速やかに訂正され，公表される。

6.4統計機関が使用した方法と手続きについての情報については，公衆が入手できる。

6.5統計の公表日と時刻は事前に告知されている。

6.6すべての利用者が統計の公表に同時に等しくアクセスでき，いかなる外部利用者に

対する公表前の優先的アクセスも制限され，管理され，公表される。リークが発生

したときには，公平､性を保証するために，事前の告知体制が改定される。

６．７記者会見での統計の公表と声明は，客観的であり，党派的でない。

統計的過程

統計機関が政府統計を組織，収集，処理，配布するために用いる過程において，ヨー

ロッパおよび他の国際的基準，ガイドライン，優良な実践が十分に注目されるべきであ

る。統計の信用は，優良な管理と効率性での名声によって高められる。関連する側面は，

堅実な方法，適切な統計手続き，過重でない回答者負担，および費用効率性である。

原則７堅実な方法(SoundMethodology)－堅実な方法は統計の品質を支える。これ

は，十分な道具，手続き及び専門性を必要とする。

指標

7.1統計機関の全体的な方法論的枠組みは，ヨーロッパと他の国際的基準，ガイドライ

ン，優良な実践にしたがっている。

7.2統計的概念，定義，分類が統計機関の全体を通じて＿賃して適用されていることを

保証する手続きが整えられている。

7.3ビジネスレジスターと人口調査のフレームは，高い品質を保証するために必要に応

じて定期的に評価され，調整されている。

7.4国の分類と部門の体系と，対応するヨーロッパのシステムとの間に細部の＿致があ

る繩

7.5大学の適切な専攻からの卒業生が採用されている。

7.6スタッフは，最善のものから学び，その専門性を改善するために，国際的な適切な

訓練課程や会議に出席し，国際的レベルでの統計の同僚と連絡をとる。

7.7方法を改善するために科学界との協力が組織され，外部的評価が，採用されている
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方法の品質と有効性を評価し，実施可能なときには，より優れた道具を奨励している。

原則８適切な統計手続き－データの収集から確認までに採用されている適切な統計

手続きが，統計の品質を支えなければならない。

指標

8.ｌヨーロッパ統計が行政データに基づいているところでは,行政目的に使われる定義

や概念は，統計目的に要求されるものに良く近似しているものでなければならない。

8.2統計調査の場合には，調査票は，データの収集に先立って組織的にテストされてい

る。

8.3調査企画，標本選択，標本のウエイトは，十分な基礎に立ち，必要なときには，定

期的に評価され，改訂され，更新されている。

8.4フィールド活動，データ入力およびコーディングが定常的に監視されており，必要

なときには改訂される。

8.5適切なエディテイングとインピュテーションのためのコンピュータシステムが使

用されており，定期的に評価されている。

8.6改訂は，十分に確立された基準と透明な手続きに従っている。

原則９過重でない回答者負担一報告負担は，利用者のニーズに釣り合っており，回答

者に過重な負担となってはならない。統計機関は回答者負担を監視し，時とともにそ

れを削減するための目標をたてている。

指標

9.１ヨーロッパ統計からの要求の範囲と詳細は，絶対的に必要なものに限られている。

9.2報告負担は，適切なサンプリング技法を通じて調査母集団全体に可能な限り広げら

れている。

9.3ビジネスから獲得される情報は，可能な限り，その勘定から容易に入手可能であり，

電子的手段が，その回答を容易にすることが可能なところで使用されている。

9.4最善の推定値や概算は，厳密な詳細が容易には入手できないときに許されている。

９．５行政的出所は，情報への要求の重複を避けるために可能ときはいつも使用されてい

る。

９．６統計機関内のデータの共有が，調査の増加を避けるために一般化されている。

原則１０費用効率性一資源は有効に使用されるぺきである。

指標

10.1内部的と，独立した外部的手段が〆統計機関による資源の利用を監視している。

10.2定型的な事務的作業（例えば，データ捕捉，コーディング，確認）は，可能な限

り自動化されている。

10.3情報とコミュニケーション技術の生産性の潜在的可能性が，データ収集，処理お

よび配布のために最大限に活用されている。

10.4積極的努力によって，行政記録の統計的な潜在的可能U性を改善し，費用のかかる
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直接調査を避けている。

統計生産物

入手できる統計は，利用者のニーズに見合うべきである。統計はヨーロッパ品質基準

に従い，ヨーロッパの機関，政府，研究機関，ビジネスの関心や大衆一般のニーズに役

立つべきである。重要な問題は，統計が適合'性をもち，正確で，信頼でき，適時的であ

り，整合的で，地域と諸国を越えて比較可能であり，利用者が容易にアクセス可能であ

るという度合いに関するものである。

原則１１適合性一ヨーロッパ統計は利用者のニーズに対応しなければならない。

指標

11.1利用者と協議し，既存の統計が利用者のニーズに対応する点での適合』性と実際

的効用を監視し，利用者の新たなニーズと優先度について助言する過程が整ってい

る。

11.2優先度のニーズが満たされ，活動プログラムに反映されている。

１１．３利用者満足度調査が定期的に行われている。

原則１２正確性と信頼性一ヨーロッパ統計は正確かつ信頼できる形で，現実を描くべき

である。

指標

12.1原データ，中間的結果および統計的生産物が評価され，確認されている。

12.2標本誤差と非標本誤差が，ヨーロッパ統計システムの品質構成要素の枠組みに応

じて測定され，体系的に文書化されている。

12.3改訂の研究と分析が定型的に遂行され，統計過程を通知するために内部的に使用

されている，

原則１３適時性と時間厳守性一ヨーロッパ統計は適時的かつ時間厳守的な形で配布さ

れるべきである。

指標

13.1適時'性はヨーロッパおよび国際的な最高の配布基準にそっている。

13.２ヨーロッパ統計の公表に向けて基準になる日の時間が定められている。

13.３ヨーロッパ統計の周期は可能な限り利用者の要求を考慮している。

13.4配布時間の予定からのいかなる乖離も前もって公表され，説明されて，新しい発

表日が定められる。

１３５受け入れ可能な総合的品質をもつ予備的結果が，有効と考えられるときには配布

されてよい。

原則１４整合性と比較可能性一ヨーロッパ統計は，時間の経過においても内部的に一貫

－４５－



しており，地域と国の間で比較可能であるべきである。異なる出所からの関連する

データを結合し，つなぎ合わせた利用が可能であるべきである。

指標

14.1統計は内的に整合的かつ一貫している（例えば，算術的および計算的同一性が

認められる）。

14.2統計は合理的な期間にわたって，整合的でありかつ調整されている。

14.3統計は，異なる調査や出所の範囲，定義，単位および分類に関して，共通の基

準に基づいて作成されている。

14.4異なる調査や出所からの統計は比較され，調和されている。

14.5データの国家間の比較可能性が，ヨーロッパ統計システムと他の統計システム

の間の定期的交換を通じて保証されている。方法論的研究が加盟国とEurostatとの

間の緊密な協力の下に遂行されている。

原則１５アクセス可能性と明瞭性一ヨーロッパ統計は，明瞭で理解可能な形で示され，

適切で便利な形で配布され，支援となるメタデータとガイダンスを伴っており，公

平な基準で入手可能でアクセス可能であるべきである。

指標

15.1統計は，適切な解釈や意味のある比較を促進する形で提供されている。

15.2配布サービスは，現代的な情報･通信技術を，適切な場合には伝統的なハードコピ

を使う。

15.3実行可能な場合には，顧客の企画した分析が提供され，公表される。

15.4研究目的のためにミクロデータヘのアクセスが許されることがある。このアクセ

スは厳しいプロトコルに従っている。

１５．５メタデータが標準化されたメタデータシステムにしたがって文書化されている。

利用者は統計的過程の方法とヨーロッパ統計システムの品質基準に関して統計的

生産物の品質について常に知らされている。

－４６－



付録３自己評価調査票（－部抜粋）

臣己
ｅｕｒｏｓｔａｔ

ＥＵＲＯＰＥＡＮＣＯＭＭｌＳＳｌＯＮ
ＥＵＲＣＳＴＡＴ

Ｄ巳PutyDirectorGene旧Ｉ
ＵｎｉｔＯ－２：StatisticaIgovemancE,ｑｕａｌｉｌｙａｎｄｅｖａｌｕａｌｉｏｎ

ＥｕｒｏｐｅａｎＳｔａｔｉｓｔｉｃｓＣｏｄｅｏｆＰｒａｃｔｉcｅ

ＳｅｌｆＡｓｓｅｓｓｍｅｎｔＱｕｅｓｔｉｏｎｎａｉｒｅ

ＧｕｉｄｅｌｉｎｅｓｆｏｒｔｈｅｕｓｅｏｆｔｈｅＣｏｄｅｏｆＰｒａｃｔｉｃｅＱｕｅｓｔｉＤｎｎａｉｒｅ

WhatistheCodeofPracticeQuestiｏｎｎａｉｒｅ？

TheCodeofPracIice(COP)hasbeendevelopedbyaTaskForceoftheStatisticalP｢ogramme

Committeeinconsultatio、withthequalitymanagersoftheEu｢opeanUnionnationalslatistical
insUtutestopTovideacommontooIfo「aself-assessmentagainsttheprinciplesandindicatorsofthe

EuropeanStatisticsCodeofPractjce・Atthesametjmellwillp｢ovidethebasisforthe「epo｢tingoI1tlle

EuropeanStatislicaISystemadhe｢encetothep｢inciplesofIheCode．

ＷｈｏｓｈｏｕｌｄｆｉｌｌｉｎｔｈｅＣｏＰＱｕｅｓｔｉｏｎｎaire？

Thequeslionnai『ｅｈａｓｂｅｅｎｄｅｓｉｇｎｅｄｉｎａｗａｙｔｈａｔ－ｉｎｇeneral-mostpa｢ｔｓｃａｎｂｅｈｌｌｅｄｉｎｃｅｎｔｒａⅡy，
i・ｅｂｙｈｏ｢izonIalservicesoftheslatjstjcalauthority,themajo｢add｢esseebeingthequalitymanage｢ｏｆ

ｔｈｅｏ｢ganisabonOthe「uniIsinvolveda｢ｅｔｈｅｓｔ｢ategicplanningandpolicyunit1thepe｢so【1neland
hnancialunit】Ｉｈｅｐ｢essomceandthedisseminatjonandmetadataunit・However1dependingonthe

o｢ganisationalset-upandinparticuIa「ｏｎｌｈｅｄｅｇ｢eetowhichinfo｢maUononstatistjcalp｢oduction

p｢ocessesiscenballyavailableoitmightbenecessa｢ｙｔoinvolveaswellstatistjcalp｢oducUonunils・

Ahnal「eviewofthe「esults,inpartjcula「ofthepa｢tontheinsUtuUonalenvi｢onmentandonthefollow-

uppa｢tsforeachpnnciplebyiheheadofthestatisUcalautho｢itymaypromotevalidityofthe「esults．

TheobjectivesoftheCoPquestionname

lntheITamewo｢koftheimplemenlationoftheCodeｏｆＰ｢acUce,theEur0peanStatjsticalSystemｗｉｌｌ

｢eviewtheCode1simplementatjｏｎｐｅ｢iodicallybytheuseoftheindicato｢ｓｏｆｇｏｏｄｐｒａｃＵｃｅｆｏｒｅａｃｈｏｆ

ｔｈｅl5principles､TheStaUsticalProg｢ammeCommitteewillcarryoutpee｢reviewmonitonngofU1e
impIementationofIheCode.ＶⅥththeindicato｢soIgoodpracticevaryingintermsofdetailotheCoP
questionnai｢ｅｉｓｍｅａｎｔａｓａｃｏｍｍｏｎｂａｓｉｓａｎｄｈｅｌｐｆo｢these「eviews

Whileo｢ganisaUonsmayfeelfTeetodeviatetosomeextentfTomthisquestionnai｢eo1tbenefitsa
ｃｏｍｍｏｎ「eadingofU1eprincipIesandfacilitateslhefUrtherp｢ocessingofthe「esultsofthesel作
ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔｓ

ＡｔｔｈｅｓａｍｅＵｍｅｉｔｓｅ｢vesloidentjIyatnaUonaland-asfaraspossible-atEu｢opeanStatjslical

Systemlevel,areasfo「fUI-therdeveIopmentandimp｢ovement,thusｐ｢ovidinglhebasisfo「、aｔｉｏｎａＩ
ａｎｄＣｏｍｍｕｎｉｔｙＣｏｄｅｏｆＰ｢actjceimp｢ovementplans・

FinallythisquestionnairewillbeuseIUlasakindofchecklistfo「thepee「｢eviewsandin
communicatingtheambitionoftheCodetonationalstatistjcalauthoribesotherthanthenational
stalisIicalinstitutes．

ＴｈｅｓｔｍｃｔｕｍｅｏｆｔｈｅＣｏＰｑｕｅｓｔｉｏｎｎａｉ｢e

TheCoPquestionnai｢efollowsthestluctu｢eoftheEu｢opeanStavstjcsCodeofPractice・ｌｔｉｓ
ｓｕｂｄｉｖｉｄｅｄｉｎｌｏｌ５ｐ｢incip1esandthe3-7indicato｢sfo「ｅａｃｈｏｆｔｈｅｐＴｉｎｃｉｐｌｅｓ，ＦｏＴｅａｃｈｐ｢incipiethe

questionnaireconcludeswithafollow-uppa（inwhichpa｢ticula「issuescanbehighiightedand
statisticalautho｢itiesa｢ｅ「equestedtorenectuponimp｢ovementacUonsandatjmehametowa｢dsiUli
implementationoftheCode，ｓｐ｢mciples、RoomhasbeenfoTeseenaswelltop｢ovideaddiUonal
info｢ｍａｔｉｏｎａｎｄｃｏｍｍｅｎＩｓｏｎｔｈｅ「epliestothequesIions「elatjngtothatp｢inciple・FinallyIsuggestions
forimpＴｏｖｉｎｇｔｈｅｑｕｅｓＵＤｎｎａｉｒｅａ｢einviIed，

Ｓｏｍｅｑｕｅｓｔｊｏｎｓａ｢ｅｈｉｇｈｌｉｇｈｔｅｄｔｏｂｅａｎｓｗｅ｢ｅｄｃｏｌｌｅｃＵｖｅｌｙｂｙｔｈｅＳＰＣｏｓｏｍｅｏｆｔｈｅｍｔｏ「ｅqui｢ｅｉｎ
ａｄｄｉｔｉｏｎｓｏｍｅｋｉｎｄｏｉｕｓｅ「consultaUon,ＴｈｅＹａｒｅｔｏｂｅｃｏｎｓｉｄｅ｢ｅｄｅｘｐｅ｢imentalasiUrthe「「enecUons

willbe「equi｢ｅｄｔｏａ｢TiveatameaningfUlassessmentfo｢theＥｕ｢opeanStatistjcalSystem・
NeveIU1eless,ｔｈｅｙｈａｖｅｂｅｅｎ「etainedinthisquestionnairefo「「ｅａｓｏｎｓｏｆｃｏｍｐｌｅｔｅｎｅｓｓｂｕｔａｓｗｅｌｌｔｏ
ｅｎｃｏｕ｢ａｇｅｉｎｐｕｔＩｏｔｈｉｓａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ．

－４７－



ＨｏｗｔｏｕｓｅｔｈｅＣｏＰＱｕｅｓｔｉｏｎｎａｉｒｅ

ＴａketheCoPQuesljonnaireasabasiswhenreviewingyouro｢ganisation1spositjonvisavistheCode
ofPractjce・ltmayhelptoraisethe｢ightquesUons1stimulatediscussion-includingonthepe｢tjnence
ofpossibleadditionalfollow-upquestionsordiffe｢entquestjonstailoredtotheorganisationDｓｓｐｅｃｉ５ｃ
ｓｉｔｕａＵｏｎ－ａｎｄｐ｢ｏｖｉｄｅｓａｃｏｍｍｏｎｓｂｕｃｔｕ｢efo｢theresuItsandtheidentihcationofimp｢ovement
actions

Fo｢somequesiions,the「eply輿yes⑪ｏ「･no'，mayseemtoneedsomeIollow-upinformaUon､Atthe
sameIjmeDquestionsfo｢whichpe｢cenlagesove｢theｏ｢ganisationa｢erequesledmaybedifficultto
replytogivenlheheter0geneityoflｈｅｏ｢ganisaIjon0sp｢ocessesandoutputs・Againiherethe
questionnaireisintendedasahrstiI1dlcationonlytonagpotenUalareasforfollow-upquestjonso
improvementactjonso｢lU｢therdiscussion,ｅ９.intheITamewo｢ｋｏfpee｢｢evlews，

Whilecompletingthequestionnai｢e,theglossaryaMheendofthequesUonnai｢emayproveuseIUlin
explainingsometechnicaltermsandconceptsusedaswellasstanda｢｡ｓ「efe｢redtointhe

quesUonnai｢e・MostenbieshavebeentakeniomtheDESAPSelfAssessmentChecklistfo「Ｓｕ『vｅｙ
Ｍａｎａｇers．

１．Ｐ｢ｏｆｅｓｓｉｏｎａｌｌｎｄｅｐｅｎｄｅｎｃｅ

Ｔｈｅｐ｢oIessionalindependenceofslalisUcalauthoritieslTomothe「policyo「egulato｢ｙｄｅｐａ｢tmentsand
bodies1asweⅡａｓｆｏ｢mprivaiesecto「ope｢ato｢s1ensu｢esIhecredibilityofEu｢opeanStaUsUcs．

lndicator1.1：

TheindePendenceofthesIaUs[icalauthorityhompoliticalandothe「externalinterfeTencein

ProducinganddisseminatingofncialstaUsticsisspecihedinlaw・

ｔａｌｓ１ｉｎｙｏｕｒｃｏｕｎＩＩｙ,lheindePendenceofthestaUsUcalauthorityITompoliUcaland

otherexternalinterfe｢enceinproducinganddisseminaUngoincialstatjsticslaid
downinlaw？

Yes.………………….………………………..…………………….………………………..…….………

Ｎｏ．.…….…….……………..….………………..……….………………….….….……..…………..…

lI1dicato｢ｓ1.2,1.3ａｎｄ1.4：

Theheadoflheslatisticalaulhorityhassufficientlyhighhie｢archicalsIandingtoensu｢e

seniorlevelaccesstopolicyauthoritiesandadminist｢ahvepublicbodies・Ｈｅ/Ｓｈｅｓｈｏｕｌｄｂｅ
ｏＩｉｈｅｈｉｇｈｅｓｔｐｒofessionalcalibre，

TheheadofthestatisijcaIauthoriｔｙａｎｄ,ｗhe｢eapprop｢iate1theheadsoIitsstatistjcal

bodieshaveresponsibilityfo「ensu｢ingIhatEuropeanStatisticsareproducedand
disseminatedinaniｎｄｅｐｅｎｄｅｎｔｍａｎｎｅ｢・

Theheadofthestatistjcalauthoriｔｙａｎｄ,whe｢ｅａｐｐ｢op｢iate,theheadsoIitsstatistical
bodiesｈａｖｅｔｈｅｓｏｌｅ「esponsibilityfＯ「decidingonstatjsUcalmelhodｓ１ｓｔａｎｄａｒｄｓａｎｄ
ｐ｢ｏｃｅｄｕ｢ｅｓ、ａｎｄｏｎｔｈｅｃｏｎｌｅｎｔａｎｄｔｉｍｉｎｇｏｆｓｔａｔjsUcal「eleases、

２．ｌｓＵ１ｅｈｉｅ｢a｢chicalleveloHheheadoiIhesiaUsUcalautho｢itycompa『ableｔｏ．…

…Minister(oTseniorpoliticalposiUon)…………….………………….….……………………

…Highest(non-poliUcal)publicservanL.…………………….……………….………….……

…Ｏthe｢autho｢iIy（pleasespecifybelow）………….……………………….………………．

3．alstheappointmentoftheheadofthestatjsticalautho｢itybasedonaiixedte｢m
conUact？

Ｙｅｓ.……………….……………….…….……………………….…….……….….……….……….……．

ＮＣ…….……………….……………..…………….………………….………………..…………….……

ｂｌｆｙｅｓｏｉｓｉｔ「ｅｎｅｗａｂｌｅ？

Ｙｅｓ.……...｡.…………….…….……,……………….……….…………….………………………..……

ＮＣ……………..……….……….……….…………………………………………………………………．

ｃ１ｆｙｅｓ,havethelasIthreeheadsorthestaUsUcalauthoritycompletedtheir
appointmenlsacco｢dingtolhehxedterms？
Yes………………….………………..…………….……….…………….…………..….……………….、

ＮＣ_….……….…..………..…………….…･……………..……….….….……..….….…………………

dlfnqplease,specifybelow．

□Ｓｋｉｐｔｏ４

□

□Ｓｋｉｐｔｏ４

□Ｓｋｉｐｔｏ４

□

－４８－



４．lsthecontenIofslatisticalp｢essreleasessubjecttoMiniste｢ialapproval？

Ａｌｗａｙｓ……….……..………...….………..….………………………,……………….….….….…….、

Ｓｏｍｅtimes………………….…………………………………………………….………….………..…

Never.………….……….….…….………….…….…….…..….……….………..………………..……

５．lstheIi｢ningofstaIislicalp｢essreleasessubjecttoMiniste｢ialapproval？

Ａｌｗａｙｓ..………….…….……….………….……..…...……………………………..………….……..、

sometimes.….………………….…………….………………………..…….…………….……………

Never….……….……………….………,………….………………………..……………………………

６．１sthechoiceofsIaUsUcalmethods,standaTdsandp｢ocedu｢essubjecttoMiniste｢ial
approval？

Ａｌｗａｙｓ…….…………………………..………………………………………….…………….…………

ＳｏｍｅＵｍｅｓ..….…….………….……………………………………………..………………….………

Neve｢…..…….….……………………………….….………….……………………….…………….…．

ｌｎｄｉｃａｔｏｒ1.5：

Thestatisticalworkp｢og｢ａｍｍｅｓａ｢ｅｐｕｂｌｉｓｈｅｄａｎｄｐｅ｢iodic『epprtsdescnbeprog｢eｓｓｍａｄｅ

７．ａＨａｓｙｏｕ「ｏ｢ganisaUonastatjsUcalwo『ｋｐ｢ogramme？

Yes………………………………………..……………….…………….…....……………………………

ＮＣ…………………………………………….……..………………………………………………………

ｂｌｆｙｅｓ,istheslatisticalwo『Ｋｐ｢０９｢ａｍｍｅｍａｄｅｐｕｂｌｉｃ？

Yes.……...…………….……………………………………….…..………..……………….……………

ＮＣ……….………………………………………………….….…….….…………….…………..………．

８．ｌｓＩｈｅｐ｢ｏｇ｢essstatusofthestaUsticalwoIkp｢０９｢ａｍｍｅｍａｄｅｐｕｂｌｉｃ？

Ｙｅｓ.………….….….….….……….…….…..….……….….………..….………...…………….………

Ｎｏ．………………….……………….…….….…….………....….….……….……..……………………

Indicato「１６：

StatjsUcal『eleasesareclea｢|ydisUnguishedandissuedsepaTatelyfTompolitical/policy
stalements、

９．ａＡ｢estatisticalreleases(ｅ9.pressreleases1｢epo｢ts,etc)clea｢lyidenUhedas
p｢oductsofU1estatisUcalautho｢ity7

Yes……..……………………………………….………….……………………….………….……….…･

Ｎｏ．….………….…………..….………………………………….…..…………………….….….………

ｂｌｆｙｅｓ,howcanstaUsUcalpmductsbe「ecognised？

Ｌｏｇｏ..…………………….………….………….………………………….………………………………

Design.….….………….…….……….………..…….…………………………..……….………………

ｃｏｐｙ｢ight.………………….…..………..…..…………………………………………….………….…

Ｏthe｢(please,specifybelow)……………….……..……….………………………………..……

□
□
□

□
□
□

□
□
□

ロ

ロＳｋｉｐｔｏ８

□
□

□
□

ロ

ロＳｋｉｐｔｏ１０

□
□
□
□

AJestatistical「eleasesissuedseparalelyfTompolitjcalﾉpolicystatements？

Always……………..…….….………………….……………._.…….…...……………….….…..….…

Ｓｏｍｅｌｉｍｅｓ…………..……..……….…………………...….…….……………….……….………….、

Neve｢..……..…….…………………………..………………….….….……….,..………..….…….…．

10. □
□
□

－４９－



ｌｎｄｉｃａｔｏｒ1.7：

ThestaUsUcalauthonty，whenapp｢op｢iate,commentspubliclyonstatisUcalissuesoincluding
criUcismsandmisusesofofficialstaljstics，

１１．AsthestatistjcaIautho｢ity,doyouhaveaspeciflcpolicytointe｢venepubliclyon
statisticalissuｅｓ１ｉｎｃａｓｅｏ【…．

ａ…ｃ｢iticismofolficialstatisbcs

Yes…………….……….………………….…………………………..…………….…..….…….…….…

ＮＣ….…………………..…………………………………………….………………………….….………

ｂ…misusesofomcialslaUstics

Yes…………_……………….….…….…………………….……….…….……………….………………

Ｎｏ．….…….……………………….…………………………………….…….………..…………………．

ｃ…misinterpretaUonofofhcia1staUstics

Yes…………..……………….………………….…………….……………….…………….…….…..…．

ＮＣ……………….……….…………..……………….……………………………………………….……

dlfyes1pleasestatebrienythepolicy

□
□

□
□

ロ
□

FollowUP:

１２．Whichisthemaina｢eaofstJenglhwith「ega｢ｄｔｏｐ｢ofessionalindePendenceof
you「Ｏ｢ganisaIion？Ｐｌｅａｓｅｓｔａｔｅｂｅｌｏｗ．

Whichisthemainareaofweaknessｗｉｔｈ「ega｢ｄｔｏｐ｢ofessionalindependenceof
you「ｏ｢ganisation？Pleasestatebelow．

13.

Onbasisoftheabovementionedindicato｢sDwhichactionswouldyouliketotake

whicha｢esuitedtofUrlherp｢omoteyou｢ｏ｢ganisaIjon1sp｢ofessionalindependence？
Ｐｌｅａｓｅ,listIheacUonsbelowandgivetheUmeITame、

ＡｃＵｏｎｓａｎｄＩｉｍｅｌＴａｍｅ

14.

WhichpossibleimpTovementacUonsatEuropeanlevela｢esuitedtopTomoteyou「
ｏｒｇａｎｉｓａＵｏｎｏｓｐ｢ｏｆｅｓｓｉｏｎａｌｉｎｄｅｐｅｎｄｅｎｃｅ？ＰｌｅａｓｅＤｌｉｓｔｔｈｅａｃｔｉｏｎｓｂｅｌｏｗａｎｄｇｉｖｅ
ｔhｅｔｉｍｅｈａｍｅ

ＡｃｔｉｏｎｓａｎｄｔｉｍｅＩＴａｍｅ

１５．

Wouldyoulikeyou「organisationtohaveapee｢｢eviewintheareaofp『ofessional
independence？

Yes…….…….…….…………….………………………...……………….……….……….….…………

ＮＣ…………．_……………….………………………….……….….……….………….….………………

Ｄｏｙｏｕｈａｖｅｃｏｍｍｅｎｔｓ「ega｢dingthepnncip1eofp｢oIessionalindependence？
Ｐｌｅａｓｅｐ｢ｏｖｉｄｅｔｈｅｓｅｂｅｌｏｗ．

16.

□
□

1７．

DoyouhavesuggesUonsio『imp｢ovingthequestjonsonp｢oiessional
independence？Ｐｌｅａｓｅｐ｢ovidethesebelow．

1６．

－５０－



１５.AccessibilityandC1a｢ity

Eu｢opeanSlatisticsshouldbep｢esentedinaclearandunde｢standablefo｢ｍ,disseminatedina
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付録５ヨーロッパ統計実践規約に基づく同業者評価の要約(ExecutiveSummary)部

分の翻訳【いずれもEurostatウエプサイトのquality-Peerreviewreportsby

countryから取り出すことが出来る】

チェコ統計局 2006年３月２９－３１日

２００６年７月５日

最初の同業者評価(試験)は，２００６年３月２９．３１日にチェコ統計局(CzSO)で行われた、

同業者評価の狙いは，ＣｚＳＯの自己評価調査票を出発点として利用しながら，ヨーロッパ

統計実践規約の実施を追跡し，同時に，同業者評価をヨーロッパ統計制度全体で開始する

に先立って，その方法論をテストするものであった｡

評価チームのメンバーは，MsMartiaHarn(UnitO-2，StatisticalGovernance，quality

andevaluation,Eurostat),MrRichardLaux(Director,StatisticsPolicyDivision,ＯＮＳ)，

MrStaffanWahlstrom(座長:SeniorAdviser，Excutiveoffice,StatisticsSweden)であっ

た。

チェコの同業者評価の期間に，評価チームはＣｚＳＯの管理者，地方事務所の代表者をふ

くむＣｚＳＯの中間スタッフと会った。チームはまた，チェコ共和国の統計の他の生産者の

代表，利用者と回答者の代表と会った。会合への参加者と機関のリストは付録２を参照。

主な知見とすぐれた実践

チェコ国統計業務法は,チェコの統計機関の専門的/政治的独立性を保証している。ＣｚＳＯ

の局長は生産と配布の事項における独立性を保証されている。局長は内閣の会合に参加で

き，参加している。我々の印象では，国家統計制度におけるＣｚＳＯの調整役割は，－法律

に示されているように政治から独立して－チェコ共和国では現実のものであるということ

であった。しかし，この調整役割は，さらに発展させることができる．

ＣｚＳＯは，十分発展した統計局であるＣｚＳＯは，チェコの同業者評価の間に取り上げ

られたヨーロッパ統計実践規約の原則をかなりの程度遵守している．この遵守は幾つかの

進行中の開発活動があるので，将来一層改善されるだろう。重要な一例として，チェコ共

和国の統計調査システムの再設計プロジェクトは，チェコの統計の品質をあらゆる次元に

おいて改善することを狙った戦略的開発プロジェクトである、このプロジェクトのワーキ

ング・グループのメンバーとプロジェクトの指導者たちは，ＣｚＳＯの「若手統計家」であ

る。このプロジェクトを通して彼らは，自らの将来の統計活動への関与を形成する戦略的

役割を与えられている、

検討チームはチェコの同業者評価の間に幾つかの観察をした□彼らは，最後の会合で，
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CzSO局長のＭｒ・JanFischerと会った。MrFischerと討議し，同意した我々の観察と改

善点はこの報告書の第３章に示した。改善の活動も付録３にまとめられている。

Ｉオランダ統計局 2006年４月４－６日

JayByfUglien(StatisticsNorway)座長，DanielDefays(GermanStatisticaloffice)，

GunterKopsch（Eurostat）

要約

これは２つの試験的同業者評価の第二番目のもので,２００６年４月４．６日にオランダの中

央統計局で行われた。この評価は次の２つの目的を持つ。

－オランダ統計局に対して真の同業者評価として行動し，そうすることによって自己評価

を検証し，（オランダ統計局が提案したことから出発して）改善のための領域を確認す

ること；

－実践規約タスクフオースが企画し，チェコ統計局にける第一の試験期間に練り上げられ

た方法をテストすること。

チームの３人一MrJanByfnglien(ノルウェー統計局)座長，GunterKopsch(ドイツ

統計局)およびDanielDefays(Eurostat)－は，この訪問に先立つ２週間の（メンバー

問およびＣＢＳの窓口担当者との間での)集中的なメイル交換を通じて評価を準備した。

彼らは会合前の１週間に評価を仕上げるための電話会談を行った。最初の試験評価から

の簡単な情報が，チェコにおいて何が達成されかについての蓄積をとりあげ，最初の評

価チームの勧告を採用することを可能にした。これによって〆原則１～６と１５の各指

標についての全体的評価に集中し，ＣＢＳが提案する一連の改善行動を仕上げることが合

意された。

この訪問は相対的に短い準備時間なので，利用者調査に備える時間はなかった。会合

に参加した人々は，背景と訪問の目的，そして用意された質問についての情報を前もっ

て受け取っていた。外部のパートナーは，自己評価の結果を受け取っていない。

この評価はＣＢＳの管理者の代表者とスタッフおよび中央統計委員会（CCS）の委員

長，他のもう１つの生産者（オランダ中央銀行，これは同時に利用者)，および何らか

の利用者とのインタビューとして行われた（付録Ａ参照)。

前もって用意され配布された質問は限られた程度でだけ使用された。その代わりの質

問は，状況により適合しており，明確で適切でない問題に時間を使うことを避けるよう

なものが採用された。

チームが採用したアプローチは，最初の試験調評価について同意されたものに近かっ

た：

－５６－



－チーム内での作業の分担，各メンバーは原則の一部に責任を持ち，ある特定の質問の

既存の資料の学習によって備える；

－最初の日は，ＣＢＳの管理者（局長，ＣＣＳ委員長，データ秘匿性の責任者，データ配

布およびマクロ経済統計に責任を持つ監督者，品質管理者）とのインタビュー

－主な利害関係者（財務省，経済問題省，社会問題省，中央計画局，科学界が処理する

保護されたミクロ・データを提出するＣＢＳとの仲介者であるDans，オランダ中央銀

行，および何人かの中堅スタッフ）

－チームは，結論を共有し，次のインタビューに備えるために予定された会合外に時間

をすごした：最初の報告原稿は第２日に作成された。

主な知見としては：

CBSはオランダで政府統計の主要な部分の責任を持っており，強い独立した基礎をもっ

ていること，特にＯＢＳに別個の法的人格を与えている２００３年１１月からのオランダ統

計局法によってそうである。こうして，独立性とデータ収集義務に関連する原則を高い

レベルで遵守している。ＣＢＳはまた幾つかの分野で強固な方法論的基礎を持ち，統計的

秘匿`性の分野でも非常に高度に遵守している。以上に述べた原則に関しては，ＣＢＳは参

照される実践を示していると考えることができる。また評価した他の原則との関連でも

遵守ノレベルは優れていたし，最善の実践からの深刻な乖離は見つからなかった。とは

いえ，改善に向けて勧告はいくつかある。行動のリストが用意されている（付録Ｂ)。

、イタリア統計局（ISTAT）２００６年１０月23-25日

２００６年１２月１４日

JeanEtienneChapron(座長ＩＮＳＥＥFrance）

AntonioBaigorri(Eurostat)，JanByfUglien（StatisticsNorway)，

要約

これは，２つの試験的同業者評価の後の，「正規の」同業者評価であり，２００６年１０月

22-25日にイタリアの国家統計局(ISTAT:NationallnstituteofStatisticsinltaly)で行わ

れた。

この検討の目的は，ヨーロッパ実践規約の原則１－６と１５にISTATを遵守している程度

を検討することであった，

同業者評価の間に会合に出席した人には，前もって，背景と訪問の目的，およびガイド

ラインに含まれている標準的質問に関する情報を受け取った。外部のパートナーは，自己

評価の結果を受け取っていない。訪問の後に，ISTATは同業者評価チームに，この同業者

評価の結果を配布するための行動を既に開始していることを通知した。これは，イタリア

統計制度におけるヨーロッパ統計実践規約の実施に関するISTATの計画の一部である。
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この評価は以下との面接として行われた。すなわち，ISTAIの管理者とスタッフの代表

者，統計情報の保護委員会（CPSI：Commissionfbrtheprotectionofstatistical

infbrmation）の座長，統計情報の調整委員会（ＣＯＭＳTAT:theCoordinationCommittee

fbrStatisticallnfbrmation）のメンバー，省庁，地域，市，イタリア国有銀行からの代表

者，研究･科学界，および産業企業の専門団体からの代表者，との面接である。（付録Ａの

訪問プログラム参照)、残念にも，技術的理由で，メディアの代表者との予定された会合は

中止された。メディアを代表するジャーナリストには，ｅメイルを使って同業者評価チー

ムから意見を求められた。

主な知見の幾つかは以下の通りである。

○専門的独立性，データ収集の義務，秘匿性の保護を許容する堅実な法的枠組み

○ISTATだけの資源は相対的に小さいが，これは，高度に分散化した国家統計制度，制

度の単位間の分業という背景を考慮しなければならない。他方で，ISTATがほとんど

のヨーロッパ統計の生産に完全な責任を持っていることは注意すべきである。

○困難で費用のかかる調整，これは品質次元（費用効率性，回答者負担）に幾つかの意

味を持ちうる。

○品質統計は強力であるが，より利用者向けのアプローチ，およびＴＱＭ政策がなお実

施されるべきである。

○一般的にISTATは，公平`性と客観性との関連では適切な法的枠組みを持っている。主

要な課題は，より体系的な利用者向けであり，国際社会にとってアクセス可能な（英

語）の文書の開発．

○ISTATは，広い範囲への配布政策を持っているが，データとメタデータに関連する利

用者の要求により一層見合う改善が必要である。

オーストリア２００６年１１月22-24日

RichardLaux(座長一ＯＮＳＵＫ)，

HilkkaVihavainen(StatsiticsFinland)，MartinHarn(Eurostat）

要約

2000年はオーストラリアの政府統計にとっては,連邦統計法の施行をもって分水嶺の年で

あった。これは，ヨーロッパ統計実践規約の実施に関わって以下のような主要な特徴をも

つっ

・国連政府統計基本原且'｣と一致する包括的統計原H'｣を明確に述べ，オーストリア統計

局の総合管理（TQM）アプローチを埋め込んでいる、

・ガバナンスの整備は，（新しく創設された)オーストリア統計局の専門的独立`性と堅実

な事業管理を強化するよう企画された'－．

・ヨーロッパの規制-2003年に成立した法律の修正の結果として，予算を削減できな

い－の実施を含めて，「新しい｣仕事について省庁に負担を負わせる条項を伴って（こ

－５８－



の時点で開始される統計を行うための）定められた年次予算に基づいて資金を用意

すること。

オーストリア統計局は，ヨーロッパの指導的国家統計局の１つにあるという抱負を反

映して，野心的な機関である。それは，非常に良く管理され，治められているようにみ

える。それは，品質への強く効果的に傾倒しており，仕事のすべての側面に及んでおり，

近年特に効果的になった－２００４年の新Ｌい設備への移動は，現代的，十分な施設を持っ

た組織という印象を強める助けとなった。それは，相対的には若い（そして，ますます

高度な資格を持つ）労働力を有しており，それは十分に訓練され，熱心に見える。調査

回答者の代表者は，データ収集事項に影響を与える機会を持っている。局とその生産物

/サービスは，最近の利用者満足度調査に基づいて，利用者から良く見なされているし，

メディアの批判は最小である。

オーストリア統計局は，（現在の同業者評価で取りあげられている）原則１－６と１５の

指標の大半で「完全に」従っている。他のすべての場合は「かなり」従っている。それ

はまた，事実上，すべてのＥＵの統計規制に従っている。これを基礎にして，それは，

その戦略的抱負を達成する方向で大きく速やかな前進をとげつつある”

オーストリア（連邦）統計制度は高度に集中されている。その国家統計局，オースト

リア統計局は，オーストリア内部で生産されるヨーロッパ統計の大部分に責任を持って

いる。それは，他の連邦統計部署と連携を持つが，それらは現在は十分は発展しておら

ず，あるいは体系的でない．「調整」が連邦統計法では要求されていないことは注目す

べきである。

キプロス２００６年１２月13-15日

２００７年２月１９日

キプロス共和国統計庁（CYSTAT：StatisticalServiceoftheRepublicOypru8）はキ

プロスの統計問題における真の機関である。この地位は２０００年以来統計法で強く支援

されている．CYSTATは強く信頼されている。これは，統計の収集，方法と配布におい

て統計制度の独立`性を支援する統計法規に基づいて，スタッフの強い倫理に支えられて

いる。CYSTATの管理とスタッフは，法の意図の実現に成功している。これは，高いレ

ベルの専門的独立性，データ収集の強い義務，統計的秘匿`性に対する十分に発展した規

則，を意味する。これはまた，ＣＹＳＴＡＴがキプロスの統計制度における強い調整を意味

する。

統計の配布は，ＣＹＳＴＡＴのウエブサイトCYPRUS-StatiSticalSewiceofCyprｕｓを経

た現代的方法で行われている、
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CYSTATは非常に優れた事業の文化を持っている。同業者評価チームは，利用者が提

供される優れたレベルのサービスについて述べている多くの証拠を見出した。

高い回答率は統計の品質にとって不可欠である。CYSTATが行う調査における回答率

は，例外的に高く，通常９０％以上である。

キプロスはＥＵ加盟国になって以来，キプロスの統計制度は劇的に発展した。短期間

のそのような変化は，CYSTATのスタッフにとっては，真の挑戦と非常な仕事量を意味

した。ＥＵ加盟国としての最初の数年には，ＣＹＳＴＡＴにおいては，分析的作業，品質作

業での体系的アプローチ，そして活動の専門化の余地はわずかしかなかった。これらの

見地は，今後の数年においてより高い優先度を与えられるべきである。

スタッフ数のレベルと仕事量のバランスを取り上げられるべきである。幾つかの異な

る方法が試みられるべきである（３章の原則３）・

同業者評価チームは，キプロス（および他の小さなＥＵ諸国）は，ヨーロッパ原則の

第一に基づいて，幾つかのＥＵ規制での統計報告要求について削減を受けることが許さ

れるぺきという意見を持った。

エストニア２００６年１１月６－８日

2006年１２月２２日

要約

主な知見（国家統計局の調整役割の評価をふくめて）

(1)同業者評価チームは，エストニア統計局のパフォーマンスと専門性について非常に

良い印象を持った。これは局が，特に近代的独立国のニーズに対応して自らを再構

成するためにわずか１５年前に作業を出発させなければならなかったかなり若い機関

であるという点から見ると，大きな達成である。ヨーロッパ統計プログラム，古い

加盟国の統計局が数１０年間にわたって従事していた課題を，相対的に短期間にわた

って管理しなければならなかった。

(2)同業者評価は，合意されているとおり，実践規約の一定部分に限られており，エス

トニア統計局の制度的環境と統計情報の配布をとりあげる。しかし，エストニアの

政府統計の利用者とのインタビューと，エストニア統計局が２００６年９月に行った利

用者調査の結果から，規約のすべての原則に及ぶ優良な実践の指標からみて，大き

な前進が非常に速やかになされていることが確認された。しかし，ある利用者は顧

客のニーズを考慮に入れて，顧客により大きな焦点をあてることを見たいとのこと

であった。

－６０－



(3)エストニアでは２つの機関，すなわち，エストニア統計局とエストニア銀行だけが，

政府統計を作成している。両機関とも非常に良く協力しあっており，その分業は法

律にうたわれている。

(4)政府統計法に従いながら，エストニア統計局は，専門的独立』性，公平性，客観性お

よび統計的秘匿性の原則の実行を重んじながら，ヨーロッパ統計を生産し配布して

いる。チームは，この法律のいくらかの修正を勧告したい。修正は，特に，エスト

ニア統計局に，統計公表の時点と内容の問題で独立性を与える明白な条項を含める

必要と，局の方法上の独立`性とは乖離するように見うる年次計画の採用に関するあ

る条項（すなわち，統計調査を実施する際に収集し，使用するデータのリストの承

認）を削除する必要に向けてのものである。さらに，エストニア統計局長の地位と

役割をめぐっても法的な明瞭性が追求されるべきである。

(5)エストニア統計局は，データ収集義務に関する原則２には完全に従っている。行政

データを使用する権利に関しても強い条項を持っている．しかし，税務データの使

用に関しては，技術的ならびに組織的困難がなお存在する。政府統計が実施される

過程での個人データ保護法の願ｋ等に関する異なった解釈が問題を生んでおり，こ

れは直ちに解決されるべきである。

(6)現在エストニア統計局が使用できる資源は，ヨーロッパ統計の要求に応えるために

は十分であると考えられる。しかし，エストニア統計局がますます競争的になって

いる労働市場環境の中で，熟練したスタッフを獲得し，維持し続けることができる

ことを保証するためには，追加的資源が要請されるだろう。

(7)高い質の生産物を保証することは，エストニア統計局の主要な目的の１つである。

それにもかかわらず，品質に向けた体系的枠組みを導入し，そういった枠組みの中

に多くの既存の品質手段を含めることが計画されている。

(8)一般の利用者は，エストニア統計局が生産している統計情報へのｓクセス可能`性と

明瞭性に関しては肯定的意見を持っている。標準化されたメタデータの計画的導入

と電子的配布の一層の発展が，現在の状況を大きく強化するだろう。

(9)エストニア統計局の管理者は，実践規約の遵守を一層改善するための明確な解決策

を表明した。同業者評価チームは，この報告書の第７章で述べられている改善行動

についての野心的なリストを論議し，完全に支持した。

アイルランド２００７年１月２２－２４日

２００７年３月１５日

要約

アイルランドの中央統計局（この報告書ではＣＳＯと呼ぶ）は，統計事項に関するそ

の独立Ｉ性を保証するために,Taoisech(首相)府に付属する別個の局として１９４９年に設置

された。１９２６年と１９４６年の統計法は，１９９４年まで統計の編集のための法的基礎を提

供した。１９９３年の統計法（1993年２１号）は，アイルランドの政府統計の作成と配布
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に現代的な法的基礎を提供している。

同業者評価チームが抱いた印象は，ＣＳＯは公的行政組織の間では高く尊敬されており，

その統計的ならびに作業的な業績は，国全体で，政府，メディアおよび利用者にとって

認められているように見えるというものであった。

統計法の法的枠組みとＣＳＯによるその実践と手続きについての提示によって，同業

者評価チームは，ＣＳＯはヨーロッパ統計実践規約の原則によってガイドされていること

を確信した．ＣＳＯは原則1-6と１５（現在の同業者評価で評価される原則）の大半の指

標で「完全に」従っている。他の幾つかの場合，特に品質保証の分野で，規約の指標は，

かなり対応している，あるいは部分的に対応している，である。統計生産物の現在の品

質とスタッフの品質は非常に良いであったが，操作手続きの品質保証は，実施の過程に

あるだけである。

統計法は，実践規約の幾多の見地において，基本的資産であると考えられている。さ

らに，ガバナンスの点で，それは，１９８６年依頼活動してきた国家統計委員会

（ＮＳＢ:NationalStatisticalBoard）を設置した。委員会は戦略的な助言機関であり，

CSOに対する幅広い制度的つながりにリンクしている。

アイルランドの統計制度は，中央統計局が大半の政府統計に責任を持っており，高度

に集中化している。現在のＣＳＯの戦略的計画は，ＮＳＢの統計2003-2008年戦略報告

に導かれている。この戦略は政策立案の基礎になる証拠としての情報とデータ要求に応

じるために，統計への「全システム」アプローチを発展させることに焦点を置いている。

それが強調しているのは，ＣＳＯが，すべての公的システムに対して専門的統計事項に基

づくガイドを提供する際に，強力な中心的役を果たす必要である。それはまた，政府統

計を補足する源泉として行政データを一層取り上げることを主張している。ＣＳＯはこの

戦略を発展させ調整しつつあり，税務データや，より最近では警察による犯罪登録情報

といった幾つかの領域で，すでに取り決めを行っている。

評価の会合は適切に準備され，我々はすべての関連する人々に会う機会を得た。唯一

のケースであったが，事前にＣＳＯとの同意があったにもかかわらず，外部的要因によ

って，回答者の代表は，そのための会合に１人だけしか出席しなかった。．

Ⅱフランス２００７年１月24-26日

AdrianRedmond(座長：CSOJreland)，

MarcDebusschere(StatisticsBelgium),PedroDiazMurioz(Eurostat）

要約
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同業者評価の目的は，Insee(InstituteNationaldelaStatistiqueetdesEtudes

Economiques)が，ヨーロッパ統計実践規約の原則１－６と１５に従っている度合いを評

価することである。評価チームーAdrianRedmond(CSO,Ireland)が座長で，PedroDiaz

Murioz(Eurostat)とMarcDebusschere(StatisticsBelgium)からなる－は２００７年１月

24-26日にInseeを訪問した。インタビューは，Inseeとその地方事務所の管理者とスタ

ッフ，省庁の統計部門の長，ＣNIS(ConseilNationaldel,InfbrmationStatistique)と

その小委員会（利用者，生産者およびデータ提供者を代表する）のメンバー，主要な利

害関係者およびメディアと行われた。

主要な知見は以下のとおりである。

－Inseeは統計的問題における法的独立性を持っていないが，実践においては，専門的

独立性は，その文化の強固な部分になっている㈱しかし，その独立性がメディアにおい

てときどき疑問視されているという事実は,独立'性が常に保たれてはいないという理解

がある者にはあることを示している、

－フランスの統計業務においては，データ収集に関して強固な法的基礎を持ち，また行

政データへの優れたアクセスを持っている。

－スタッフの数と質は，統計的要求を満たす上では十分である。財政的資源は，改善の

余地を幾つか残しながらも，十分であり，新しいＬＯＬＦ(LoiOrganiquerelativeaux

LoisdeFrance)法はInseeに幾つかの柔軟性を与えている。

-1,seeにおける品質手続きは，十分に総合化された品質管理システムを使ってはいな

いが，高いレベルにある。最近開発された品質行動計画が目下実施中である。

－統計的秘匿性は，国のある特殊‘性にもかかわらず，法律によって十分に守られており，

この機関の価値としてしっかりと備わっている。企業と世帯に関して異なる扱いをふ

くむ二重の法的枠組みは，ある複雑さをもたらしている。

－Inseeは公平J性と客観1性に関して優れた基準を持ち，メディアをふくめてインタビュ

ーされた利用者は，Ｉｎｓｅｅとその生産物を客観的で党派的ではないと見なしていた。

－Inseeは，多数の広く利用されている配布生産物を有しており，これらは利用者によ

って高い品質を認められている。現在は，ウエブサイト上での一連の文書を増加させ

ることと，サイトのユーザーフレンドリネスを強化する必要がある。

－機能と地理において高度に分散しているにもかかわらず，この統計システム，制度的

にも技術的にも強く調整されている，主な調整役割は，ＣＮＩＳが果たしており，この

ＣＮＩＳは広い義務を持っており，また，生産者，利用者および他の利害関係者の間の

対話の場となっているにＪｎｓｅｅ自体は，概念，調査，技法，分類を調整する上で重要

な役割を果たしているそれは，省庁の統計部署の活動を調整し，ＣＮＩＳの秘書とし

て活動し，個人と企業のレジスターを管理し，政府統計のオンラインの窓口を維持し，

フランスの政府統計システムを国際的に代表している。Inseeはまた訓練とキャリア

開発の中心的責任を持っている。

－報告書で強調されている優良な実践としては，Inseeが管理している十分に開発され

たスタッフの異同システム，構造的事業統計の体系の根本的な再設計であるむ野心的
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なＲＥＳＡＮＥ(REfbntedesStatistiquesANnuellesdEntreprises)プロジェクト，およ

びInseeと諸省庁の統計部署が公表する政府統計へのアクセスを与える便利なウエプ

入口である。

同業者評価チームの勧告を要約すると

・Ｉｎ８ｅｅは，実行可能な限りで速やかに，統計事項での法的独立`性を与えられること

.’､seeの統計活動をその行政的活動と分離することの実行可能‘性が検討されるべき

であること

．’､seeがその品質報告を事業統計の全体的領域に拡大するプロジェクトを終えると

きに，品質報告は，すべての世帯調査に及ぶよう更に拡大されるべきであること

・事業と世帯のマイクロデータの扱いが非対称であること，および研究者がマイクロ

データにアクセスするＩｎｓｅｅの前提についての安全ナセンターを創設することの実

行可能性とを検討するべきであること

・全体的な統計的秘匿性規則と手続きを説明する文書を作成し，Inseeのウエブサイト

で。利用可能とすること

．政府機関と新聞への事前発表についてのInseeの政策がInseeのウエプサイトでもつ

と容易に入手できるようにすること。
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付録６日本統計研究所『統計研究参考資料」における「統計の品質」論のと

りあげ－目次の提示
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パネルディスカッション

統計における官学連携

司会森博美（法政大学日本統計研究所）

1．パネリストによる報告

パネリスト

竹内啓（東京大学名誉教授）

松田芳郎（青森県立大学教授）

菊地進（立教大学教授）

〔司会〕皆様よくご存知のように、わが国では、諸外国の統計制度の現状や新たな展開を

紹介するものとして、通称く赤本＞と呼ばれる「諸外国における統計の制度と運営』が、

行政管理庁統計基準部時代から今日まで貴重な情報提供を行ってきています。私ども日本

統計研究所研究所では、この赤本などで行われている情報提供のいわば周辺部分を多少な

りとも埋められるような制度研究をこれまで一貫して行ってまいりました。そのような仕

事を行ってきた中から何となく見えてきたのは、海外の多くの諸国では、学と官との間に

かなり良好な関係が構築されているのではないかということです。そこでは、官も学もそ

れぞれの立場を認め合いながら、お互いに活かしあっているという、そういった関係が作

り上げられているように思われます。

ところで、わが国の場合、どうも全体的に学は官によってあまり信用されていないよう

です。昨年度、統計制度改革検討委員会での議論の中でも、官と学との間の連携の仕組み

構築の必要性が取り上げられ、委員会の最終報告にもそのことは盛り込まれていたように

記'億しております。この点で、本日のテーマであります「統計における官学連携」という

のは、時宜に合ったテーマであると同時に、私どもの研究所がこれまで統計制度研究を中

心に研究活動を行ってきたことからも、意味のあるテーマ設定ではないかと主催者側では

考えております。これからの議論を－つの契機とすることで、今後、統計関連の各学会で

もその構築に向けて、学会内での研究体制や研究組織、さらには連携の内容や形態といつ

たこと等を巡って活発な議論が開始されることを期待している次第です。その意味では、

本日の討論は、そのためのkickofT的なものであると企画者としては考えております。

本日は、３名の先生方にパネリストとしてお出でいただきました。改めてご紹介するま

でもないとは存じますが、竹内先生は長く統計審議会委員としてわが国の政府統計の発展

に第一線で活躍してこられ、前統計審議会長でもございます。また、松田先生も同じく統

計審議会に長く関わってこられ、特に内外の統計事情にも詳しく、多少辛口的な表現も含

め､折々にわが国の政府統計に対して常にインパクトのある発言を行ってこられた方です。

菊地先生は、私も所属しておりますが、経済統計学会の中で特に政府統計に強い関心をお

持ちの方で、昨年度、学会内に政府統計研究部会という研究グループを立ち上げる際に中

心的に活動され、現在もその部会長をしておられ、どうすれば学と官とが相互にとって意
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味のある関係を築くことができるかということに関心をお持ちの方です。

パネリストの先生方は、恐らくこのテーマに関連してご報告されたい事柄を山ほどお持

ちだと思われます。ただ、本日のセッションでは予定討論者の先生方、さらには本日ご参

加いただいたフロアの方々からもできるだけ多くのご発言をいただくことが出来るように、

パネリストの先生方の報告時間を､敢えてお－人当たり１５分に限らせていただきました。

お話切れなかった部分については、最後に、討議で出された質問等への回答を含めて補足

いただければと考えております。

それでは、竹内先生からご報告をお願いします.

く竹内報告＞

竹内です。統計における官学連携という話ですが、私は大変結構なことだと思っていま

す。私自身、申し訳ないのですが、統計審議会の委員になる以前は、あまり官の統計のこ

とは知りませんで数学みたいなことばかりやっていました。統計審議会の委員になってか

らいろいろ勉強して大変面白いと関心を持った次第です。１１年ぐらい統計審議会の委員を

したのですが、その任期が終り辞めて、それから別のことに関心が移り、しばらくまた政

府統計のことにあまり関心を持っていなかったわけです。それからもう一度引っ張り出さ

れて、４年間統計審議会の会長をやらせていただきました。それでまたこれは重要だなと

再認識したわけです。何だか私自身がｏｎａｎｄｏｆｆみたいで、申し訳ないと思っています。

だんだんと統計における官学の提携というのが重要であると感じるようになりました。私

としてはもちろん、学から官へという枠組みでお話したいと思っています。

学から官庁統計あるいは政府統計への関わり方については、簡単に言えば三つぐらいの

タイプがある。－つは、消費者あるいは統計の利用者としての関わり方がある。その場合

に、いろいろな実証分析などを手がけるときにもちろん統計を使うわけで、利用者として

統計のお世話になるわけです。そうすると、この消費者としての立場から政府統計に対し

ていろいろと注文をつけるという話が起こってまいります．これはこれで統計を有意義に

使うために結構なことなのですけれども、私が統計審議会委員をやっていた時なども、そ

れはそれとして良いとしてもそれだけでは困る面もございます。時々、いろいろな注文を

おつけになる学者の方がお出でになり、統計というのは政府と国民のためにあるのであり

あなたが論文を書かれるためにあるのではない、と言いたくなることもあります｡つまり、

論文が出来るのは結構ですが、先生方が論文をお書きになったり学位をおとりになったり

本をお出しになるために政府はお金を使って統計を作る必要はあるのかということになり

ます。それで単に利用者の立場から、自分がこういった統計が欲しいからという観点だけ

で言うのは如何なものかと思うこともあります。

それから、消費者の立場と少し似ているのですが、もう一つ、批評家としての関わり方

があります。いろいろと官庁統計について、高踏的な批判をする。昔ははやっていました、

特にマルクス主義の立場から、日本の政府統計はブルジョア統計だからだめであるという

論評を加えるというのがそれです。そういう話は昔話で、中村隆英先生などはご存知です

が、若い方はご存じないかもしれません。それはどうでもいいですが、最近は別の方から

流行っています。アメリカの何とかいう学者が日本の統計はだめだと言っている、といつ
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て批判したつもりになっている。これも困ったもので、ご自分でここがだめだということ

が分かって言っているのなら良いけれども、アメリカの誰かがそう言っているからだめで、

アメリカの統計はこういう方式で、日本の方式はそれと違うからいけないといったそうい

う高踏的なことを言う人がいて、いわば頭ごなしに批判する。それが日経新聞に出たりす

ることがあり困ります、

私はだんだん生産者側に同情的になってきていて、これはまた伝統的な立場の方たちか

ら批判されることになるかもしれませんが、もう少し生産面で統計を作る対場に立って統

計学を語る必要があるのではないか、あるいはそれを非常に積極的にやる必要があるので

はないかということを感じています。それは別に何も政府統計を弁護せよとかあるいは統

計族になれとか御用学者になれと言っているわけではなく、実際に現実の社会の中で、ど

ういうふうにすればより良い統計を作っていけばいいのかという立場から関わっていくこ

とが非常に大事ではないかということです。それで、先ほど統計の品質についてのお話が

ありましたが、その中で－番大事なことは、いかにして最もrelevantな統計を、しかも信

頼できる統計を作っていくかということが一番大事なことだと思います。つまりそれは場

合によったら、現に存在する統計についてだけではなくて、まだない統計についてそれが

ぜひ必要であるというようなことを考えることをもちろん含んでいるわけです。統計体系

がどうあるべきであるか、そういった中で信頼できる統計を作るにはどうすれば良いのか

といったことをやはり学者として、統計研究者としての立場から真面目に考える必､要があ

るというのが第二点です。

それからもう一つは、先ほど伊藤さんも触れられたような統計の品質の問題です。現在

の日本の統計の品質についていろいろと吟味して、批判すべきところは批判して、それか

ら改善の道があればそれを提案するということが望ましいと考えます。そういうことに関

して、やはり統計をいかに作って、それをいかにまとめて発表するかということを含めて

統計のあり方をいろいろと議論するという点について、もっと学の側からも関心を持って

もらっていろいろと議論する必要がある。

最近、ここ数年、いろいろと統計のあり方に関する議論が急に起きてきて、政府の方で

も経済財政諮問会議の中に統計に関する委員会が出来たり、またその後、政府の方で統計

法の改正に向けての取り組みが行われたり、統計審議会に代わり統計委員会が発足すると

いったようないろいろなことが現在進行中であります。私はそれ自身は大変結構なことだ

と思っているのですが、どうして急にそうなったのかなと不思議に思わないわけでもあり

ません。そう申しますのは何故かといえば、小泉改革をはじめ世の中総じて改革ばやりで

して、もし小泉改革の延長線上にこの統計改革が出てきたら、相当大変なことになりそう

だと内心危倶していたのですが、先ほど伊藤さんが困ると言われていた統計の民間開放も

その－つです｡私は民間開放を全部否定は出来ないと考えています｡現在の状況の下では、

ある場合には業務の一部を民間業者に委託することは、今後ある程度やむをえないことだ

と思っています。その場合にも、それをきちっとしてやるべきだと思いますが、開放とい

うことはやはりおかしい、統計というものは、頭から民間にやらせるべき性格ものではな

いという気がします。そういうことについても、しっかりとした理論的な武装をすること

も統計に関心を持つ学者側の義務ではないかと私は考えています。それでも、いかにして

統計のコストを削減するか、いかにして民間に業務を委託するか、抵抗勢力を排除して統
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計局なんか廃止して民営化するかといったような方向に議論が行かなかったのは大変結構

だと思うのですが、そういう方向に議論が展開する危険性が全くなかったわけでもない。

なぜかまともな方向に議論が行ってしまったなと不思議に思っているのですが、その中で

私などもいろいろと議論に関わらせていただくことがあって、いろいろな先生方と討論し

ましたし、日本学術会議などでもいろいろやっておられました。これは、そういう点から

すれば、学の官への関与ということになります。その点では、統計学を専攻しておられる

方々がもっと政府統計にもっと関わる関わり方が深くなるきっかけが最近出来てきたので

はないかということで、それは大変いいことです。

ただ、ものごとはまだ始まりであり、今後どうなるかということが大切です。基本計画

というものを今後きちんと作ることになりました。これは統計審議会の折にもかつて統計

委員会の折にも「中長期構想」ということで森口先生が会長であった時と中村先生が会長

をしておられた時に二回にわたって出されました。実は森口先生が提案された時、もとも

とは「中長期計画」という言葉でした。ところが、「計画」というものを審議会が提案する

のはおこがましい、つまり「計画」という言葉を使ってはならないということでやむを得

ず「構想」ということに変更したのですが、しかし事実上は「中長期計画」にかなり近い

ものが出来たと思います。それは、その時に関わられた審議会委員の方々の努力で出来た

のです。その「中長期構想」は、その後、中村先生時に「新中長期構想」が出来た。それ

で、「基本構想」は今度、「基本計画」という形でもっと正式にやれることになったわけで、

大変結構なことです。ついでに申し上げますと、審議会は私が会長の時にそういうことは

一切やってはならないことになってしまった。その前まではそれをやってもよかったので

すが、私の時に「法施行型」の審議会に変わってしまい、それを一切やってはいけないこ

とになってしまった。行政改革によって審議会が縮小され、伝統ある経済審議会などはな

くなってしまいました。統計審議会も危うくなくなるところだったのですが、何とか形だ

けは残してやろうということで、一切そういう「計画」などを作ってはならないとなった。

ところが幸いにして今回、統計委員会として名前も変わるようですが、そこで「基本計画」

というものも議論できるようになった。

ということで、これは大変結構なことですが、長期計画の作成は基本的に政府がやるこ

とですが､それに際しては､皆さん学会の方々も大いに関心を持って頂きたいと思います。

「基本計画」の決定は政府が行うわけですが、その方向づけを与えるためにいろいろな研

究をして提案を行っていただきたいと思っています。

統計委員会というものが出来てこれはどういうものになるのかはまだ分かりませんが、

大内兵衛先生の時のような行政委員会で人事権もあるような強力な委員会には到底ならな

いとは思いますが、しかし審議会ではなくて委員会という名前になったら、多分少しはい

ろいろな権限が実質的に出てくると思います。当然、統計委員会のメンバーにも学者の方

が何人かなられると思いますが、そうでない方も含めてやはり「基本計画」というものを

作るということについて、いろいろと少なくとも参考になるような点について研究をして

意見を述べていただきたいという気がします。

そういう意味で政府の統計制度にも関わりやすくなりますが、もう少し学界としても、

制度的にそれに関われるような、少なくとも意見を言えるような仕組みを作っておいたほ

うがいいのではないかと思います。これが私が提案したい－つです。
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それからもう一つは、学者の中で政府統計に関心を持っている人がどれだけいるかとい

うことです。私などは後から立場上それに関心を持つようになったわけでして、他の人の

ことをとやかく言えた義理ではありませんが、現在、統計審議会委員をやっておられる方

の中で私から見ると若い世代に属する方もおられるわけですが、伺ってみると皆さん、５０

代の終りから６０歳くらいの人ばかかりです。皆さんもういいお年です。私が最初に統計

審議会の委員になった時、私はその時随分中年になってから統計審議会の委員になったと

思ったのですが、その時確か４０歳代後半でした。ですから、もっと若い方が入ってこら

れないと困る。このことは皆さんにお願いしておきたい｡私の目の届くような人ではなく、

ここにおられる若い先生方がより若い世代から政府統計に関心を持つような研究者を育て

ていただきたいと私は思います。まあ、政府統計に関心を持つといっても、それで学位論

文を書くとか、外国のジャーナルに投稿して受理されるということはなかなか難しい。今

の若い学者というのは、そういうことが唯一の出世の方向だと思っている人が多いようで

す。全員がそうとは言いませんが、そういう人がかなりいるので、なかなかそういう人を

政府統計に引っ張り込むのは容易ではない。けれども少なくとも助教授くらいになって正

式なポストにつくことができたら、日本の政府統計にもまともに関心を持っていただくと

いう方向にいっていただきたいと思っています｡そういう研究者をわれわれは育てないと、

官学協働大いにやろうとしても良く見たらみんな７０歳以上だったりということになりか

ねません．その辺りを良く考えていただきたい。それが私からのお願いです。そろそろ持

ち時間の１５分が来たようですので、私からのお話はこれくらいにさせていただきたいと

思います。

＜松田報告＞

松田でございます。それでは、ご報告をさせていただきます。

実は森先生から官学連携という非常に難しい課題を与えられまして、あれこれ考えまし

た。今、スクリーンに掲げておりますスライドに何故現職だけでなく、あえて一橋大学名

誉教授というものも載せたかといいますと、一橋大学では、付置経済研究所の中の、私の

古い所属機関の名称である日本経済統計文献センター（その後日本経済統計情報センター

と改称し、現在は社会科学統計情報研究センターとなっています）というのに言及したか

ったからです｡この附属施設に勤務して居りました時期に､その名称から判りますように、

私は古い統計資料を集める勉強もしておりました。それで、多少、統計調査の制度的な側

面を研究したといえるかと存じます。その関係で、先ほど中村隆英先生がご報告されたよ

うな話についてもいろいろと勉強する機会がありました。今日は、そのようなわけで少し

古い話をさせていただこうと思っています。

ポイントは、官学協同という時に、日本の常識と国際常識とは多少乖離しているのでは

ないだろうかということです。欧米では、統計学の世界と統計行政の間の距離はもう少し

近いのではないかと思っています。ただ、明治のわが国の統計の創世期を見ますと、そこ

のところは少し違うようである。その乖離したり、近かったりといろいろな状態で、必ず

しも一様ではない。それで、今は果たしてどうなのだろうかということを考えてみたいと

思います。
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明治の統計の創世期には、学者と行政との間の境界というものはあってないようで、杉

亨二が一所懸命スタチステイークと読ませる難しい字を漢字で造って導入した。また、も

う少し後でその弟子の呉文聡が農商務通信規則の大改革を行って個票調査による商工統計

の元祖を設計しておられた。他方、学者の世界では、社会政策学会が中心になって福田徳

三教授が工場法制定のために活躍しておられた。社会政策学会はともかくとして、統計学

社と東京統計協会、これは戦時中にいろいろなものが強制的に合併させられまして現在、

竹内啓先生が会長をされておられます日本統計協会になったのですが、これらがそれぞれ

発足した頃、各々機関誌を持っていたのです。それらを見ますと、この頃は学者と行政と

の距離は近かった。高岡熊雄教授は当時、北海道帝国大学農学部で勤務されてましたが、

道庁に働きかけられて、札幌区勢調査（明治４２年３月１日）を手がけられました。それ

から１９２０年（大正９年）に第１回国勢調査が実施されたわけですが、そのすぐ後、大正

１３年９月１日に関東大震災が起こりました。福田徳三教授は、政府に働きかけて関東大震

災時に人がどう動いたかを東京市の「震災人口調査」として１１月１５日に実施されまし

た。（福田徳三『復興経済の原理及若干問題』大正１３年、同文館参照）また戸田貞三、当

時若い東京帝国大学文学部助教授は､統計局との関係は調ぺても分からなかったのですが、

第１回国勢調査の時に速報集計に使用した、１０００分の１抽出の個票を用いて職業分類・

家族構造を分析されています。これは当時の所帯のなかにどのように非親族所帯員がいた

かを明らかにしたもので、当時の家族構造を示す重要なデータとして知られています。残

念ながら、その後はその様な集計はされず、第２次大戦後にならないと、家族構造の分析

が出来るような集計は行われませんでした。これら二つは、学者が協力すると政府統計に

とっても良いこともあるという実例になるかと思います｡

ところで、わが国で最初の国際統計協会（ＩＳＩ）の東京大会が１９３０年に開催される

わけですが、この頃は、どうも学界と行政の世界とが少し分離していた．多分行政がかな

り自分のやっていることに自信ができてきた。学者などの手を借りなくともいろいろなこ

とが出来ると考えたのではないかと想像しています。ご存知のように、ＩＳＩそのものは

発足以来、学者と行政の双方が参加する形で行われていましたが、第１回の東京大会は、

日本では学界からの参加者は非常に少数でした。中)||友長は統計局勤務ですから、蜷)Ⅱ虎

三、岡崎文規、郡菊之助、有澤広巳といったほんの一握りの統計学の先生が参加されただ

けで、その他の統計学者として知られていた汐見三郎も中山伊知郎も水谷一雄も森田優三

もみんな蚊帳の外でした。

そういうことでは困るということで、１９３１年（昭和６年）に日本統計学会が作られた

わけです。【表１】ところが非常に特徴的なことには、日本統計学会の第１回総会出席者

の所属機関は、スライドに示したような状況【表２】になっています。これを見ますと、

北海道帝国大学は農学部です。東北帝国大学からの出席者の中には、林鶴一という数学の

先生が珍しく入ってらした、東京帝国大学では地震研究所の寺田寅彦ぐらいで理工学部系

は帝国大学でほとんどおられなかった。大学の会員は、その殆どが財政学とか経済学の先

生が中心です。帝国大学で２７人の学会員がおられましたが、大学としては商科大学系の

会員が大勢おられたわけです。また、私立大学は、法政大学など一部の大学だけで、学会

員はわずかでした。従って、会員の大部分は、いわゆる高等商業学校という実業学校の先

生方でした。それで官庁は、１４名です，この他に、大原社会問題研究所のようなところか
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らの会員もおられました。結局、創立当時の数学者会員名は、わずかに７名で、そのなか

で統計数学の専門家は３人ぐらいと言われてます。

その頃は、統計を作成することの中身に関してもかなり関心があったということが出来

ると思います．いろいろな先生方が、実際のデータを改善するための努力をされていた⑰

財政学の汐見三郎とか労働問題の山中篇太郎といった先生方のお仕事については、皆さん

も良くご存知だと,思います。

ところで、第二次世界大戦の頃になってきますと、再度、学界と行政との距離が縮まっ

てまいります。高野岩三郎教授が、先駆的な家計調査である月島家計調査をおやりになっ

たことは皆様よくご存知だと思いますが、その後の全国的な家計調査のために川島統計局

長が、戦時中、東京産業大学と名前を変えさせられていたかっての東京商科大学の杉本栄

一、山田勇に家計調査の企画に協力を求められました。ですから、その頃は、ある意味で

官と学とがより強く連携していたわけです．しかし、一方では、先ほど大内兵衛先生のお

話が出ていましたが、多くの先生が大学から追放され窒息していた時代でした、

この時、高野岩三郎がこのままで統計が全部軍事機密としてマル秘になる。これでは将

来のことが慮られるとして皆さんを説いて、第１１回の日本統計学会総会で「中央統計文

庫設立二関スル意見書」という建議をお出しになりました。（実際にこの趣意書の大部分を

起草されたのは高野先生とのことですが、文章はどうも大内先生のもののようだと言われ

ています)。しかし、この統計をきちっと集めて戦時中を凌ごうということは、結局、実現

しませんでした。

敗戦後、これが先ほど中村隆英先生が詳細にお話になった時代です〃東大の近藤康男教

授であるとか森田優三教授といった学者が統計の実務の世界に局長として落下傘のように

降りてきた。一方では、標本調査という新たな統計技術に基づく調査を導入しなければな

らないということで、農林省とか総理府統計局に、後に大学に戻られたような数理統計の

専門家の先生方、奥野忠一先生、津村善郎先生、浅井晃先生という専門家が来られること

になるわけです。【表３】

さて、その後、もう一度行政が力をつけて、学者の言うことに耳を傾けなくてもやって

行けるというという時代が続いたわけです。

それでも、本当にそうなのかというのを考える仕組みが統計基準行政です。その中でご

苦労されたのが、先ほど中村先生がおっしゃっていました統計審議会だとか、それから竹

内啓先生が紹介されていた森口繁一会長の統計審議会答申『統計行政の中長期構想」とか

中村隆英会長のおまとめになった答申『統計行政の新中長期構想』です。ところで、行政

は本当に学を尊重する気があるのか、これは先ほど森博美先生が統計法の改正のためにい

ろいろ努力された中で苦労されたことだと思います。

それで欧米の動向はどうなっているかを少し古いところから思い起こしてみると、イギ

リスでは１Ｍ・ケインズ（Keynes）がＲ・ストーン(Stone)を統計局に送り込んで、国

民経済勘定の整備をさせた。戦後ですと、アメリカの場合には、Ｒ・ラグルス(Ruggles）

がイエール大学と兼務のような形で、センサス局で現在のミクロ・マクロ・リンケージ統

計の発展のための様々なプロジェクトをこころみた。ティンバーゲン(Tinbergen)がオラン

ダに居たことは皆様よ<ご存知のことですし、先ほどの伊藤陽一先生の報告にもありまし

たように、マランボウ(Malinvaud)はＩＮＳＥＥを指導した。また、インドではマハラビ
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ノス(Mahalanobis)のような学者が、政府は頼りにならないということで、私財を投じて

NationalSampleSurveyInstituteというのを設立するわけです。

問題は、竹内啓先生もおっしゃっていましたが、次の世代に一体何を残すことが出来る

のだろうかということだと思います。官と学との調和というのは、果たして可能なのか。

その問題を考える時に、やはり統計行政というのは一般の行政とは違う側面があるのであ

ろう、その部分をやはり考えてみる必要があるのではないか。伊藤陽一先生の基調報告の

中で、一般行政からの独立というのが国際的な標準になりつつあるというお話がありまし

たが、それに照らして果たして日本はどうなのだろうか。

一方では、行政からの独立を過度に強調すると社会の変動に即時的に対応するというの

が難しくなる。先ほどお話しました東京商科大学と戦後の一橋大学との落差に関して申し

ますと、阪神淡路大震災の時に丁度私は統計審議会の委員の－人でしたが、その時の国勢

調査の調査票の印刷に間に合う時期でしたので、地震の時の現住地情報を調査事項に加え

る調査票の変更を提案しました。もしこれを調査できれば、地震に伴う人口の流動を把握

することが出来たはずです。公式に統計審議会の議題に上る前に、これについて考えてみ

られないかと当時の統計局の責任者にいろいろと交渉致しました。そういうことは、この

時点では、出来ないといってにべもなく断られました。それで、これが統計審議会の統計

行政に対する発言力の限界だと認識したわけです。東京商科大学の福田徳三教授は、きち

んと関東大震災の後で、震災後の人口の流出に関しての調査を実行するように働きかけて

実現できた。この落差は、どうしようもないというのが、私の率直な感想でございます。

この次にはこのようなことがないように、有事には対応できるようにというのが、本日の

私の話のポイントでございます。

表１．日本統計学会の発足：１９３７年設立の発起人

蜷川虎三、財部静治、汐見三郎京都帝国大学

有沢廣巳東京帝国大学

中山伊知郎、藤本幸太郎東京商科大学

水谷一雄柴田銀次郎神戸商業大学

宗藤桂三同志社大学

小林新早稲田大学

郡菊之助名古屋高等商業学校

森田優三横浜高等商業学校

中川友長内閣統計局

(出典）森田優三『統計遍歴私記』（日本評論社、１９８０）
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表２．会員所属機関別分布（発足総会･第１回）

京城高等商業学校１

大倉高等商業学校１

関西学院高等商業部４

県立神戸高等商業学校１

横浜商業専門学校２

束京高等蚕糸学校１

横浜高等工業学校１

帝国大学

北海道帝国大学

東北帝国大学

東京帝国大学

京都帝国大学

九州帝国大学

京城帝国大学

５
２
２
８
，
１
１

２

官公庁

内閣統計局

簡易保険局

資源局

農林省統計課

北海道庁長官官房

千葉県学務部

東京市役所統計課

大阪市役所

商科大学

東京商科大学

神戸商業大学

大阪商科大学

咽
７
１
１
１
１
１
１
２

鍋
７
７
９

私立大学

早稲田大学

慶應義塾大学

法政大学

同志社大学

９
４
１
１
３

各種研究所等

大原社会問題研究所

倉敷労働科学研究所

汐見理化学研究所

三菱合資会社

協調会

東京市政調査会

９

３（高野･森戸･大林）

１

１（小倉金之助）

１

１

１

高等商業学校等

小樽高等商業学校

福島高等商業学校

横浜高等商業学校

彦根高等商業学校

名古屋高等商業学校

和歌山高等商業学校

高岡高等商業学校

松山高等商業学校

山口高等商業学校

高松高等商業学校

長崎高等商業学校

大分高等商業学校

羽
２
１
２
１
３
２
１
１
１
１
１
１

所属不明（権田保之助）１

合計１１７

組織会員２

大阪商科大学研究所

柳沢統計研究所（柳沢保恵）

〔注〕『日本統計学会年報』第１年所収の昭和７年１月末の会員名簿から作成。

－７９－



表３：官学の交流年表抄（本表は報告時のスライドに手を入れたものである）

明治の統計創生期：学者と行政の境界が定かでない。

杉亨二太政官政表課に勤務＞共立統計学社を作り統計学の導入を試みた。

呉文総（杉の弟子）農商務省農務通信規則を発展させた＊。

＊会社票、工場票を明治２７年改正で導入。個票調査の全国的規模の最初。

学者の協力期

工場法制定＝社会政策学会・・・福田徳三（明治７年一昭和５年）

・社会政策学会：福田徳三の活躍の場

・統計学社（明治９年=1976年）【｢統計学雑誌」刊】

・東京統計協会（明治１１年＝1978年）【「統計集誌」刊】・・・第２次大戦時に

合併：日本統計協会【｢統計」（現在)】

国勢調査創生期：学者の提起：官学一致期

各種市勢調査等を経て、大正９年国勢調査が実施.この年中央統計委員会創設＊

この間多くの統計学関係学者の協力があった。

＊背景：「統計の進歩改善に関する件」大正５年５月１０日内閣訓令第１号

高岡熊夫札幌区勢調査＝北海道帝国大学農学部教授

福田徳三東京市、［関東大］震災人口調査＝東京商科大学教授

戸田貞三第１回国勢調査職業分類を設計

（自分の社会学者としての関心で家族構造分析）

内閣統計局嘱託？＝東京帝国大学文学部助教授

高野岩三郎月島家計調査＞大正１５年家計調査＝東京帝国大学教授

国際統計協会東京大会：乖離の時代＞行政が自信をつけた時期

第１９回大会昭和５（1930年）：他の諸国と異なり、政府の統計関係者だけ参加

学者の参加：少数（蜷川虎三、岡崎文規、中川友長、郡菊之助、有沢広巳）

日本統計学会の発足：昭和７＝１９３７年設立

官と学の交流の活発化

汐見三郎税務統計を通じて所得分布の研究＝京都帝国大学経済学部教授

上田貞次郎・山中篇太郎工場統計・労働統計＝東京商科大学教授

第２次世界大戦期

第１１回の日本統計学会総会：「中央統計文庫設立二関スル意見書」（建議）＊
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＊高野岩三郎の問題提起

杉本栄一・山田勇家計調査の改定計画＝東京産業大学

川島統計局長の依頼

第２次世界大戦後：統計改革と官学一致：標本調査の導入期

森田優三総理府統計局長＝横浜高等商業教授

近藤康男農林省統計局長＝東京帝国大学教授

他にも多くの統計学者が行政の長に就任

標本調査の導入期の官庁統計研究者とその後の大学への転出

奥野忠一農林省＞東京大学教授、

津村善郎農林省、

浅井晃総理府統計局＞千葉大学教授

く菊地報告＞

立教大学の菊地でございます。よろしくお願い申し上げます。まずは、日本統計研究所

の大内賞受賞、心よりお慶び申し上げます。

統計研究所には、私が所属しております経済統計学会の本部事務局がおかれておりまし

て、その面で常日頃大変お世話になっております。その御礼の意味を込めまして、本日の

報告テーマに入る前に、経済統計学会のことについて少し触れさせていただきます。

経済統計学会、当時は経済統計研究会という名称でございましたが、社会科学としての

統計学を研究目的として１９５３年に創立され、１９５５年に「統計学』を創干Ⅱしています。１９７５

年に創刊２０周年記念号を刊行し、その後、ほぼ１０年毎にその間の学会活動を総括するも

のとして記念号を出しております。昨年出しました５０周年記念号では、私が編集委員長を

務めましたが、そこでは従来の記念号とやや編集方針を変え、２１世紀に出す最初の記念号

ということで、現在の統計あるいは統計学が直面する課題についてジャンル別に展望論文

を書いてもらい、特にどのような点について今後われわれの研究の重点を置くべきである

かを積極的に問題提起してもらいました,、

また、経済統計学会では政府統計の研究にこれまで以上に積極的に取り組むということ

から、学会員以外で本日の会にご出席の松田先生、舟岡先生、清水先生といったわが国の

政府統計に深く関わってこられている先生方、さらには官庁で統計を企画、作成されてお

られる方々をお招きしていろいろとお話を伺い、勉強させていただいております。

さて、本題の統計における官学連携というテーマですが、本日はまさにそれを牽引して

おられる先生方が多数ご出席ですので、私から何かを申し上げる点などほとんどないわけ

でございますが、テーマを「統計における官学連携」から「官学公連携」という具合に少
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し広げさせていただいて、むしろ先生方にお願いをするという視点からお話をさせていた

だければと思います。

２月１３日に統計法改正案が国会に出され、衆院での審議に入っておりますが、これがゴ

ールということではなく、問題はこれからなのであろうと思います。上程された統計法で

は、公的統計の整備に関する基本計画の問題、統計委員会の問題、行政記録の活用等さま

ざま触れられていますが、その実効性は、統計への国民の関心、理解がどうなるかによっ

て大きく変わってくるのではないかと思います。また、統計への国民の理解はほうってお

いて身につくものではないように思います｡では、どうすべきか。そのポイントの一つは、

地方での統計の利活用ではないかと,思います。

行政記録の活用や民間委託が進められるといっても、地方自治体による実査の部分は残

るわけでありまして、その状況は直ちには変えられないと思います。そのことを前提して

考えますと、社会の情報基盤として統計が使われるためには、地方自治体が統計の実査を

担うというだけでなく、それを活用する最大の部隊とならなければならないと思います。

それが統計の役割を国民に浸透させていく基本のルートであるように思います。統計充実

を目指す側で、そうした戦略戦術が明確になっているかどうかが問題になってくると思い

ます。

これまで地方自治体の統計課は総務部に置かれ、大変地味な部署であったように思いま

す,、それがこのところかなり変わってきているように思います。まだ変わっていない地域

もありますが、基本的な方向としては企画政策部におかれるようになってきている。実査

を担いながらも、機敏に各部署へ統計情報を提供しなければならなくなってきている。

実査を超える独自の活動部分として、県民経済計算の作成、地域ＩＣ表の作成、景気動向

指数の作成、地域統計情報の提供がありますが、それをさらに超え、地域経済動向分析を

公開型の政策会議・景気会議で報告するようになっている。すなわち、表舞台での役割を

求めるケースが出てきています。これは大変大事なことであろうと思います。

統計課にスポットライトが当てられないで、国民の統計に対する理解が進むはずがない

わけであります。統計課を政策企画部に移し、ＰDCAサイクルの担い手として明確に位置づ

け、活躍の表舞台を用意する。こうしたことを全国的に進めるということは決して不可能

ではないように思います。

しかし、そうはいっても統計専門の職員が不足しており、頻繁な人事異動もあり、それ

をどうするかという問題があります。これはもうあきらめるしかありません。どうあきら

めるか。簡単です。みんなが統計を使えるようにならなければならないと割り切っていた

だくことではないでしょうか。全員統計力の時代であるということです。

異動で統計課の実査担当についたならば、統計の癖を知るいい機会と考える。キャリア

アップの大事なステップと考える。そのように割り切って仕事をしたら、次の部署に行っ

てから関係する政策課題を考えていく上で、統計の独自利用ができ、市民に示せる問題提
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起ができたので、統計課を経験してよかったという話を聞いたことがあります。学生時代

に統計学とはまったく無縁だったという方の話です。こういうものの考え方が全国的に広

まっていって欲しいなと思います。

しかし、全員統計力の時代といっても、統計加工や統計分析において専門知識の必要な

こともあります。統計課の人数が減少傾向の中でその役割の増大に応えていくには、方法

はひとつしかないように思います｡学との連携です｡各地に統計学の研究者が必ずいます。

もっと協力し合ってよい。そのことによって、研究者の問題意識もより豊富化されるよう

に思いますこ～

行政の方は、大学の研究者と連携するには予算を用意しなければならないと思い、シュ

リンクしてしまいます。しかし、大学へは第三のミッションとして地域貢献・社会貢献が

課されており、いろいろな形で研究費の捻出が可能となっているように思います。その一

部を統計における連携に役立てることは十分可能ではないかと思います。

その上で地方自治体に望みたいのは、地域の抱える諸課題・諸論点を、統計を使って捉

え、市民と共有できるようにすることです。三鷹を考える論点データ集などは大変参考に

なる。市の全課の職員が協力して作成しています。統計を使って、市の抱えるさまざまな

問題について市民の共通理解を得ようとしています,、

統計係の位置づけを大きく変えたという三鷹市での取り組みはESTRELAですでに２００４

年に報告されています。三鷹市は地域コミュニティ作りで有名で、そちらのほうには引き

もきらずヒアリングが入っています。あまりに多くて、整理券を出しているということで

すが、統計係りの方へはヒアリングはまったくないということです。先月７～８人でお邪魔

したのですが、聞きにこられたのは初めてですよということでした。統計の世界、これで

はいけないのではないでしょうか。良い取り組みについては、貴欲に吸収しようとする、

そんな雰囲気がみなぎってくるのでなければならないように思います。

そうした方向に切り替えるためにも、学との連携がやはり模索されるべきではなかろう

かと思います。統計法改正以降、統計の基本計画策定に向けた取り組みが始まっていくと

思いますが、そうした計画が社会の支持を得て、国民の統計への認識をいっそう深めてい

くためにも、地域での統計利用が常にセットで考えられていくのでなければならない。そ

して、そのためにも地域における統計活用をめぐる学との連携が大事なポイントになる。

その意味で今必要な「統計における官学連携」とは、中央から地方までの重層的な官学連

携でなければならないだろうと思います。すなわち「統計における官学公の連携」であろ

うと思います。

私からはお願いという意味をこめて、以上の点を強調させていただきたいと思います。
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2．予定討論

予定討論者

清水雅彦（慶応義塾大学教授）

永山貞則（元早稲田大学教授）

溝口敏行（広島経済大学教授）

美添泰人（青山学院大学教授）

〔司会〕以上のパネリストの先生方からのご報告に引き続いて、予定討論者の先生方から

ご発言をいただきたいと思います。本日は、清水先生、永山先生、溝口先生、そして美添

先生という４名の先生方に予定討論をお願い致しました。４名の先生方は、いずれも統計

学者として所属しておられる日本統計学会等で中心的にご活躍されておられるとともに、

官との関係においても現職の統計審議会長あるいは審議会委員、また以前に統計審議会委

員さらには審議会長経験者、あるいは元統計局長として官における統計を文字通り牽引し

ておいでの方でございます。

本日は、そのようなこれまでのご経験を踏まえつつ、統計における官と学との連携とい

うことでご発言をお願いしたいと思います.なお、先生方には、先ほどのパネリストの先

生方のご報告に対するコメントというよりもむしろ、ご自身が普段からお考えの連携の内

容あるいは今後の連携の在り方など広い視野からのご意見をいただき、パネリストの先生

方、さらにはこの後フロアから頂戴するご発言と合わせて、今後、統計関連の諸学会で官

との連携の在り方を具体的に検討する際の出発となるような論点の提供をお願いしたいと

思います。

持ち時間各１０分ということで恐らくお話になりたい内容あるいは私どもがお伺いした

い事柄を尽くすことは到底無理ではないかとは存じますが、宜しくご協力お願いしたいと

思います。それでは、五十音順に清水先生からお願いします。

く清水報告＞

清水でございます。今日、－このようなデスカッションが行われることについては、相当

前に森先生からお知らせいただいてはいました。ただ、非常に簡単な説明書きのメールを

下さっただけで、一体何がなされるのか全く見当がつかないままに、私ども討論者として

予定されている者は何を題材にして討論したら良いのか、今日初めてパネリストの先生方

のご報告をお聞きして考えたことであります。従って、私などは十分整理が出来ておりま

せんが、お三人、とりわけ竹内先生、松田先生のお話につきましてはこれまでにも伺って

いたことであり、多少私も同じ思いをしているものですから、まともな討論が出来るかど

うか大変危うく思います。菊地先生の話も大変興味深くて、お二人の先生とは多少違った
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視点から捉えられておられたということで、この点についてももしも時間がありましたらⅥ

あとの討論の場で発言させていただきたいと思っています。

さて、ところで、先ほど松田先生に歴史的な経緯の中で、ここで連携の対象になってい

る官と学との乖離を日本の常識と国際的な常識との乖離という形に置き換えて、日本の中

での統計行政および統計の作成の歴史の過程でどのような日本特有の乖離現象が生じてき

たのかというお話がございました“

私が統計行政に関わるようになったのは実はごく最近の話で、現在も統計審議会委員の

末席を汚しておりますけれども､その時にはすでに竹内先生からお話がありましたように、

法施行型の審議会に移行しておりました。私の４年弱の短い経験から言えば、統計審議会

に関わっている研究者、ここでいう学の立場から入っている人間が、どちらかと言えば統

計行政の方に身を寄せて、その枠組みの中で検討するケースが大変多くなってきたのでは

ないかと思います。これが本当に日本の統計を発展させる上で良いことなのか悪いことな

のか、実はそういうことが起こる背景には、統計行政が対象とする問題の問題なのです。

実は制度設計を抜本的にやり直すとか政府統計の主要なものについてここでスクラップ

アンドピルドを前提にした審議を行うという前提がない限り、実は統計行政というものは

一旦出来上がった統計の体系を踏襲していく、踏襲していくときに特段の問題が有るか無

いかだけのチェックを統計審議会の中で、官と学との連携という形で行われているのでは

ないかという気がしています。これは私自身の反省点でもあるのですが、そこを－歩踏み

越えて、何を為すべきであろうか。それが、実は統計審議会等々の審議機能をとりまく制

度的な環境の変化に俟たざるを得ないであろう。その環境の変化というのが、先ほど竹内

先生からもお話がありましたが、統計制度の改革に関わる久し振りに大きな議論が生じて

きて、これが実は統計制度の抜本的な改革を目指して統計法の改正にまでつながり、いよ

いよこの１０月から統計委員会に名を変えて始まりますが、私はこれが－つの大きなチャ

ンスであると思います。何を以ってチャンスというかと言えば、先ほど申し上げましたよ

うに、抜本的な制度設計のやり方から考え直すのだということに関して言えば、真の意味

での官と学との連携が必要になってくるであろう。

それと同時に、連携のあり方についてもここで見直しておく必要がある。学の方から加

わった方々が何を代表して加わっているのかなかなか見えにくいのですが、統計行政に身

を寄せることによって、学のサイドから制度設計に対して積極的な発言を行うということ

かと思います。この点に関しては、伊藤先生が講演されたこととも関連しますが、幸か不

幸か、日本の場合にはヨーロッパの国々のように、隣接する歴史的な過程がないままに日

本の国内統計の整備に邇進してまいりました。それで、隣国との関係とか隣国の統計をわ

が国がどのように政策的に利用するか等々の観点がないために、国際的な原則の適用とい

うことがなかなか出てこない。そうだとしますと、日本の場合には、国独自の統計原則と

いうものをどこかで定めなければならない。これについては、官よりも学の方がより積極
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的に関与すべきではないかと考えます。

もう一つだけ最後に申し上げておきたいことは、官と学との間の交流が一層促進されな

い限り、今現在、わが国の統計制度が持っている問題を解決するときに、あまり大きな進

歩は期待できない。この交流という問題については、－部、松田先生などが積極的に官に

あって統計の実務、統計の作成に関わっている人たちを学の世界に一時的にせよお招きし

て、その中で大変な議論を重ねてこられたことは私もよく承知しております。それが、も

う少し大規模にわが国の政府統計全体の制度および作成に関わるところまでそのような連

携が図られれぱいいのではないかと思います。

まだまだ申し上げたいことはありますが、一応、私の発言のポイントだけ申し上げて、

この後で追加的にお話をさせていただきたいと思います。

＜永山報告＞

永山でございます。

今日のパネリストと討論者を見ますと、皆さん大学の先生で、官庁経験者は私一人のよ

うですので、官の側からということで少しお話をさせていただきます。

竹内先生、松田先生、菊地先生から、官学連携についてそれぞれ大変興味あるお話を伺

いました。その中で歴史的な展望のお話がありましたが、学の側から見ると、官学連携が

進んでいる時は学者の言うことを官がよく聞く時であって、宮が聞かない時には離れてい

る、という感じに伺えるのです。そういう意味でいわれたわけではないでしょうが、どう

もその辺が官と学との立場の違いで、多少、ニュアンスが変わってくることがあると思い

ます。

ただ今、清水先生から統計の制度設計に関する官学連携について、かなり詳しいお話が

ありました。そこで私は、多少観点を変えて、統計理論と統計作成の実際とが、どう連携

しているかについて、話してみたいと思います。

官と学の連携の場というのは、制度的には統計審議会の専門部会、あるいは吉川委員会

とか、かっての「中長期構想」の検討会といった制度として設けられた場がございます。

それとは別に、各省の内部に設けられる研究会あるいは部会という場があります。これは

あまりオープンになっていないので、ご存じない方も多いかとは思いますが、かなり実質

的な官と学との連携が行われているのですｏ

各省庁が内部に研究会を設ける目的は３つあります。一つは、新しい調査を企画する、

あるいは大きな改正を行う、そういう時に学者の先生方といろいろ議論を重ねて企画が行

われます。２番目は、物価指数とか国民経済計算といった加工統計、そういうものを検討

するための研究会があります。新しい調査を企画するのは多くはアドホックな研究会です

が､加工統計の場合はかなり長期に継続的に行われている研究会です｡それから３番目は、
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統計の結果の分析あるいは利用を学者の先生方と一緒にする。これは、多くは民間団体な

どに委託して、外部に研究会を組織してもらってそこで研究するケースが多いかと思いま

す。官庁の統計担当者はなかなか最新の理論を追っている時間が少ないので、学者先生方

から理論的なバックアップをしてもらうし、また先生方も統計作成の実際を知るという点

では、絶好の機会となっていると思います。先ほど竹内先生から、若い先生はもっと統計

の実際を知って欲しいというお話がございましたが、この研究会は、そういう役目も果た

しているかと思います。

一つの例として、物価指数研究会についてお話申し上げますと、この研究会が発足した

のは昭和２０年代のはじめです。ご存知だと思いますが、当時は統計研究会に各省が研究

を委託して､指数部会とか労働部会､人口部会等々いろいろな研究部会か組織されました。

そこへ大学からも官庁からも多くの若手が参加して自由な議論が行われました。今から見

ればきわめて密度の高い官学連携が行われていたと思います。その後それらの研究会は、

各省に引き継がれてゆきました。ですから物価指数研究会は、指数部会から数えると５０

年以上の歴史を持っています。本日おいでの中村先生や溝口先生はじめ多くの先生方にご

協力をいただいてきているわけです、

そういう内部の研究会では、理論的なバックアップ、物価指数の場合には、指数の理論

を実際の物価指数にいかに反映させるかという細かい検討が行われます。また外部からの

批判、高度経済成長時代には物価指数は低すぎるといわれるし、デフレの時には逆に指数

が高すぎるというような批判に対して、やはり理論的、実際的にどう対処するかという検

討もおこなわれ、指数の改善に役立ってきたと思います。先ほど竹内先生から日経新聞の

記事で米国の学者による批判の話が出ましたが、その中で日本は学者の意見を全く聞かな

くて役所が勝手に物価指数を作っているというような主張がありましたが、実情は全く違

います。ただ、日本は海外に対してもう少しＰＲしておく必要があるかと思います。

統計審議会で検討される段階では、ある程度原案ができているので、なかなか自由な議

論というわけにはいきませんが、内部の研究会は固まる前の段階ですので、自由な実質的

な検討が可能です。この研究会での討議の結果は報告書のような形で出されてはおります

が、外部からみるとやはり閉鎖的な感じはぬぐえない。また学者が－部に偏るのではない

かという批判もあります。たしかに、もう少しオープンな形にしてゆく必要があるとは思

いますが、それらの研究会は官学連携の場として大きな役割を果たしていることは確かで

す。今後、各省という枠を超えて、もう少し広い範囲の研究プロジェクトが出来て、官と

学とが共同の目的で研究をする、そういう場ができてもいいのではないかと思います。そ

の場合、単なる議論ではなく、最終生産物の具体的な目標を掲げて、最後に成果物を出す

という形で研究をしてゆけばまとまるかと思います。

組織の問題とは別に、清水先生からお話のあった人的な交流の問題も重要と思います。

先に松田先生が、客員研究員として統計局の中に入っていろいろご指導され成果をあげら
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れましたが、今後客員研究員等いろいろな形で学者が官庁の中に入って交流の場を広げる

ということも非常に重要だと思います。最近はミクロデータの利用等と絡めて、客員の制

度をもっと活用しようという方向に進んでいると,思います。

パネリストや清水先生からお話のあった統計制度についての官学の連携ももちろん重要

ですが、私は、理論と統計作成の実際とを結びつける実質的な官学連携を、具体的な形で

進めることも極めて重要と考えております。

私の話はとりあえずこれで終わらせていただきます。

＜溝ロ報告＞

溝口でございます。

パネルディスカッションの一般的傾向かと思いますが、討論者が後になればなるほど自

分が言おうと思っていたことが言われてしまいまして、新しく考え直さなくてはいけない

わけです。先ほど竹内先生と松田先生から、戦前から戦後にわたる学界と官庁の統計をめ

ぐる関わりのあり方ということをお話になりましたので、それについて、若干補充をした

うえで、私の意見を加えたような形でお話をまとめてみたいと思います,

戦前につきましては松田先生のおっしゃった通りで、特にコメントはありません。大内

委員会に関する議論では、－つ重要なことが落ちておりまして、大内委員会が当時、統計

法を作りました時に、政治からの中立ということを非常に強く言われたことに注目する必

要があります。皆様ご存知のように、欧州委員会等の統計の品質評価の中でも政治的中立

があげられているわけです｡この主張が､戦後の混乱期にかなり効果を持っていたことは、

ここでやはり評価すべき点として付け加えておくぺきであろうと思います。

その後、昭和３０年代に至るまでの間は、非常な混乱期でありまして、その混乱期には、

先ほど竹内先生も言われたように、「統計の階級性」をめぐるイデオロギー論争があったわ

けです。今から言えば、最近の消費者物価論争と同じ－種の神学論争だろうと思います．

これをのりこえる過程で先ほど永山先生が追加されましたように、学界と統計作成者の間

の交流が大きな役割をはたしました。当時の統計研究会の中で、やはり評価の中に加えて

おくべきであろうと思います。

その後、昭和３０から４０年にかけまして、これはそれまでどちらかといえば、政府統計

全般に対して批判的な側に立っておられましたマルクス主義統計学をやっておられた先生

方が、織密な統計調査の研究をされるようになりました。この結果は、当時の統計調査を

やっておられました調査部局に一種の緊張感を持たせたわけです。その意味で、政府統計

に対する間接的な効果としては非常に大きな効果を持っていたのではないかと思います。

すなわち､政府が勝手に調査を進めるのではなく、慎重に作業が進められたという意味で、

表にあらわれてはいない効果があったと私は思っております．
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その当時、私は比較的若い年代で統計審議会の専門委員に入れていただいたのですが、

検討委員会での指数の審議にあたって、そこではいろいろ意見を申し上げますと反論があ

り、たいてい潰されてしまうわけです。ところが、次の改訂時期になりますと、不思議な

ことにその意見が見事に反映された格好になっている。先ほど松田先生が言われた学界と

作成当局との力関係で、まさに官が強かったのですが、それでも官が決して学者の言うこ

とを無視していたわけではない．この点はやはり正当に評価してあげないと官庁側に失礼

であると思いますのでこの点は是非ご理解していただきたいと思います。

さらに１９７０年代に大規模標本調査などに調査を拡大しますが、調査の設計については

先ほど永山先生が言われましたように、いろいろな委員会が出来ていました。これを通じ

て学界の側からの意見をそれなりに反映させていただいたということで、非常にうまくい

っていたのではないでしょうか。ただ、この時期になりまして、学者側の対応の仕方がか

なり変わってきたと思います。戦後初期の統計調査を取り扱っておられた学者の方々は、

どちらかといえば全体の制度論とか統計体系全体を見るような人が比較的多かったのでは

ないかと思います。

１９７０年代に入ってまいりますと、個々の政府統計の分野でかなり詳細に研究された方々

が官庁とお付き合いになるケースが増えてきました。一例を挙げますと慶応大学のグルー

プは、産業連関表の作成に側面から多くの貢献をされたと理解しております.一方、先ほ

ども話が出ておりましたが、倉林先生が作間先生などとともに、現在の国民経済計算を作

っていく上で非常に大きな貢献をされました、また、最近、家計経済研究所による家計の

パネル調査の発展が注目されています。これについては、予算はもちろん家計経済研究所

が大変努力なさったわけですが、その企画立案については、複数の学者の方が大変深く関

わっておられます。それから、先ほど永山先生が触れられましたが、松田先生を中心とす

る個票利用の促進について学者が関係したということがございます。

このように、多様な分野で学者が官庁に対して貢献してきたということがあります。こ

れまでは、現在実施されております統計調査に関連することでございます。このほかに多

少、手前味噌になりますが、私ども一橋大学経済研究所が手掛けました仕事の中に、ＬTES

（長期経済統計）の仕事があります。これは、官庁の統計を過去に遡って整理して行って

それを使用可能な形に加工するという作業です。この作業は最近、統計局が肝いりで『日

本統計年鑑」あるいは『帝國統計年鑑」の数字を使って長期時系列を作るという作業にも

つながっています、これらは、どちらかといえば、学者がイニシアティブをとった作業の

結果がこのような形となったものと思われます。

このようなことが実現されたのは、学者が努力したからということもございますが、よ

り大きな理由は、高度成長期に予算が比較的潤沢であったということであろうかと思いま

す。予算が潤沢な時期には、よく問題になります分権型と集権型のうち分権型の方がうま

く機能する傾向があります艀，というのは、本来、各省庁が必要とする統計予算が不足した
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場合別の予算項目を振り替えて調査を実施している例があるからであります。例えば、中

小企業庁の予算を使って経済産業省が行っている大きな調査がありますけれども、そのよ

うにして統計予算の確保には分権型が非常に便利であった｡私が統計審議会の委員をやっ

ていた時代は、このようなハッピーな状況でありました。審議会で発言すれば、何時とは

なしに実現するという時代でした。

ところが、審議会の会長になった瞬間に状況が一変し、次第に統計予算に対する風当た

りが強くなってきました。まず、統計調査に対する負担が大変だということで、官庁の方

から嵐が吹いてきた。今度は、より強い強風がプライバシー意識ということで、民間から

吹いてきた。その後でバブルが崩壊したわけです。そういうことで、－時、非常に悲観的

になりました。

その時に考えたのでありますが、やはり統計というのは外部経済であるので、応援団が

いなければなかなか発展していかない。その意味で私どもは、予算潤沢の時にやや自分の

専門の興味だけに流れて統計全体を見ることをしなかったのではないかという反省を持っ

ております。応援団を作るという意味では、統計を出来るだけ多くの人に利用していただ

くことが重要です｡そういった面で見てみますと､統計を一般に普及させる－つの方法は、

データベースを国が作ってそれを広く開放することであります。これはわが国でもかなり

行われているとは思いますけれども、他の一部の国と比較いたしますと、データベースは

各省庁の分散型になっている点に問題があります。全く素人の人がデータを得ようとした

場合､分散型データベースにアクセスするにはかなり大きな努力が必要であります｡最近、

韓国で統計庁が出来、データベースのシステムを作り直したわけですが、全ての省庁のデ

ータベースについて、統計庁を通して非常に検索しやすくなっています”そのような努力

を今後、学者も加わって是非やっていかなくてはいけないと思っています。

その他、もう一つ是非ここで希望しておきたいことは、現在の統計改革の中で行政資料

の利用ということがあります。これは、統計調査を減らすという意味で大変プラスなこと

であり是非促進していただきたいと思いますが、行政資料を利用して何らかの統計を作っ

てしまった後､一般の人はただ出来上がった結果を眺めるだけということになりがちです。

行政資料そのものを一般に対して公表するということは大変難しいことなのですが、これ

を一般の方々が出来るだけ細かいレベルで利用できるような形で加工した上で提供される

ことが望ましいと思います。それらの工夫は、国民へのサービスという意味で是非続けて

いっていただきたいと思います。

国民へのサービスの観点から－点だけ申し上げます。日本の統計で非常に優れた点は、

遡及統計が非常に多い点です.国民経済計算では、現在のベースで過去への遡及が行われ

ていますが、遡及統計の代表的なものとして、「○○統計何年史」というのがあります｡『工

業統計５０年史」であるとか『家計調査○年史』というものです。あの資料を組み替える

ことによって、過去の統計が生き返ってくる。この分野を学者がこれから担っていくのか
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あるいは官庁にお願いするのかというのはありますが、この点を是非見落とさないで改革

を進めていただきたいと思います。．

く美添報告＞

美添でございます。皆様方のお話を聞きながら珍しくメモを作ってなるべく重複を避け

ようと考えております。

まず、本日のテーマは「統計における官学連携」となっておりますが、統計という場合、

民間統計も重要とは言いながら、われわれが教育、研究等で使う資料の殆どは国が作って

いるものです。そういう意味で大学の関係者が、必ずといってよいほどお世話になってい

るのが、官の作る統計ということになります。これに対して、大学関係者が何が出来るか

ということについては、昔から議論されております。先ほど溝口先生が紹介されましたよ

うに、いろいろな意見を表明してそれが取り入れられてきているということは従来の経緯

ですが、最近の統計に関しては、利用者からの要望の水準が非常に高くなっていると思い

ます｡私が学生の頃であれば､殆どの新聞記事はいわゆるエコノミストといわれる方々が、

統計の詳細には立ち入らず、出てきたものを受け入れてコメントするという時代でした。

現在はそうではなくて、細かい活用の仕方やクセなどについて、さまざまな注文や疑問が

表明される時代になってきています。

確かにコメントなどを見ましても、日本の統計の発表の仕方には、まだ改善の余地があ

るという点についてはほぼ合意が得られているようです。そういうこともあり、昨年、日

本学術会議でシンポジュームが政府統計を対象として企画されて、ここにおいでの皆様方

も何人かご出席いただき、声明を出しましたが、そこで座長を担当しました。

そこで意図したことは､今回の統計改革に関して側面から援護するという趣旨でしたが、

結果的にこれから国会で議論されようとしている統計法の改正というところまで、当初予

想した以上の成果が出そうな状況になってきました。

官が作成するという表現は余り適当でないかもしれませんが、要するに私たちが支払っ

ている税金で国が行政のために作るという統計です。先ほど「官庁統計の基本原則」の紹

介にもありましたように、基本的には国が政策を企画･立案するために必要なものですが、

官庁統計は、今では政策の結果を評価するためにも使われるようになってきています。評

価するために使うのは、現在の政府ではなく５年後、１０年後の政府であるわけです。これ

はある意味では、他人になります。さらに広げると、その時代の国民も使うわけですし、

われわれも国民の－人ですが、全ての国民が使えるような形で統計を提供しようというの

が国際的な理解であり、それが今度の統計法に反映されていると思います。

それでわれわれ大学関係者は何をしたら良いかということに関して、先ほど清水先生は

制度の話に直接関わることは難しいと言われましたが、私もそう思います。私自身は制度
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に関わる能力もありませんし、そういう能力をお持ちの方は数人出れば良いのであって、

一般の研究者は、個々の統計をどのように使うかということに専念していればいいと思い

ます。結果としていろいろな要望が出るわけですし、そこで出てきた要望が、溝口先生の

ような立場にある方であればいつかは実現される。そういうことで今まである程度議論し

てきたと思っています。

そのような学界からの協力がさらに必要になって行くだろう。というのは、最近の国の

統計を作っている統計職員の数が急激に減っているという事実があります。島村先生が昨

年書かれた本によりますと、終戦直後に較べて現在､公務員の数は半数に減っていますが、

統計職員に限定すると５分の１になっている。５分の１という減り方をしているのは、世

界にも例がない。これを見ても、先ほど伊藤先生がお示しになりましたＥＵの統計原則に

統計職員の充実、確保が必要であると書いてあるところが、日本では全く出来ていないと

いうのは、私もその通りだと思います。

今更公務員の数を増やすわけにはいかないのは確かですが、しかし経験年数までどんど

ん減っているという現実があります。この点を補足する形で、研究者の立場からいろいろ

な形で共同の研究会に参加するか、あるいは個別の分析に関わるといった活動を続けてい

く。こういうことは、統計作成者からも当然歓迎されるべきことであると思います。

このような機会になされる要望や批判は、直接は耳の痛いものでしょうし、誤解に基づ

いている部分もあるでしょう。けれども、長い目で見て、統計の改善に￣番大事なのは、

ユーザーからの積極的で率直な意見だと思います。これを汲み上げる体制を何としても作

りたい.

実は、新しい統計法が出来ますと、今年の１０月で現行の統計審議会はめでたく解散と

いうことになりますので、統計審議会の歴代会長が勤められた後で、私が最後の幕切れの

会長になりそうです。最後の会長として、今申し上げたような体制を実現するために何を

検討していくか、少なくとも課題だけは整理して次の統計委員会に引き継ぎたいと考えて

います。

話題は出ましたが詳しく話されていないことで－つだけ補足しておきたいテーマに、デ

ータを保管することがあります。いくつか指摘されました海外の例で見ると、統計的なデ

ータアーカイブという表現を使っています。わが国でも従来から統計数理研究所で民間の

データを中心とするデータアーカイブを作る計画があり、特にヨーロッパを中心とするデ

ータアーカイブの団体とも交渉がありましたが、残念ながら１０年ほど前に統数研は予算

を取り損なって実現に至りませんでした。丁度その頃、どなたが仕掛けたかは申しません

が、何人かの熱心な仕事により、東京大学の社会科学研究所で民間の統計を対象としたデ

ータアーカイブができました。

こういうものがないと、折角集められた統計データが失われます.考えるまでもなく、

過去に遡って調査することは不可能ですから、データが消えると統計は永遠に失われてし
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まう.データアーカイブには、この意味で、貴重な情報を保存するという大きな使命があ

る。この役割を果たす組織は、民間については東大の社研で始められている。ただ残念な

ことに職員数が少なく、これは拡大しなければいけないと思います。統数研が無事存続す

ることが出来れば、そこも加わってさらに強力な民間のデータアーカイブが実現すると思

います。

政府に関しても、データアーカイブが必要な事情は全く同じです。詳細は分かりません

が、過去の重要な統計が十分なバックアップがなされてないまま、年とともに失われてい

るという実態があるようです。データを提供していただければ何が不足しているか分かる

のですが、それすら出来ないような状況ですので、実態としては、重要な統計がどんどん

失われていると心配しています。各省の受け皿となるような官庁統計のデータアーカイブ

を作らなければいけないと思います。

これは一部の省庁では試験的に始められており、例えば一橋大学の社会科学統計情報研

究センターでは、総務省系のデータを中心としてデータアーカイブの機能を部分的に果た

すようになっている.ただ、これではまるで足りない。今日は資料をお見せする余裕はあ

りませんが、例えばＣＥＳＳＤＡというヨーロッパを中心とするデータアーカイブのＨＰ

にアクセスしていただくと、多くのデータアーカイブにリンクが張ってありますが、その

地図のどこを見ても日本は載っていません,大変悲しいことです。東大社研のデータアー

カイブにも少なくとも直接リンクは張ってありません．

これは体裁だけの話ではなく、日本の大事な統計、要するに税金を使って作った、将来

にも十分役に立つ、そういう情報の宝庫である統計を保存する機構が必要です。一方で、

先ほど申し上げたように、国の統計職員は数が少ないわけですから、やろうと思っても殆

ど無理です。そこで東大社研とか一橋の統計情報研究センターのように、何らかの形で学

界側として協力することも考えられます。

この点に関して、私は必ずしも悲観的ではなく、先ほどの永山先生のお話のように、い

くつかの省で実施している大学との共同研究では統計を利用することで間接的に統計の保

管や維持に貢献しているわけです。もうひとつの例として、先ほど溝口先生が指摘されま

した、各省のミクロデータを使った重点研究があります。これは４年間続いたプロジェク

トです。予算として６億５０００万円くらいで、文科系としては大きかった。研究代表者の

松田先生によると、理科系の先生に言わせれば動物のえさ代にも足りない金額だそうです

が。動物のえさ代程度で結構ですので、将来も何年かに－度は、データの保存に役立つよ

うな企画を、若い世代の研究者に実現してもらいたい。

統計局と大学との関係ということでは、しばらく前にＩＳＩがあった折にフィンランド

の統計局を訪問した時、彼らは、大学院生を対象に政府統計を分析させていることを自慢

していました。当然、秘密遵守のための誓約書はとりますが、大学院生は研究を通じて博

士論文を書いていく。博士論文が書けることは院生に対してインセンテイプを与えるだけ
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でなく、同時に彼らは官庁統計の良き理解者にもなるわけです。そういう人たちが将来、

貴重な人材として育つことは十分期待できます。わが国でも、是非そのような動きが出て

くることを期待したいと思います。

＜討論＞

〔司会］どうもありがとうございました。４名の予定討論者の方々、重複を懸命に避け

ながら、最も効率的に時間を使っていただきました。ありがとうございました。４名の先

生方いずれも、それからパネリスト３人の先生方も共通にまだ話し足りない雰囲気が見え

てますけれども、とりあえずここで、あと残り時間があまりありませんので、最優先でフ

ロアの方からご意見をうかがって、多少５分か１０分ぐらい延長するかもしれませんけれ

ども、そういう形で進めさせていただきたいと思います。発言される方はすみませんがお

名前とご所属を最初にお話をうえで、ご質問、それから、どなたにたし、するご質問か、あ

るいは意見発表である、いずれでも構いませんので、そういう形でお伺いしたいと思いま

す。それではどうぞどなたでも、はい舟岡先生。

〔舟岡史雄］

信州大学の舟岡です。本日は、興味深い話をお伺いして、大変勉強になりました。

本日のシンポジュウムのテーマは官と学の連携についてですが、松田先生によれば、官

と学の距離が現在は、少し遠くなっている状況にあるということです。ただし、今回、統

計法と統計制度の枠組みの大きな改正が見込まれていて、これについては、学が火を点け

たことによって、制度設計にまで結びついた経緯もありますので、学の責任はこれまでよ

りも重くなったところがあるのではないかと思います。伊藤先生は、今回の統計制度改革

のポイントとして、統計理念を確立し、それを法律上明記したこと、ならびに基本計画を

策定し、それを閣議決定して、実効`性のあるものとする、の２点が大きなポイントだとお

っしゃいまして、私も同感であります。

法律の条文に理念を規定し、統計は広く国民が利用する社会の情報基盤であることを調

い文句にしておりますが、それは言ってみれば、国民が統計を使えば、意思決定、計画策

定や政策評価において、非常に有効であることを意味しています。そのためには、それを

学が実際に示して見せることも必要です。また、美添先生がおっしゃいましたように、最

近では民間が統計を高度に利用するようになっていますが、実は間違った利用の仕方も

多々ありますので、そういう場合には､統計を正確に使うよう、学が情報を絶えず提供し、

橋渡しをする役割を果たすことも必要です。その意味で、学の果たす役割は、統計が社会

の情報基盤であることを実践する先導役として非常に重要ではないか。
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２点目の基本計画について言えば、今回の統計制度改革は、とりあえず現行の分散型統

計機構を前提として構想されているので、基本計画のでき映えが統計の体系的な整備の可

否を規定します。基本計画の策定には、やはり各省の利害が絡みますから、各省に任せて

いたら、相変わらず従来どおりの仕組みで統計の体系が作られてしまう。各省の利害とは

無関係の、学が主導して統計体系のあるべき姿を示すことで、長期的に日本の統計が整備

されていくのだろうと思います。さらに、基本計画についてのフォローアップも明示され

ています。最終的に基本計画を閣議決定するのは各省ですので、基本計画の責任者がみず

からフォローアップするのもおかしいわけでして、フォローアップは、第三者的な立場に

ある、学が中心になるべきで、チェックの仕組みが明確に機能することで、日本の統計が

良くなっていくのだろうと思います。そうした意味で、これから学の役割は、ますます大

きくなっていく、なるべきだと、私は理解しています。

〔司会〕はい、ありがとうございました。ほかにどなたかいらっしゃいますか。

〔伊藤セツ〕

昭和女子大学の伊藤セツと申します。３点ばかり意見をのべます。

第１に、最初、竹内先生のほうから、「研究者が、自分がこういうことを調べたいからと

か、ドクター論文を書きたいからということの要求には、そうなかなか応じられない」と

いうお話がありました。私は、研究での統計のユーザーでもあり、学部学生、マスターコ

ース、ドクターコースの院生の教育にあたる立場での統計のユーザーでもあるわけですが、

そこから出てくる問題意識は決して身勝手な問題ではなくて、それぞれの学生や院生のテ

ーマは、非常に社会的な意味をもった問題であって、意味があるからこそ政府統計をいろ

いろと検討させていただいています。そうすると、「こう集計した方がいいのに｣、「この程

度の改善ならお金もかからないだろう」と思うことが出てくるわけです。そのような問題

点について、マスターコース、ドクターコースは当然ですけれども、学部学生の段階から、

政府担当者に質問したり意見を述べたりするように私は教育しています。研究者として決

して身勝手なことだけでお伺いしているとは思っていないので、その点は誤解のないよう

にしていただきたいと思います。

第２に、私、この会場に入る時に、名簿のところを見ましたら、なぜか「ジェンダー」

という分類のところに私の名前が書いてありまして、そこに丸をつけました。意外な思い

がしたのですけれども、「それでは、一言ぐらい言わなければ」というわけで、言わせてい

ただきます。国際的な標準にたいして官庁がどれだけ敏感であるかという問題がさきほど

も出ておりましたが、これはジェンダーばかりの問題ではないのですけれども、研究者と

して感ずるところがございます。いろいろありますが省略して簡単にいいますと、私は、

日本統計協会発行の『世界の女性2005-統計における前進」に、『世界の女性2000』に続
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いて翻訳者の－人に加えていただきました。国連の先進的動向を見ておりますと、なぜ国

連統計部がこれだけ具体的提言をしているのに、統計先進国日本が、ジェンダーを統計の

なかでメインストリームにすることができないのかということを感じます。それは、研究

の側からのほうが強く感ずることかもしれませんし、また必ずしもそうではない行政に携

わる官の側が感じて当然のことだと思う場合もあるのですけれども、必ずしもそうではな

いことを疑問に思っているということです。

第３点目ですけれども、先ほど永山先生がおっしゃったことなんですけれども、「公の統

計審議会のほかに特別の研究会を起こして『学」を加えて意見を取り入れる例がある」と

いう点についてです。２０年ほど前に、永山先生が座長の、１９８１年と１９８６年の社会生活

基本調査のための研究会に２度入れていただいたことがございます。私はそのとき「研究

会」の位置がわからなくて、勤務先に出張願を出すとき困った経験を思い出します。あの

ときも何かインフォーマルであるという感じはしておりましたので－.あのときは、研究

者ばかりではなくて、地方の統計の担当者や民間機関の人も加わっておりました。私とし

ては非常にいい意見の交換の場になっていたと思いますし、あそこでとても勉強させてい

ただきました。ただ、ここでの意見はどう公表されるのか、どのようにフォーマルな審議

会等に反映されて成果につながるのかとか不安だったわけです。しかし、確かに、あのと

き私が出した意見は、社会生活基本調査に、永山先生のお力で確かに反映され、その変化

と成果を確認できましたので、研究会は意味があったと実感できましたけれども、そのう

ちのある具体的調査は実施するまでいって公表されないままに終わったという事実もあり

ました。クローズドでインフォーマルであれば、まあ、致し方ないのかということも私は

勉強になったのですけれども、限界を感じたものです。

研究会が、「官」が「学」の意見を聞く場の－つと位置づけられているなら、よりオープ

ンなものにして、永山先生のご発言のなかにもありましたが、官と学・地方行政・民が力

をあわせていく方向に改善していただければと思います。

〔司会〕今日のいままでのご発言は、ほとんどが学の方の立場からのご発言だったんで

すけど、もし差し支えなければ、官の方から何か、じゃあ川崎さんどうぞ。

〔川崎茂〕

総務省統計局の川崎です。今日は大変このような貴重な機会に参加させていただきまし

てありがとうございました。先生方のお話、大変興味深く聞かせていただきました。ある

部分、今後の統計の改善に役立てていきたいと思いながら伺いました。

私なりに感想をいくつか申し上げてみたいと思います｡これは私の個人的な意見であり、
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私の役職として申し上げるのではなく、個人的な経験、先生方との交流の経験を基に申し

上げるものです。

最初に、竹内先生が官と学の関係を大変うまく整理してくださいました.学は、官庁統

計にとって、消費者、利用者、批評家、生産者、消費者の立場があると整理されたと思い

ます。その整理は大変よく理解できました。その中で私ども統計作成者の観点から見て一

番大事だと思うのは、健全な批評家としての立場ではないかと思います。「健全な」という

のは、世の中にはいろんな批評家がおられる中で、統計に関して専門的なお立場から建設

的な批判をしていただく、という意味で申しています。

批評家としての立場でどのようなことを期待し、お願いしたいか、いくつか申し上げま

す。まず、統計の作成には技術的な裏打ちが必要ですので、そのような観点から、例えば

研究会などの場において技術的なアドバイスをいただきたいということです。統計の改善

のために、先生方からお知恵をいただける場をできるだけ設けていきたいと考えます。先

ほどの議論で、研究会の開き方がクローズドではないかとのご指摘もありました。研究会

に参加していただく方々の範囲を十分広げられず、あるいは足りないとお感じになる面も

あるかもしれません。しかし、お声をおかけする範囲には限界がありますし、私どもとし

ては必ずしもクローズドとしてやっているつもりではありません。ご批判がある理由の－

つは、おそらく検討の結果を取りまとめて情報を発信することが不十分なためではないか

と思います。検討の情報をより広く公表するよう努力したいと思います｡今後とも研究会

等ではご協力をお願いしたいと思います。

次に大事なのは、学界と官庁の統計の世界の橋渡しをしていただくことだと思います。

この点は、最近、相当重<なっていると思います。先ほど舟岡先生が指摘された、今回の

統計改革はかなり「学」からの働きかけがあって実現したという点、私も同感です。その

背景には、現在、様々な分野の学者が政策に影響力を持つようになっておられるという事

情があると思います。例えば経済財政諮問会議の民間議員に代表されるように学識経験者

が政策決定に関与されるケースが昔よりはるかに増えてきていると思います。そのような

場に統計学が専門の学者が入られるケースは必ずしも多くないかもしれませんが、統計学

者から政策に影響力のある学者さんたちに重要なインプットをされることは大いにありう

ることだと思います。また、そのようなことは大切なことであると思います。統計作成者

の立場では、学識経験者全般との関係が大切ですが、その場合に統計の学界の先生方とは

最も関係が深いことから、統計学者の方々との関係は特に大切であると思います．

これに関する例として、先ほど話題の出ました民間開放の問題があります。民間開放の

あり方については、政府の方針として、統計の信頼や正確性を確保しながら、統計の効率

`性を高めるよう民間開放にきちんと取り組んでいかなければなりません。民間開放をどの

ような形で進めていけば、統計の信頼性を低下させずに仕事の効率性を高められるか、専

門的なお立場からの先生方のご意見は非常に大事だと思います。統計は学際的な`性格が強
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いものですので、まずは統計学者の方々のご理解を得ながら、それを他の分野の学者たち

によりよく理解をしていただけるようご協力いただければありがたいと思います。

３番目に期待するポイントですが、利用者への橋渡しというところがあると思います。

最近いろんな意味での統計批判がございます。現在の統計で見直すべき点もあるとは思い

ますが、利用者側にもっと理解や勉強をしていただきたい点もあります。例えば、統計の

質に関する情報の提供があります。最初に伊藤先生からのお話にありましたが、例えば統

計の標本誤差、非標本誤差、あるいは非回答の状況などのデータなどは、統計作成者とし

てもっと提供をしていく必要があると思います。ただ、伝統的には統計部局は非常に慎重

であったと思います。その理由は主に二つあり、ひとつは国民から「これぐらい回答率が

悪いのなら自分も協力しなくてもいいのではないか」というような反応が出てくるおそれ

があることです。もうひとつは、「これぐらい精度が悪いのだったら統計は使えないのでは

ないか」と単なる批判に終わってしまうおそれでがあることです。どちらも必ずしも建設

的な動きにつながらないと思われるので、統計部局としては質に関する情報を提供するこ

とに'慎重であったという背景があると思います。しかし、世界的な動きを見ても、また利

用者をミスリードしないためにも、質の情報を提供することは必要であると思います。

それでも、そういう情報を提供した時にメディアの側はどう反応をするのだろうと気が

かりではあります。そのような場合に、学界の方々には、作成者と利用者の間で統計の質

に関する情報の解釈について、橋渡しの役割を担っていただけたらと思います。

４番目にお願いしたいのは、統計の研究開発の面です。これは１番目の技術的なアドバ

イスと関係します。

統計の重要な要素として挙げられるものの－つに、timeliness、relevanceなどがござ

います。これを実現するというのは実は結構難しいことだと思います。最近、特に難しい

のはtimelinessではないと感じています。統計を迅速に提供するというと、ややもすると

集計期間を短縮して、調査実施から公表までを早くするというイメージで考えられがちで

す。しかし、それでは十分ではありません。これから大切なのは、情報のニーズが明らか

になってから結果が提供されるまでのトータルの期間を短縮することが求められていると

思います。

この意味でのtimelines8を実現するにはく統計を作成する過程のうち、プランニングの

期間をいかに短くするかということが大切であると思います。例えば、最近、格差問題が

大きな問題になっていますが、これについてごく最近の国会審議の中で、政治家には「す

ぐにでも調査せよ」とおっしゃる方々もありました。しかし、もし本当にすぐ調査をして

いたら、実はろくな調査ができないわけですあり、調査する前にきちんとプランニングす

ることが良い統計を作る秘訣です。このプランニングというのは－種の研究開発での仕事

であり、実際にはかなり時間がかかる作業であると私は思います。これは、アカデミック

な蓄積にもとづきながら、実務的にどうやって統計として実現するか、官と学とでキャッ
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チボールしながら、プランニングをやっていくことが必要です。その意味では、新しい統

計のニーズ、社会的なニーズを予測するというようなことを含めて、統計に関する研究や

開発をやっていく必要があると思います。そのような面で学界の先生方にはご支援ご協力

をお願いしたいというふうに思います。

「官」から見ての「学」へのお願いばかりを述べましたが、それでは官の側は学に対し

て何をやってくれるのか、疑問をお持ちになるだろうと思います。私どもとしては、統計

の利用者としての「学」に対して積極的にデータ提供を行うことを通じて学問の発展を側

面から支援することが大切であると思います。その意味では、すでに先生方のご意見にも

あった、データアーカイブの整備、マイクロデータの提供等々を着実にやっていくことが

必要であると思います。現在、統計法が改正されようとしており、改正後はいままでより

もデータが使いやすくなるものと思います。それを踏まえていろいろなことをやっていき

たいというふうに考えています。

大分長く発言させていただきましたが、松田先生のご指摘のように、統計はもともと学

問と行政が一緒に発達した経緯があります。官学の間が疎遠にならないように、私どもも

努力してまいりたいと思います。例えば、このような会合に参加して議論に加わらせてい

ただくのも、連携強化のために有意義であると思います。必ずしもフォーマルな場でなく

てもよいから、思い立ったら自由に率直にご相談できるような関係をもてたらと思ってい

ます。

ただ、連携強化のためのコミュニケーションの努力が必要とはいえ、統計の職場の実態

を見ると、必ずしも容易でないところもあります。例えば、センサスの企画に関してアメ

リカやカナダの事例を聞きますと、１回のセンサスのプランニングをやるときに、ユーザ

ー説明会を１００回とか２００回やったという話を聞きます。もし日本で１００回、２００回もや

ろうとしますと、おそらく１つの課の職員を全部それに振り向けないと対応できません。

そうなると何も本来の仕事ができなくなります。アメリカやカナダとの対応の違いには、

単に「やりたい｣、「やればいい」といった意思の問題ではなく、組織の規模や持てるリソ

ースの違いによることも大きいということをご理解いただきたいと思います。そのような

中で、私どもも利用者、あるいは学会とのコミュニケーションも改善をしていきたいと思

っています。

いろいろと申し上げましたが、今後ともぜひまたいろいろ遠慮なく、いろいろなご意見

をいただければありがたいと思います。ありがとうございました。

〔司会〕どうもありがとうございました。セッションでは主に学のほうから官にたいし

ていろいろなプロポーザルをやってきたものですから、それにたいして、官のほうから代

表していろいろ何か申し上げたいことがおそらくあられたようで、詳細にお話いただいた

ということで、－応まあいいかなという感じがしております。
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＜パネリストによる補足＞

〔司会〕

本日のパネルディスカッションでは、主に学の方から官に対していろいろな意見表明が

行われました。また、官の方からも、川崎局長に率直でしかも多面にわたるご意見を頂戴

できました。まだ、フロアの皆さんあるいは予定討論者の先生方の中にもご発言を希望し

ておられる方が大勢いらっしゃるのではないかとは思いますが、すでに予定の時間を５分

ほど超過しております。そこで、最後に、パネリストの各先生方から補足的なご意見をい

ただき、本日の討論を終了したいと思います。

〔竹内〕

永山先生がお話されていた官庁が設ける研究会は非常に有益だったと思いますが、２つ

問題があると思います｡－つは､各省庁でそれぞれの縄張りに対応しておやりになるので、

予算が比較的潤沢にある省庁ではたくさんやられる。そうしますと、基本的にその省庁に

とって関心がある政策課題についてしか基本的に問題が出てこない。そういう予算が十分

確保できない省庁の場合、出てこない。それともう一つは、私もそういう研究会に度々参

加させていただいたのですが、やはりそういう時に学者側から出た委員は、そこに出され

たデータをいかに利用するかということには関心はありますが、そのデータの作り方をも

う少し変えたほうが良いのではないかとか、もっとこんな操作をした方がいいのではない

かということまで踏み込むことは余りない。従って、やはり本当の意味で統計のデータの

いわば批判、批評を本当にやるところまで行かないわけです。もっと統計そのものをちゃ

んと研究対象にした研究が必要だと思います。それから先ほど｣Ⅱ崎さんがおっしゃいまし

たが、今後、だんだん統計調査が建前どおりに行かないようになることが多くなる。全数

調査が建前であっても､実は回答率が多くても８５％だとか､標本調査でも代替標本が100％

位になるということも起こりうるわけです。そういう時に、どうやってなるべく真実に近

い数字にするか、そのためにいろいろな情報を総合的に利用してやって行くかということ

について、次第に問題が出てくると思います。そいうレベルまで立ち入って共同研究組織

を作り上げる必要がある。それでこれは私の一つの希望ですが、折角今度統計委員会が出

来るわけですから、統計委員会直属で少し研究のための予算を確保できないものかなと思

っています。国勢調査の予算の１％で十分です。そうすると毎年４億円ぐらいは使えるこ

とになりますから。それくらいあれば、何とかなるはずです。そのあたりのことも考えて

いただければと思っております。
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〔松田］

私の申し上げ方が拙くて若干の誤解を招いてしまったようなところがあるようですので、

少し補足させていただきます。

永山貞則先生が、官と学との乖離について、官が学の言うことを聞かないのを、松田は

乖離といっているというようにおっしゃられたように思います。必ずしも「言うことを聞

かないからけしからん」とそういうつもりで言った訳ではございません｢，

誤解を解くために、一二の例を挙げてみます。これは私が若い頃に、溝口敏行先生から

いろいろと教わった中に、省庁縦割りの中で家計調査的な調査が行われていて、全体の所

得分布というものを各省の統計調査の合成で求めて分析するのにいろいろと困難なことが

あるというのがあります。溝口先生は、工夫を凝らして複数の調査結果から合成を試みら

れたが、それを省庁横断的に継続的にその後も政府が行うようには出来ませんでした。（学

者の言うことをきかないから乖離があるというのではなく、学問の世界の常識であっても、

行政機関に身を置く官庁の統計者は、省庁の権限に固執して実現できなかったといいたい

のです。）

それからこれも溝口先生から教えてもらったのですが、「クラスター・サンプリングは

もっと大事にすべきである」。世帯調査では、かっての厚生省の国民生活実態調査と統計局

の住宅統計調査の二つが代表的なものでした。これらは、「所得分布を考える上でもっと大

事にして発展させるべきだ」というのが、溝口敏行先生の統計審議会長時代以前からの持

論でした。私も統計審議会委員の時には、「新中長期構想」の折などには、多様化した世帯

概念の変化に即応して調査をする際に、その考えを生かすならば良い結果が得られると考

えて、構想への書き込みに努力をしておりました。残念なことには、この問題に関連して

の「新中長期構想」の提言のいくつかの重要な部分は無視されました。住宅統計調査の後

身の住宅土地統計調査がいつの間にかクラスタ・サンプリングを止めてしまった・平成１

５年調査からだと記憶してますが、どこで発言の機会を逸したのか、もう審議会の委員を

辞めた後で関係の研究会の縦割行政の中で見落として発言できなかったのか、その辺りの

記憶が定かではないのですが。統計審議会の議論の中ではどのように議論されたのでしょ

うか。おそらく、詳細な地域表章の要求とサンプル削減の圧力の前で、多様化した世帯概

念に対応するためにクラスター・サンプリングの利点を生かすのでなく、地域別詳細集計

のために標本数確保を、調査区内も全数調査で無く標本抽出にして切り抜けたと言うのか

もしれません”私の考えでは、社会の変化に対応した統計をつくるという目標から考える

と、学の関心の方が官の関心より先行したための乖離の一例と思っています,、

このように、やはり根本的なところでやはり乖離があるのではないかと私は考えており

ます。
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〔菊地〕

私からは一つだけ申し上げます｡それは、地方での実査の現場､統計利用の現場を活気づける

ということは不可能ではないように思います｡統計改革においては､そうした戦略もまた立てていた

だければと思っております。

〔司会〕

パネリストの先生方、どうもありがとうございました。本日、パネリスト、予定討論者、

さらにはフロアの先生方から多岐にわたる論点や問題提起を行っていただきました。

本日、ご出席いただいた皆様方からいろいろとお話を伺っていた中で、一つだけ共通の

確認事項としてここで指摘させていただきたい点は、本日出されたような事項に関心を持

つ若い世代の統計研究者をいかに養成するかということが、単に学だけでなく官と学との

有効な連携、ひいてはわが国の統計の発展にとって不可欠であるとの認識だろうと思いま

す。

官学連携というテーマの下に、これだけ多くの学界人と政府統計関係者が一同に会する

というのは、恐らくわが国では初めてではないかと思います。その意味では、今日のテー

マ設定それからその下で展開いただいた議論は、あくまでもｋｉｃｋｏｆｆ的性格のものでご

ざいまして、むしろこれから各学会等の側でいろいろと深め、具体化していく際の議論の

出発点として位置づけるべき性格のものではないかと主催者側では理解しています。

これを－つの契機として、わが国でも統計における有意義な官学連携の仕組みが構築さ

れ、わが国の統計が今後一層発展することを期待することで本日のシンポジュームのむす

びとさせていただきたいと思います。皆様、長時間お付き合いいただき、ありがとうござ

いました。
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